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エッセイ

地域の防災力
保家　力

　東京都には 11 の有人離島があり，都の行政機関として，大島・三宅・
八丈・小笠原にそれぞれ支庁が置かれている．平成 20 年に，私は三宅支
庁に赴任し，日々の業務の中で防災と向き合うことになった．
　三宅島は，平成 12 年の噴火で全島避難となったが，平成 17 年に避難指
示が解除されて帰島が始まり，私が赴任したときは，しだいに生活にも落
ち着きが見られ始めた頃であった．しかし，火山ガスの影響はまだ色濃く
残っており，二酸化硫黄の濃度がレベル 3（2 ppm）で注意報が発令され，
レベル 4（5 ppm以上）になると「避難」のサイレンが鳴るといった状況
だった．また，降灰・噴石や火山ガスにより，多くの樹木が立ち枯れたた
め，治山ダムや砂防堰堤の整備が着実に進められていたものの，大雨時に
は，土砂崩れの発生などが懸念された．
　噴火や風水害など厳しい自然条件の中で，島を守ってきた大きな力として，住民の防災意識の高
さと，お互いの助け合いがあげられる．
　昭和以降，三宅島では 4度の大きな噴火を経験しているが，昭和 37 年，58 年，平成 12 年は，
いずれも死者ゼロである．昭和 58 年の記録を見ると，避難に際して近所の人の避難を助けたり，
地元消防団員らが適切な避難誘導を行ったりしたことが窺われる．また，このときは，噴火の約 1
カ月半前に住民参加の総合防災訓練を実施しており，その経験が役立った面もあったようである．
　私は，平成 29 年には大島支庁に赴任したが，大島においても，昭和 61 年には噴火により全島避
難を経験している．記録などによれば，このときも，地元消防団が，避難指示の伝達や避難誘導，
高齢者や病人などの介護・搬送，地区内の防犯・防火活動，避難所での住民の世話など多岐にわた
る活動を行っている．そして，この噴火を契機に，「地域住民の協力を得て，地域全体の安全確保
体制を確立する」という趣旨のもと，各地区に近隣住民で班編成された自主防災組織が結成され，
現在も発災時の避難や，避難所の運営などにおいて重要な役割を担っている．
　このように，両島とも，地域的な結びつきが強く，災害時において有効に機能してきたといえる
が，本土で首都直下地震のような大規模災害が発生した場合にも，共助の力は欠かせないものであ
る．
　1923 年の関東大震災のときには，たとえば神田和泉町・佐久間町では，周囲に神田川や耐火建
物があるなど地理的条件に助けられた面はあったものの，消防組（今でいう消防団）や事業所の自
衛消防隊など地区内住民による消火活動が功を奏し，延焼を食い止めている．
　また，この震災では，町内会や青年団による炊出しが行われたり，個人宅で，親戚・知人だけで
なく顔見知りではない人まで含めて被災者を受け入れ，食料などを提供したような例も見られる．
さらに他府県から来援した救護団や，学生による救護班が自発的な支援活動を行うなど，被災者の
救援という点でも，共助が大きな役割を果たしている．
　今年は，関東大震災発生から 100 年の節目に当たる．社会状況の変化により，地域における住民
同士の関係も当時とは異なるが，町会，自治会などの自主防災組織をはじめ，地元の企業や学生な
どが連携し，いざというときには，みんなで地域を守るという機運を高めていくことが重要である．
　行政としても，この機会を十分に活かし，地域防災力のさらなる強化に取り組んでいきたいと考
える．

［ほけ　ちから］
現職　東京都総務局総
合防災部長
略歴　1970 年生まれ．
1993 年，入都．2008 年，
東京都三宅支庁総務課
長．2011 年，東京都
総務局総合防災部震災
対策担当課長．2018
年，東京都大島支庁
長．2022 年より現職
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　1923 年（大正 12 年）9月 1日に相模湾付近を
震源とするM7.9 の大地震，すなわち関東地震が
発生しました．この地震では神奈川県下で激しい
地震動による大きな被害のほか，東京や横浜で大
規模な火災が発生し，家屋の倒壊等によるものと
併せて 10 万人以上の死者を出しました．この死
者数は現在までも日本における歴史上最大の地震
となっています．この地震からちょうど百年にあ
たる本年に，「地震ジャーナル」では 1つの節目
として特集号を企画しました．
　関東地震は地震に関連する日本の学術にとって
大きな影響を与えたといえるでしょう．日本の地
震研究は明治初頭に英国から招聘された John 
Milne を中心として創始されました．その後，
1891 年濃尾地震を契機として震災予防調査会が
設置され，国家的事業として地震の研究が開始さ
れました．それからわずか約 30 年で関東地震が
発生したのです．このため，地震の発生に関する
科学は未熟であり，事前に多くのことがわかって
いるわけではありませんでした．そこで，関東地
震を契機として，震災予防調査会は解散し，地震
に関する研究をいっそう進めるため東京大学に地
震研究所が付置されるなど，地震の学術的な進展
が進むきっかけとなりました．一方，明治以来の
地震観測や測地測量の導入により，関東地震は多
くの学術的に貴重な資料を世界に先駆けて後世に
残すことができました．その後，太平洋戦争およ
び戦後という，地震学の発展にとって逆風となる
ような苦しい時代がありましたが，1960 年代後
半頃にスタートした地震予知計画（当初は地震予
知研究計画）を契機としてふたたび日本の地震学

が大きく進展することとなりました．もちろん，
地震学は地震予知の分野だけではありませんが，
関東地震が日本の地震学の発展にとって大きな意
義をもっていることは疑いないでしょう．しか
も，その際に取得されたデータは現在に至るまで
繰り返し解析や調査に用いられ，また，新たな資
料も発掘されるなど，いまでも地震学の発展に寄
与していると言ってよいのではないでしょうか．
　今回の特集号では，関東地震に関して研究をさ
れてこられた理学・工学・社会学のさまざまな分
野の方々にご執筆をいただきました．当ジャーナ
ルは他の学術専門誌とはやや異なり，一線級の研
究者の方々に最近の研究成果やプロジェクトの紹
介などを他の分野や若手研究者の方々にも理解し
ていただけるようわかりやすく解説いただくこと
のほか，研究に関する周辺の話題なども自由にご
執筆いただいています．このような観点から，本
特集号では関東地震に関してこれまで研究をされ
てこられたさまざまな分野の先生方からそれぞれ
のお立場での関東地震との関わりや関連する話題
について自由にご執筆いただくことになりまし
た．それぞれの研究分野における関東地震に関す
る取組のレビューやそれらの分野における意義，
あるいは最近の話題としての首都直下地震関連の
話題など，多彩な角度から関東地震を概観するこ
とを試みることとしました．読者の皆様には，"関
東地震から 100 年"という節目において，来し方
を振り返り今後の地震学の発展やくるべき首都直
下地震あるいは次の関東地震に向けてわれわれが
どう取り組んでいけばよいのか，考えていだたく
きっかけとしていただければと考えています．

「関東地震 100周年特集号」について

地震ジャーナル編集長

加藤照之
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1． は じ め に

　1923（大正 12）年 9 月 1 日 11 時 58 分に関東
地震（M=7.9）が発生してから 100 年が経過した．
その間多くの地震学的・地震工学的研究が行われ
てきたが，それらは大まかに 3 つの時期に分ける
ことができる．第 1 期は言うまでもなく地震発生
直後の約 10 年間で，そこでの成果や資料は震災
予防調査会報告 100 号の甲-戊をはじめ多くの論
文にまとめられている．また，地震被害の特徴を
まとめた調査報告書や震災誌もこの時期に数多く
発刊されている．
　次に，関東地震についての研究がさかんに行わ
れた時期は発生後約 50 年が経過した 1970 年代前
半頃である．この時期が第 2 期である．この間地
震の正体が地下で動く断層であること，さらにそ
の断層運動の性質を決めるのに地球を取り巻くプ
レートの運動が大きな関わりをもっていることが
わかってきた．関東地震に関しても，相模トラフ
から日本列島下に潜り込むフィリピン海プレート
の動きと関連させて震源断層およびその動きが明
らかにされ，多くの断層モデルが提唱された．
　その後約 20 年が過ぎ，発生から 70 年後の 1990
年代に入り再び関東地震についての研究がさかん
に行われるようになった．第 3 期の特徴は関東地
震による強震動を解明し地震工学的研究に結びつ
けようという点にある．地震被害についての研究
は地震発生直後にも数多く行われたが，地震の正
体もよくわからない時代であったため，震源断層
と地震被害の関係を詳細に結びつけるところまで
にはいたらなかった．
　私は第 3 期のはじまりとともに，関東大震災の
研究に着手し，第 3 期の研究にそれなりの貢献を
し，第 3 期が収束する 2005 年以降も調査・研究

を続けて今日に至っている．それらの研究を支え
てくれたのが第 1 期に多くの人々の努力によって
残されたさまざまな資料であった．本稿では関東
大震災の遺産ともいうべき資料を手掛かりに，私
の研究 30 年を振り返ってみる．

2． 地震・地震動に関する資料

　関東大震災当時，地震の正体を突き止めるまで
には至らず，解明にはその後相当の年月を費やす
必要があったが，残された資料はその後，地震・
地震動の解明になくてはならないものとなった．
それらは大きく 3 つに分けられる．一つ目は，震
度を評価するのに欠かせない人や建物の被害の数
量を調査した結果，二つ目は，今村明恒も注目し
た地震前後の測量による地殻変動に関する記録，
三つ目は，日本の国内外で地震計によって観測さ
れた揺れの記録である．
2．1　被 害 資 料
　人や建物の被害の数量を調査した結果はいわば
国民が犠牲になって得た資料である．多くの資料
があるなかで，地震後，東京都，神奈川県，千葉
県，埼玉県，山梨県，静岡県，茨城県，長野県，
栃木県，群馬県など，被災地域のほぼ全域にわ
たって行政や警察が市区町村ごとに集計したもの
として 2 つの資料をあげることができる．「震災
予防調査会報告」第 100 号甲にある松澤（1925）
の資料と「大正震災志」上巻（内務省社会局，
1926）にある資料である．「大正震災志」上巻に
は「叙説」として，臨時震災救護事務局が独自に
国勢調査方式で直接国民にアンケート調査を行
い，市郡単位で被害の数量を集計した資料もある．
　われわれは，他の資料も含めて集計値が異なる
資料でもすべてが正しいと考えたときにどう解釈
できるかに挑んだ．その結果，資料間の集計値の

関東大震災の遺産：30年間の研究を支えたもの

武村雅之
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差の多くがたんなる資料の誤りや信頼性の低さを
現わしているのではなく，棟数と世帯数などの集
計単位の違いや住家・非住家の区別の有無，さら
には都市部における長屋など集合住宅の存在や焼
失区域での全半壊家屋の取り扱い方の違いなど合
理的な理由によることがわかってきた．このこと
は，今まで集計値が資料間で異なることで信頼性
が疑われていた資料が，逆にわれわれにさまざま
な情報を与えてくれる可能性を秘めていることが
わかった．
　その結果，被害の数量データを用いて東京市で
は当時の町丁目ごとに，その他の地域では当時の
市町村ごとに木造住宅の全潰率から詳細な揺れの
強さの分布，すなわち震度分布が評価できた（諸
井・武村，2002；武村，2003a）．図 1 は関東全域
にわたる結果である．関東地震当時の全国の市町
村数は 12,000 余りもあった．これは現在の数倍
にあたる．そのぶん，集計の単位が細く詳しい震
度分布を得ることができた．
　一方，それまで関東大震災の死者数は約 14 万
2 千人といわれていたが，われわれの調査によっ
て約 10 万 5,000 人と結論付けられた．ただし，
地震直後には死者数を 10 万余と書いたものが多
く，死者数には身元不明の遺体数が含まれる一方
で，行方不明者数は主に捜索願の出された人の数

であり重複している可能性があるとの指摘もなさ
れていた（竹内，1925）．2004 年ころまでよく用
いられていた上記の死者数は，理科年表の編集者
が不用意に死者数と行方不明者数を足し合わせた
結果生まれた値であることも判明し，元資料に立
ちかえることの重要性を改めて痛感した．
2．2　陸地測量部の資料
　次は地震前後の測量によって得られた地殻変動
の記録である．測量はもともと正確な地図を作る
ために行われるもので，日本では 1888 年に参謀
本部陸地測量部（現在の国土地理院）が発足し，
それ以前から行われてきた測量事業を統合して関
東大震災までには一万分の一や五万分の一の精密
な地形図が作製されていた．測量には垂直変動を
測る水準測量と水平方向の移動を図る三角測量が
ある．三角測量は水準測量に比べて手間がかかる
ため地震による地殻変動調査にはまず水準測量が
行われた．その最初が 1891 年の濃尾地震である．
今村（1932）によれば，それ以来 1931（昭和 6）
年までに 17 の地震に対し測量によって地殻変動
が確認されている．関東地震もそのうちの 1 つで
三角測量が本格的に行われた最初の地震でもある．
　この資料は関東地震の震源断層の解明に大きく
貢献し，Ando（1974）は測量結果をもとに関東地
震の断層モデルを提案している．また第 3 期には

図 1　関東地震の震源断層と木造住家の全潰率から求められた震度分布（諸井・武村，2002 に加筆）
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Wald and Somerville（1995）がインバージョン
解析によって断層すべりの分布を求めている．結
果は小田原付近と三浦半島付近に 2 つのアスペリ
ティがあるというものである．Wald and Somerville

（1995）は，遠地実体波記録を同時にインバージョ
ンしているが，結果は測量結果によるところが大
きい．
　陸地測量部の残した資料の中で，私が深くかか
わったのは別の資料であった．1997 年か 1998 年
ころ私は，茨城県の鹿島にあった郵政省通信総 
合研究所の IERS（International Earth Rotation 
Service）技術開発センターの VLBI（Very Long 
Baseline Interferometry）の委員会で，国土地理
院の測地部の方と知り合いになった．その方から
その資料が倉庫から見つかったので価値があるも
のかどうか見てほしいと依頼されたのである．
さっそくつくば市の国土地理院にいくと，関東大
震災による被害がびっしりと書き込まれた関東一
円の地形図があった．当時，由来も何もわからな
かったが，見てすぐに貴重なものだと直感して，
けっして廃棄するようなことがないようにとお願
いした．
　次に私がその地図に出会うのはそれから約 10

年が過ぎたころである．当時，歴史地震研究会の
会長だった北原糸子先生に関東大震災 85 周年に
ちなんで国土地理院から「地図にみる関東大震
災」という展示をやりたいので協力してほしいと
の依頼があった．当時私は歴史地震研究会の副会
長であり，当然一緒に協力することになった．そ
こで再び対面したのが上記の地形図である．その
地図は震災地応急測図原図といい，関東地震直後
の 9 月 6 日から 15 日にかけて，陸地測量部が 94
名の要員を配して作成した 63 枚の地図である．
図には関東地方の主要道路・鉄道の被害，沿線の
集落の被害や地形変状などが書かれており，中に
は当時秘図地域として，軍事上地図を一般に発行
してはいけない地域については秘図から書き写し
た写図が使われている．
　図 2 はそのうちの小田原付近の 5 万分の 1 の図
幅の一部である．小田原の火災や米神，根府川の
土砂災害の様子が描かれている．この地図はそれ
以来日本地図センターでコピーを購入できるよう
になり，私もすべて購入したが中身を読み解く作
業は一部しかできていない．
　同じように，思わぬところから見つかった資料
が廃棄されないよう駆け付けた経験は他にもあ

図 2　 震災地応急測図原図の小田原図幅に記された熱海線沿いの被害（国土地理院所蔵に加筆）．
地図中の記述を外に書き出した
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る．2004 年 3 月に当時長野地方気象台勤務の大
沼啓

ひろ

人
ひと

氏（後述）から電話が入り，1892 年から
の地震記録が階段下の資料庫から見つかったの
で，大切さを台長に説明してほしいと頼まれたの
である．これらの記録によって長野地方気象台の
地震観測史が大きく書き換えられることになった．
2．3　地震計の記録
　（ 1 ）　国内外の観測記録
　測量結果や津波記録と並んで重要な資料は地震
計による揺れの記録である．関東地震に対しては
国内外の地震計がその震動をとらえていた．国外
の主な地点をあげると，オーストラリアのリバ
ビュー，アメリカのバークレイ，スウェーデンの
ウプサラ，フランスのストラスブ－ル，エジプト
のヘルワンなどがあげられる．リバビュー天文台
はシドニー郊外にあり，ちょうど東京帝国大学の
地震学教室の教授であった大森房吉が国際学会参
加の途中で天文台を視察の最中に関東地震が発生
した．大森房吉はウィーヘルト式地震計の記録を
見て東京付近の地震と知り，東京の地震をめぐっ
て助教授の今村明恒と確執があったこともあり愕
然としたと伝えられている．元東大地震研究所教
授の宮村摂三先生から原寸大のコピーをいただい
たものを武村（2003b）に収録している．
　一方国内ではすでに地震計を設置している測候
所が 60 余りにのぼり，さらに東京，京都，東北
等の帝国大学でも地震観測が行われていた．当時
のわが国には，世界的に見て最も密度の高い地震
観測網が敷かれていたのである．地震計は 1898
年頃に大森房吉によって連続観測が可能な大森式
地動計が開発され，震源決定に必要な P 波初動
を含む初期微動を完全に記録できるようになって
いた．関東地震当時，国内で用いられていた地震
計の主力は大森式地動計，微動計，簡単微動計等
であり，そのうち最も数が多いのが簡単微動計

（改良型も含む）であった．簡単微動計は，倍率
は 10～100 倍，固有周期は 5 秒前後の地震計で，
関東地震に対する記録は振り切れてしまったもの
がほとんどであったが P 波初動はほぼすべてが
とらえられていた．
　1994 年のはじめに気象庁の浜田信生氏から，

関東地震に対する全国の測候所での記録紙の写真
がアルバムになって当時の気象庁地震津波監視課
の倉庫に保管されているので調査しないかと誘わ
れた．アルバムは 2 冊に分かれ，のべ 96 枚の写
真が掲載されていた．写真の記録紙はすべて測候
所のものであるが，唯一例外として東北帝国大学
の向山観象所のものが含まれていた．関東地震の
ときの地震掛だった中村左衛門太郎が，1924 年
10 月に東北帝国大学地球物理講座の担当教授と
して転出しているからかもしれない．アルバムの
制作者については不明であるが，中村左衛門太郎
のあとを継いで地震掛となった國富信一によるも
のではないかと推察される．図 3 はそのうち写真
が比較的鮮明でトレースができた記録を集めたも
のである．
　私はこれらの記録から P 波の波群が大きくな
り始める位置が 2 カ所あることを見つけ，それぞ
れの位相の時間差から断層破壊の時間的な推移を
以下のように摧定した．震源位置の松田付近で始
まった小さな破壊は，3 ないし 5 秒後小田原付近
で第一の大きな破壊（第一イベント）になり，そ
の後東に移って 10 秒から 15 杪後に三浦半島付近
で第二の大きな破壊（第二イベント）を発生させ
た．この結果は Wald and Somerville（1995）の結
果を支持するものである．
　簡単微動計の観測が主力だったこともあり，関
東地震の揺れの記録は国内ではほとんどすべて振
り切れたものしかなく波形が満足に使えるものは
ないなどという認識が当時一般的であった．とこ
ろが私たちが 1990 年の初頭以来はじめた調査に
よって，各地の気象台に意外に多くの振り切れて
いない記録があることがわかってきた．そのよう
な記録のほとんどすべてが今村式 2 倍強震計によ
り観測されたものであった．ここからは，多くの
貴重な記録を残した今村式強震計と 70 年後にそ
れらを発掘した私たちの調査の経緯を紹介するこ
とにしよう．
　（ 2 ）　今村式 2 倍強震計記録
　今村式強震計は倍率 2 倍で，その名のとおり今
村明恒が 1911 年に考案したものである．今村は
翌年に中央気象台発行の「気象集誌」に「地震不
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図 3　写真アルバムにある関東地震の記録のトレース（武村，2003b）．Δは観測点の震央距離
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断観測の価値」と題して今村式強地震計の普及を
測候所に計るために行った講演の内容を残してい
る（今村，1912）．不断観測とは常時観測のこと
である．
　それによれば，在来の GME（Gray-Milne-Ewing）
普通地震計はトリガー式のために初期微動が正確
に測れないので震源を決定するのに困る．また大
森式地動計や大森式簡単微動計は性能の良い地震
計ではあるが「器械が甚

はなは

だ精巧なるが為
ため

に素人用
には不便であり，又故障が出来ても之

これ

を見付け出
す事が困難で職工でも居れば時々手を入れること
も出来ますが，平常手の足りない測候所では到底
十分に其

その

本能を発揮せしむることは出来ません．
又設備も仲々掛ります．」，さらに倍率が数十倍と
比較的高いので強震（震度 5）以上では大抵針が
外れ時には破損して記録ができない．そこで「故
障を除き，又観測し易く，又安価なる，簡易なも
のが出来はせぬかと考えて，今回の地震計を案出
しました．」と述べられている．
　関東地震に対する今村式 2 倍強震計による記録
として最も有名だったものは，今村自身が観測し
た東大本郷の地震学教室での記録である．この記
録は水平動 2 成分と上下動成分とからなり，その
うち強い揺れによって南北動成分と上下動成分は
P 波初動から約 10 秒後に針がドラムからはずれ
記録が欠落しているが，東西動成分は途中長時間
の飽和した状況が続いているものの連続した記録
が得られている．横田ほか（1989）は振り切れた
部分を修復し，さらに国立科学博物館に残る現物
を調査して，計器特性を検討している．
　一方，関東地震の地震計による観測記録で昔か
ら振り切れていないことで有名なものとしては，
仙台の東北帝国大学向山観象所で観測された今村
式 2 倍強震計による記録がある．水平動 2 成分か
らなる記録で，上下動成分はなくその代わり時間
を示す分マーク専用の記録が入っている．向山観
象所は 1912 年に設立され教授の日

く さ か べ

下部四郎太の
下で翌年より観測が開始された．日

く さ か べ

下部は雑誌
「現代」の大正 12 年 10 月号でこの記録に触れ，
「今回の歴史的大地震を斯

か

くの如く完全に画
えが

いた
ものは外に類は有るまいと信ずる．」と述べてい

る（日下部，1923）．言葉どおり完璧に揺れを記
録したもので，私が東北大学の学生だった時代，
向山観象所の後継である東北大学理学部付属青葉
山地震観測所（現在は東北大学大学院理学研究科
附属地震・噴火予知研究観測センター）の玄関に
額に入れて飾ってあったような記憶がある．
　では今村が設置をすすめた測候所での成績はど
うだったのだろうか．気象庁に残る古い大地震の
記録を系統的に整理した文献としては「験震時
報」にまとめられた「日本における大地震の記録」
がある（気象庁，1957）．この資料には対応して
同名の 5 巻のマイクロフィルムがあり，それぞれ
に記録紙（記象紙）の写真が収められている．こ
れらがまとめられたのは気象庁が中央気象台から
昇格した翌年の 1957 年 9 月で，初代気象庁長官
の和達清夫の下でのことであった．対象は 1923
年から 1956 年までに気象官署で観測された大地
震の記録紙である．その中で関東地震に対する振
り切れていない観測記録として，徳島測候所（現
在の徳島地方気象台）の水平動 2 成分の今村式 2
倍強震計による記録を見つけることができるが，
それ以外に関東地震に対する振り切れていない観
測記録は収録されていない．
　気象庁は現在，全国の気象台に残る地震記録を
すべてマイクロフィルムに納めているが，そのた
めの系統的な記録の整理事業が始まったのは
1990 年頃からで，それまでは測候所ごとに記録
が保管され整理は現地に任されていた．このため
記録の全貌は東京の本庁でもつかんでおらず，個
人がお目当ての記録を捜すことなど至難の業で
あった．そんな中で私と関東大震災との運命の出
会いが訪れたのである．
　（ 3 ）　岐阜測候所での出会い
　それは 1991 年の冬のことであった．きっかけ
は当時鳥取大学におられた野田　茂氏から気象庁
の古い記録紙のマイクロフィルムをお借りしたこ
とであった．マイクロフィルムは全部で 7 巻あり
そのうちの 5 巻は先に紹介した「日本における大
地震の記録」のもので，ほかに「永久保存の地震
記象紙 1923 年 9 月 1 日関東大地震」と「同 1933
年 3 月 3 日三陸沖の地震」という題の 2 巻があっ
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た．後年気象庁にも同じ 2 巻のマイクロフィルム
があることを知ったが，気象庁に保管されている
ものには記録紙ごとに縮尺を示すスケールが入っ
ているが，そのときみせていただいたものにはそ
れが入っていなかった．
　当時，私が勤めていた鹿島建設小堀研究室で借
りてきたマイクロフィルムをすべて印画紙に焼き
付けてみた．ほとんどの記録は振り切れたものば
かりで画像も悪く，観測された地震の名前はわか
るが，それだけでは地震計の型式はおろか時間の
特定すらむずかしいものばかりであった．そんな
中で「永久保存の地震記象紙 1923 年 9 月 1 日関
東大地震」の中に見つけたのが今村式 2 倍強震計
によると見られる岐阜測候所（現在の岐阜地方気
象台）での関東地震の記録であった．この記録が
あとで述べるように岐阜測候所の職員にも気づか
れずに眠っていた理由はわからないが，そのため
に「日本における大地震の記録」の編纂から漏れ
てしまったのだろう．この巻には山形測候所（現
在の山形地方気象台）の今村式 2 倍強震計記録も
掲載されていた．
　幸運にもマイクロフィルムで記録に出会ったも
のの，問題はスケールが抜けていたことと解像度
が悪く画像からはどうしても時刻（分）を刻むタ
イムマークを見つけることができなかった．そこ
で岐阜測候所に現物が保管されていないかを調べ
ようと決心した．その際にお世話になったのが当
時気象庁地震津波監視課長だった内池浩生氏で，
同氏は私の大学の先輩でもあり，その縁で岐阜地
方気象台に取り次いでいただいた．岐阜に出かけ
たのは 1992 年 12 月 15 日のことで，会社の同僚
で当時一緒に地震動の研究をしていた池浦友則君
も同行した．
　岐阜地方気象台では，当時岐阜大学教育学部に
おられた村松郁

いく

栄
えい

教授の教え子で気象台職員の大
沼啓

ひろ

人
ひと

氏がすでに関東地震の記録を探しておられ
た．ところがそんな記録は見かけたことがないと
のことであった．当時の岐阜地方気象台の観測室
には多くの記録紙が箱に入れて雑然と山積みに
なった状況だった．岐阜測候所は 1881 年に創立
された由緒ある観測所で，1891 年の濃尾地震の

揺れも GME 普通地震計で観測した実績がある．
また今村式 2 倍強震計による観測は 1915 年から
開始されていた．
　そんな歴史のある気象台の中で，大沼氏を頼り
に目的の記録を半日かけて探してみたが結局見つ
けることができなかった．そろそろ諦めて帰ろう
かと藤沢台長にお礼と御挨拶にうかがった後のこ
とだったと思う．大沼氏がふと別の心当たりを思
いついたのか，もう一度探してみますかと観測室
に降りていかれた．その後についていった私達は
大沼氏がある箱をとり出して開けた瞬間，"これ
だ！"と確信した．
　そこにはマイクロフィルムで見た本震の記録紙
があった．真っ黒な紙に思っていたよりもずっと
鮮明に関東地震による揺れが記録されていた．当
時の地震記録は煤を一様に塗った紙を木製のドラ
ムに巻き付け，振り子に連動したペンで引っ掻い
て揺れを記録するという煤書き記録が一般的で
あった．記録が終わると紙をドラムからはずし煤
が乱されないようにニスを塗って定着させる．記
録の鮮明度は紙に煤を塗る作業や定着の作業に大
きく関わる．目の前にある記録は相当に高い技術
をうかがわせる鮮明なものであった．
　箱からはさらに連続して 4 枚，次々に起こる余
震を 9 月 3 日の朝 9 時頃まで記録した記録紙がみ
つかった．あのときの興奮は今でも鮮やかによみ
がえってくる．さっそくコピーを取らせてもらお

図 4　 岐阜測候所における関東地震の記録と観測に
用いられた今村式 2 倍強震計（武村，2009）
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うと記録紙の箱を抱えて許可を得るためにふたた
び台長室に戻った．そのときの藤沢台長の驚きは
相当なもので，目を丸くして記録紙を見られ「こ
んなすごい記録があったなんてまったく知らな
かった．私にも一枚コピーをください．」と興奮
気味におっしゃったように記憶している．夕日が
差し込む気象台の部屋で，今観測されたばかりか
と思えるほど鮮明な記録のコピーを一枚一枚取ら
せていただいたときのことは，今でも忘れられな
い思い出である．もちろんタイムマークも上下動
成分の中にはっきりと確認できた．
　その夜は岐阜市内で，村松教授と翌日同行を約
束していた東京大学地震研究所の工藤一嘉氏が，
われわれのためにお祝いの宴を開いてくれた．今
村式 2 倍強震計は 1952 年まで現役として稼働し，
その後は岐阜県立博物館に移管されていた．この
ため翌日の 12 月 16 日に工藤氏とともに地震計の
調査を行うことになっていたのである．図 4 は本
震の記録と岐阜県立博物館での今村式 2 倍強震計
の写真である．
　（ 4 ）　岐阜の記録からわかったこと
　私は，まずこれらの記録を用いて本震直後の余
震活動を明らかにしようとした．この場合，一観
測点の記録であるため観測原簿類に比べてデータ
数ははるかに少ないが，データが均質であるこ
と，本震直後から正確に余震活動をながめること
ができること等利点も大きい．また波形の性質も
考慮して震源の推定ができる利点もある．また地
震計についても水平動の固有周期は 4.5 秒，減哀
定数は 17％であること，これに対して上下動は
固有周期 1 秒，減衰定数 5％とかなり短周期であ
ることもわかった．
　上下動に注目すると，9 月 1 日の 11 時 58 分頃
に発生したとされる本震（第一震）の直後に 2 つ
の余震（第二震と第三震）が見える．比較的長周
期成分を記録している水平動では，本震の後続波
に隠れて見えないが，上下動では 2 つの余震の最
大振幅値を読み取ることができた．12 時 01 分頃
と 12 時 03 分頃に発生した余震である．最大振幅
値からマグニチュード M は 7.2 および 7.3 と推定
された．今までに存在が明らかになっている記録

のうちで，これら本震直後の余震を正確にとらえ
たものは岐阜測候所のこの記録しかない．関東地
震の本震直後に大きな余震が発生したらしいとい
うことは，以前から言われていたが，マグニ
チュードまで評価できたのは，これが初めてで
あった．
　図 5 は岐阜測候所の今村式 2 倍強震計記録から
験測できる本震発生後 2 日間に起こった余震を時
間軸上にプロットしたものである．日本周辺で発
生したマグニチュード M 8 クラスの巨大地震の
場合と比較すると，関東地震は他に比べて M 6 以
上の余震の数が非常に多く，16 回にものぼるこ
とがわかる．このうち M 7 以上の余震は 5 回，翌
年に発生した丹沢の余震を加えると，M 7 以上の
余震は実に 6 回にもなる．一方，浜田ほか（2001）
は気象台に残る原簿類や本郷に残された観測メモ
等を整理し，関東地震後半年間に発生した余震約

図 5　 M8 クラスの地震の本震直後 2 日間の余震活動
の比較（武村，2003b）
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400 個の震源の決定を試みているが，本震発生直
後の M 6 クラスの地震のいくつかはデータの混
乱で震源決定ができなかったと述べている．
　図 6 は岐阜の記録に後で述べる各地の記録や体
験談などの資料を総動員して M 7 以上の 6 つの
余震の推定震源位置とマグニチュードをまとめた
ものである（武村，2003b）．図には浜田（1987）
による本震の震源位置や Wald and Somerville

（1995）により求められた本震のアスペリティの
位置も示されている．
　最後に岐阜測候所における今村式 2 倍強震計の
調査の際についでにわかったことなどを 2，3 付
け加えておく．岐阜県立博物館で調査した今村式
強震計の台座には製造者のプレートが貼られてい
た．プレートには「日本・東京，浅草区七軒町弐
番地　教育品製造合資会社」と書かれていた．こ
れは今村明恒が考案した地震計が販売されていた
証拠である．今村（1912）の中で「安価となる事
にも苦心致しましたが是で百五十円位だ相

そう

であり
ます．」と述べている．現在の価格で 50～100 万
円くらいかと思われる．
　また，教育品製造合資会社は調査当時地震計の
トップメーカーの 1 つであった（株）明石製作所
の前身であることもわかった．明石製作所の設立

者は明石和
かず

衛
え

で，1913 年に東京帝国大学工学部
機械工学科を恩賜の銀時計をもって卒業し，教授
から大学院での研究生活を進められたが，自ら実
社会に出て 1916 年に小工場を経営することに
なった（蓮沼，1979）．この小工場こそが明石が
親戚などの出資によって浅草七軒町にあった教育
品製造会社を工場，従業員ともに肩代わりして買
い取った会社である．岐阜測候所での今村式 2 倍
強震計による観測開始はその前年ということで辻
褄が合う．自社製の地震計が歴史的な大地震の記
録を逃すことなく観測したとして，岐阜測候所に
おける記録の発見は当時の明石製作所の関係者に
もたいへん喜ばれた．
　もう 1 つ思い出されるのは，今村式 2 倍強震計
の計器特性など地震計のことをおうかがいしたい
とすでに気象庁 OB だった浜松音蔵氏の家を訪ね
たときのことである．その際浜松氏が古い地震計
の写真など多くのコレクションをお持ちだという
ことを知った．岐阜測候所の今村式強震計は異例
で，ほとんどの古い地震計は使用済みになると廃
棄され，写真や設計図なども散逸してしまうのが
通例である．幸い気象庁の浜田氏にお話したとこ
ろ，浜松氏のコレクションと自らの調査結果をま
とめて「地震計の写真に見る中央気象台・気象庁
の地震観測の歴史」という題名で CD-ROM の資
料にまとめられた（浜田，2004）．図 7 は浜松氏
のコレクションの中にあった今村式 2 倍強震計が
活躍していたころの岐阜測候所の観測室の写真は

図 6　 関東地震本震の震源断層で大きく滑った部分と
M 7 以上の 6 大余震の震源位置（武村，2003b）．
大きく滑った部分はWald and Somerville（1995），
本震の震央は浜田（1987）による

図 7　 今村式 2 倍強震計による観測が行われてい
たころの岐阜測候所の地震計室（浜松音蔵
氏蔵に加筆）
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がきである．
　なお，1995 年 6 月 15 日の毎日新聞夕刊の一面
トップで，「関東大震災　岐阜の地震計記録」「5
分内に M 7 余震 2 回」と報じられた．これには，
気象庁の関係者も含めて驚いた．その後ろの記事
には当時世間を騒がせていた麻原彰晃の顔写真が
あった．
　（ 5 ）　その後の調査
　岐阜測候所の記録に続いて仙台の向山観象所の
記録の調査を工藤氏らと共同で行った．一方，先
に紹介した気象庁地震津波監視課の倉庫にあった
写真アルバムには新潟県の高田測候所の今村式 2
倍強震計の記録が写っていた．写真が不鮮明でそ
の時点ではっきりとは結論できなかったが，記録
は水平動 2 成分と上下動成分で，上下動は確実に
振り切れず水平動は一部飽和しているようでもあ
るがほぼ完全な記録が得られているようであった．
　そこで現物を調査するために，1994 年 5 月 17
日と 18 日に高田測候所を訪れた．水平動 2 成分
は予想どおりわずかに振り切れていたが，上下動
成分は完全な記録が得られていた．記録紙は岐阜
測候所とは対照的に全体に茶色っぽく，肉眼で
やっと記録が確認できる程度であった．高田測候
所の歴史を見て驚いたことには，今村式 2 倍強震
計による地震観測の開始が何と大正 12 年 9 月 1
日であったことである．観測が始まるや関東地震
の揺れが記録されたのである．さぞや当時の職員
も驚いたに違いない．高田測候所は 1921 年 12 月
27 日創立である．このように歴史のある高田測
候所も 2007 年 10 月 1 日をもって効率化を理由に
無人化され廃止されてしまった．地元上越市はも
とより周辺自治体や市議会からも存続要望書が出
された．地域に気象情報や地震情報などを伝える
拠点として長年親しまれてきただけに残念でなら
ない．
　余談ではあるが，岐阜大学の村松教授は長年関
東大震災の振り切れていない記録を探されていた
が，お生まれは高田で，皮肉にもお膝元の岐阜だ
けでなく，生まれ故郷にあった高田測候所でもわ
れわれが当該記録を見つけてしまった．
　この他に，山形地方気象台へは 1995 年に調査

に訪れた．また本震の記録が大正 12 年の長崎測
候所発行の年報に掲載されているというので，
1997 年には長崎海洋気象台を訪れた．山形測候
所の記録は現存し，水平動 2 成分の今村式 2 倍強
地震計のうち南北動は途中記録が途切れている
が，東西動は完全な記録が得られていることがわ
かった．一方，長崎海洋気象台には本震の記録紙
はすでになくなっていたが，長崎測候所が発行し
た「大正十二年長崎地震年報」に，たしかに今村
式 2 倍強震計の本震記録のコピーを見つけること
ができた．「大正十二年長崎地震年報」を見ると，
破壊的大地震という表題で関東地震が取り扱われ
ている．また「無感なりしも本所据

すえ

付の器機観測
の成績に據

よ

れば，発震時は九月一日午后零時零分
三十秒にして，其

その

後二分三秒にして主要動に入る
や大森式微動計（百二十倍）同地動計（二十倍）
にありては倍率の関係上「スケールアウト」した
り，依

よ

って今村式強震計（二倍）の記録を以
もっ

て補
足調査せしに，初動の方向は南八十二度西に向
い，初期微動継続時間二分三秒にして九百三十粁

（キロメートル）となり小田原付近に相当し，…」
　当時は初動の向きと初期微動継続時間を計測
し，測候所ごとに震源位置が推定されていたこと
がわかる．ここでは小田原付近と推定したようで
ある．また他の地震計が振り切れてしまって使い
ものにならず，震源の決定に今村式 2 倍強震計の
記録を用いたということで，今村式はあくまで大
森式の補助として使われていたこともわかる．
　最終的には，岐阜，仙台，高田，山形，長崎に
加え，本震の記録はないが最大余震の観測記録が
残っていた秋田測候所の合計 6 地点の本震および
余震の記録を調査し，コンピュータでの計算に使
えるようにデジタル化した．
　本震の他にデジタル化の対象にできた余震は 9
つあり，いずれもマグニチュード M は 6 以上で，
中には 1923 年 9 月 2 日の 11 時 46 分に房総半島
の勝浦沖で発生した最大余震（M=7.6），同 18 時
26 分に九十九里沿岸で発生した余震（M=7.1），
1924 年 1 月 15 日 5 時 50 分に神奈川県西部で発
生した丹沢地震（M=7.3）など，単独で発生して
も大きな被害が生じる可能性がある M 7 級の余



関東大震災の遺産：30 年間の研究を支えたもの── 13

震が 3 つ含まれている．このうち丹沢地震は発生
時期が本震から約半年後で，本震との被害が区別
できることから，死者 19 名，重軽傷者 639 名と
いう被害が記録されている（宇佐美ほか，2013）．
　また，9 月 2 日の 18 時 26 分の地震（M=7.1） 
は，1987 年 12 月 17 日に千葉県東方沖で発生し
た M=6.7 の地震と，岐阜，仙台，高田，秋田で
観測記録を比べると，振幅は多少大きいが波形が
たいへんよく似ていることがわかった．震源位置
が同じで起こり方が同じ地震は同一観測地点で見
ると波形がよく似ていることから，1987 年の地
震とほぼ同様の地震が，関東地震の本震に誘発さ
れるかたちで発生したものと思われる．ちなみに
1987 年の地震では千葉県東部を中心に死者 2 名，
重軽傷者 123 名を出す被害が出ている（宇佐美ほ
か，2013）．同じ 9 月 2 日に発生した勝浦沖の最
大余震は 1703 年の元禄地震との関連で注目され
る地震である．
　以上の調査のすべてにおいて気象庁の職員の
方々にたいへんお世話になった．1990 年代も後
半になるとマイクロフィルム化の事業も進み，そ
れに伴って地方気象台や測候所の記録の整理も進
んだために，事前に本庁から地方の気象台へ記録
紙の有り無しを問い合わせてもらうことも可能に
なった．たとえば，関東地震の発生時に今村式 2
倍強震計が設置されていたことがわかり，記録の
存在が期待された長崎県対馬の厳

いず

原
はら

測候所の場合
には，該当する日付の今村式の記録で判別できる
ものがないとの情報を事前に得ることができた．
2．4　揺れに関する体験談
　（ 1 ）　本震の揺れ
　関東地震による各地の強震動の時間的推移を検
討するためには，体験談も有力な資料である．私
は東京，神奈川，千葉，山梨，静岡，埼玉の主に
県立図書館の郷土資料室の資料から南関東地域一
円の体験談約 3,000 にあたり，そのうち地震時の
揺れの様子が詳しく書かれた 548 を収集整理し，
揺れに関する記述をそれぞれ時間順に箇条書きで
整理した．そのうち，藤沢，小田原，館山は，い
ずれも震度 7 の強震動に見舞われた地域であり，
それぞれの地域の揺れの特徴を体験談からまとめ

ることができた．
　たとえば，神奈川県藤沢市の藤沢小学校には地
震直後に書かれた教師の体験談が残っている．体
験談の内容は一般に曖昧さが避けられないが，こ
こでは約 30 名の教師が同じ学校内で地震を体験
しており，複数の体験談から共通点を探すことに
よって曖昧さを減らすことができる．また地震直
後で書いた人が一般人に比べ文章表現能力が勝る
と思われる教師であるという利点も見逃せない．
これらの体験談から，本震の揺れが始まってから
の様子を大きく以下の 5 段階に分けることができ
た．
　① 初期震動はじまり
　② 強烈地震動襲来
　③ 校舎到壊
　④ 本震震動終了
　⑤ 直後の余震
　すべての体験談に 5 段階に対応する記述がある
わけではないが，② の強烈な地震動に至るまで
に多少時間をかけた緩い揺れがあったことがわ
かった．また ② の強烈な揺れになったときに強
い上下動が襲ってきたとの記載もある．このよう
な特徴は藤沢だけでなく三浦半島周辺での体験談
に共通したものである．
　さらにその次の ③ の段階では，校舎が倒壊す
る．その後震動は静まり，やがて ④ 本震震動終
了に至る．S 波，P 波の走時計算を試みると，揺
れを感じ始めてしばらくしてから起こり校舎を倒
壊させた強烈な地震動は，先に指摘した三浦半島
付近の第二イベントによる S 波であろうと解釈
できる（図 6）．あわせてその前にある上下動は
同じ第二イベントによる P 波の影響ではないか
とも思われる．
　比較のために小田原付近での体験談を調べる
と，これらの体験談では，第一イベントの影響を
まず受けるため，突然に強い揺れが襲ってきた様
子が良くわかる．このように突然襲った強い揺れ
には，強い上下動が含まれていたことも指摘でき
る．
　一方，第一，第二イベントからやや離れ，破壊
の進行方向にある館山では，走時計算によれば，
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P 波を中心とした初期微動が数秒続き，第一イベ
ントと第二イベントによる S 波がそれほど時間
を置かずに到達する．体験談でも，初期にやや弱
い震動を一定時間感じている．ちなみに「国府村
震災誌」は初期微動の時間は数秒であると指摘し
ている．またある体験談では最初の震動で飛び出
し家に戻り再度飛び出しており，このことも初期
のやや弱い震動が一定時間続いたことをうかがわ
せる．このような揺れの特徴は小田原付近と大き
く異なっている．
　以上のように体験談からわかる震源域での揺れ
の時間的推移は場所によってかなり異なってい
る．これは関東地震の断層面が南関東地域の直下
に大きく広がり，断層破壊が強震動の特性に与え
る影響が，地点ごとに異なるためであると考えら
れる．
　（ 2 ）　余 震 活 動
　体験談は，余震活動についてさらに重要な情報
を与えてくれた．余震活動に関して興味深い情報
を与える日記が残されている．日記を残したのは
富士浅間神社の主

さ か ん

典を勤めた河合清方という人
で，現在の静岡県富士宮市東町（旧大宮町）の自
宅で地震に遭遇した．たいへん筆まめな人で正確
で几帳面な内容をもつ日記を書き続けていた．こ
うした日記の第 17 輯に「大地震の記」があり，
地震発生当日の 9 月 1 日から 12 月 31 日までの記
録が残されている．本震発生直後 3 日間はあまり
の余震の多さに，余震ごとの記載ができなかった
ようで，9 月 1 日は「5 分，10 分毎に動揺し，震
動数十回」，2 日は「夜来大小の震動連続し自他
の人々手に職を執るものなく」，3 日は「前夜来
震動十数回．時には飛び出さんかと思わるもの数
回あり」などと書かれているが，4 日目以降は揺
れごとに記述がある．はじめて揺れを感じなかっ
た日は 9 月 21 日のことであることもわかる．時
刻をもとに浜田ほか（2001）が再決定した余震リ
ストと比較すると，大宮町に影響が強いと思える
山梨県，神奈川県，東京府ならびに相模湾で発生
したとみられるマグニチュード M 5 以上の余震
のほとんどすべてが記載されている．この情報を
浜田氏に提供したところ，自らの震源決定が抜け

なく精度よく行われていることの証でもあると喜
んでいただいた．
　一方，体験談は本震直後の余震の震源を明らか
にする上でも非常に役立った．先に指摘したよう
に本震発生後約 3 分と約 4.5 分にマグニチュード
7.2 と 7.3 の大きな余震が立て続けに発生してい
る．もちろんこれらの余震に対する強震記録はな
く，震源位置を決めるための地震学的データも岐
阜測候所の上下動記録しかない．
　そこで体験談を整理すると，東京では，本震を
含め 3 回強い揺れを感じたとか，2 回強い揺れを
感じたとかいう体験談が多数残されていることが
わかった．そのうち 3 回揺れたという体験談を見
るといずれの体験談も本震の揺れ（第一震）とそ
れに引き続き起こった 2 度の強い揺れ（第二震と
第三震）とが完全に区別されている．強さについ
ては 2 度目の揺れの強さを 1 度目にも勝るとする
ものが多く，一方で案外早くおさまったと継続時
間が 1 度目に比べて短かったことをうかがわせる
記述も残されている．また，揺れの最中に立って
いられたかどうかを調べると，調査したほとんど
すべての体験談では立っていられない状況だった
と述べられ，中央気象台が関東地震の際の東京で
の揺れを震度 6 と評価しているのと整合する．第
一震の揺れがそれを上回ることはないので震度 6
と仮定すれば，体験談から推定される第二震の揺
れの強さはそれと同程度，つまり震度 6 であった
と考えられる．
　岐阜側候所の記録の解析と以上のような検討を
踏まえて 3 分後の余震の震央は東京に近い，東京
湾北部であると推定できた（武村，1999）．この
結果の妥当性は最近震度インバージョン法を図 1
の震度分布のデータに適用し，求められた短周期
発生域の位置からも証明されている（神田・加
藤，2019）．このことは同時に図 1 の震度分布が
3 分後の余震と 4.5 分後の余震の影響を受けたも
のであることも示している．

3． 資料を残す

　以上のように，私の 2005 年ころまで，つまり
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地震学・地震工学的研究の第 3 期における活動の
すべては震災直後に蓄積された資料に支えられた
ものであった．震災直後の人々がここまで関東大
震災に関する資料を残そうとしたのはなぜなの
か．後半では，まずはその点から考えてみたい．
3．1　震災予防調査会報告 100 号の序
　「自分は其

その

事務に携わることの光栄を有して居
るが為めに，上梓前に各委員から提出せられた原
稿を閲覧することが出来，万感を禁ずることが出
来なかった．特に自分が感激に堪えなかったのは
夫の物資欠乏の際，斯

さ

程
ほど

までに徹底した調査を能
く強行せられたことである．惟

おも

うに各委員は印刷
費の窮乏を察せられて，今回の報告は事実の忠実
な蒐輯に重きを措かれ，論議推究の割愛せられた
所も多いことであろうが，それでも其

その

材料は予定
の三倍以上にも達したので，事務員としては此点
につき愉快と感謝との念が湧出すると同時に一種
の苦痛を感ずる次第であった．然しながら其

その

内容
の重大な独創的価値を顧みるとき，此等の報告は
一言半句も削減することなく，如何なる困難を侵
しても完璧として出版しなくてはならぬと固く決
心した次第である．斯

か

くして本報告第百号は吾人
が後世子孫に遺すに足るべき唯一の大震火災誌で
有り得ると思うのである．」
　これは，震災予防調査会報告 100 号甲の冒頭，
大森房吉亡きあとに，震災予防調査会会長となっ
た今村明恒の「発刊の辞」の一部である．
　100 号の出版は，1925 年 3 月 31 日に甲，乙，
戊の 3 冊がまとまったが，前年度以降国からの予
算削減の動きがあり，その後，震災予防調査会が
1925 年 11 月に廃止，「震災予防調査会報告」の
出版は震災予防評議会に引き継がれ，いっそうの
予算削減が行われた．震災予防評議会に割り当て
られた印刷費では到底 100 号報告の出版を完了で
きないということで，今村は幹事名で内務省社会
局長官に掛け合って協力を得た．つまり 100 号報
告が復興事業に有益な材料を与えることを強調し
て，丙上下（建築編）と丁（土木編）の買い取り
を要請したのである．また一説には，自ら東奔西
走して篤志家に寄付を仰いだとも言われている

（武村，2012a）．苦労の末，1926 年 10 月 13 日に

なってやっと残り 3 冊の出版が完了した．
　このように，先人が苦労して残してくれた資料
をわれわれは大切に保管し活用しているのだろう
か．私は 2003 年に初めて単著で関東大震災につ
いての著作を書いた（武村，2003b）．その最終
章で，岐阜地方気象台に残されていた記録など，
昔の地震計で記録した煤書きで真っ黒な記録紙を
取り上げて次のように述べている．「専門家でさ
えあんな古くて解像度の悪い記録は，使い難く役
に立たないと思う人がいるらしい．また，被害に
関するデータは地震当時の日本人の生活様式な
ど，複雑な要素とも関連し，簡単には解析できな
いと思う人も多い．全くもっともな事である．し
かしながら，そのような意見を持つ人は，常に現
在の自分達の能力を基準にもの事を考えている．
つまり，自分達の能力が足りないことを棚に上げ
て，データを見ていることにはならないだろう
か．」さらに「これら過去の記録の価値は，記録
が取られた時が最低で，その後の学問や技術の進
歩によって，価値がどんどん上がってゆくという
視点が，日本では，学者も含め国民全体に欠けて
いるように思われる．地震国日本であれば，"地
震博物館"を創り，地震関連のデータを系統的に
整理保管し，国や地方自治体が進める地震危険度
マップ作成など要請があれば，すぐに活用できる
ような体制づくりを一刻も早く始める必要があ
る．」とも述べている．私が関東大震災について
の研究の前半の 15 年を終えて，最も感じたこと
はこの点であった．
3．2　手記や体験談
　以上のようなことも頭におきつつ，私は残され
た資料を発掘してそれを解析し新しいことを発見
していこうという研究の方向性を多少修正して，
残されたものを調査し，再整理して後世に資料と
して残したいと思うようになった．そこでまず目
に付いたのは，手記や体験談だった．
　2005 年に 2 冊目の単著である「手記で読む関
東大震災」（武村，2005）のまえがきに次のよう
に記した．「震災の体験談は震災を経験していな
いものにとって心打たれる部分はあっても，情緒
的で，特に昔のこととなると，生活様式や時代背
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景が異なり，容易に理解しがたいこともある．科
学的な研究の成果は，理性的で納得はできても心
打たれることはめったに無く実感も湧かないこと
と対照的である．震災が時代を超えて伝えられる
ためには両者が有機的に結びついて語られなけれ
ばならないのではなかろうか．そんな思いから本
書を企画した．」さらに続けて「本書の構成は二
部構成である．第一部では，まず現在わかってい
る関東大震災のことを解説する．その中には，当
然，後で取り上げる手記や日記の筆者の紹介やそ
の中に語られた現象や彼らを取り巻く社会的環境
など，書かれた内容を理解するために必要な事項
が含まれる．そしていよいよ第二部で，手記や日
記など生々しい体験談を紹介する．」
　本書で対象としたのは 3 人の方の手記であっ
た．一人目は私が今まで目にしたものの中で最も
感動した松本ノブさんの手記である．彼女は東京
の本所において親子 4 人で幸せに暮していた魚屋
の若いおかみさんである．突然の地震で夫を亡く
し，幼子 2 人を連れて業火の中を逃げ惑う様子，
さらに震災後の辛かった思いや，その中で巡り
合った人々の心の温かさが，せつせつと手記「大
正大震災遭難之記」で語られている．まさに震災
の渦中にいた人の記録である．なお，この手記は
震災 100 年を機に（公財）東京防災救急協会の企
画で，筆者が監修して映画化された．
　次は河井清方氏である．先にも紹介したが静岡
県富士郡大宮町，現在の富士宮市に暮していた言
わば街の御隠居さんの日記である．東京方面にい
る肉親の安否を気遣いながらも冷静な眼差しで，
震災地から伝えられてくる情報やどこからともな
く沸き起こるデマ，さらには日々の余震の様子な
どを克明に日記に書き記している．題して「大地
震の記」である．
　そして，最後は地震学者の今村明恒である．こ
の日記は科学知識普及会，現在の（公財）日本科
学協会の会誌「科学知識」の大正 12 年 10 月号と
11 月号に「大地震調査日記」ならびに「大地震
調査日記」（続）として掲載されたものである．
　震災当時，地震学の第一人者であった大森房吉
が病に倒れ地震の 2 カ月後に亡くなってしまう．

そんな中で，大森の下で長年確執を抱えながら研
究を続けてきた今村明恒にトップの座が急に回っ
てきた．日記からは，責任の重さを痛感しながら
精力的に活動する今村の姿がよくわかる．また，
当時の地震学の最先端にあった今村の考えも記述
され，科学史的にもたいへん興味深い資料である．
　今村は，日記の中で関東大震災の被災者の様子
に触れ次のように述べている．「かかる世界 開

かいびゃく

闢
未曾有の大震災に遭遇しても，わが東京市民いな
帝国臣民は老幼男女いささかも秩序をみだすこと
なく，沈着にこれをしのいだ．自分は実際今日ま
で喪

そう

神
しん

し或いは号泣した人を見ないばかりか，罹
災者は何づれも平日以上に緊張している様に見受
ける．」現在にも通じる大変興味深い記述である．
　「手記で読む関東大震災」以降，2008 年には，

「天災日記」と題して，私が務めていた鹿島建設
（株）に残された当時の鹿島組の副社長であった
鹿島龍藏の同名の日記を同じような形式で世に出
した（武村，2008）．
　その間，2006 年 5 月に「手記で読む関東大震災」
をご覧になった日高ていさんというご婦人から自
らの震災体験を話したいという連絡をいただい
た．震災当時 20 歳で，連絡をいただいたときは
すでに 102 歳になられていたご婦人であった．一
人暮らしで，目黒の自宅を尋ねた際には 4 時間近
くも震災時のお話をうかがった．お話の内容はそ
の際にいただいた手記とともに武村（2009）に掲
載している．その後 2015 年 11 月に 111 歳でお亡
くなりになるまで 9 年間もお付き合いさせていた
だいた．私が最も感銘を受けたのは，111 年間ど
こまでも凜とした態度で誠実に生きてこられたて
いさんの人となりであった．
　これ以外にも，関東大震災にかぎらず，多くの
体験談を聞いたり，読んだりしてきた経験からわ
かったことは，人の記憶は時間が経つと変質する
ということ．その方が人に話せば話すほど変質す
るということである．私も講演活動をしているか
ら経験があるが，話してみて，聞き手がよく反応
してくれる部分はどうしても次回は強調したくな
り，そうでない部分はしだいに萎んでゆく．また
外部からの情報も記憶を変質させる要因ともな



関東大震災の遺産：30 年間の研究を支えたもの── 17

る．世の中には「語り部」と称する体験者がおら
れるが，できるだけ早いうちに記憶を文章にして
書き残し，記憶の変質を防いでいただきたいと思
う．また，体験談をはじめておうかがいすると，
普通はすぐには理解できない．体験された状況を
合理的，客観的に知ってこそ後世の人々の心に響
く体験談になる．私は著書を通して，話の「裏を
取る」ことも含め，その部分は自ら補って体験談
を紹介するように心がけてきた．これはけっして
体験談を自己流に解釈するという意味ではない．
人間は私も含め自分が経験したことのない話を聞
いても，合理的で客観性のある周辺状況をまず理
解しないかぎり，なかなか頭に入らないのであ
る．この点は災害体験の伝承を進めておられる方
にぜひお願いしたいと思う点である．
3．3　各地に残る慰霊碑，記念碑，遺稿
　（ 1 ）　神 奈 川 県
　次に私が取り組んだのは，世の中に無数に存在
する慰霊碑，記念碑，遺構などの調査である．震
災に関する文書などは公文書館や図書館や資料館
で保管されているが，巷に佇むこれらの関連物を
系統的に調査されたものは少なく，また調査され
ているものでも，そこに書かれた碑文などが完全
に記録されている例は少ない．このままでは朽ち
果てるのを待つだけになりはしないか．私が残す
べき資料はこれだと思った．
　最初に調査したのは神奈川県平塚市に残る関東
大震災の慰霊碑で，2010 年のことである（武村・
篠原，2010）．地元のひらつか防災まちづくりの
会の篠原憲一氏にお手伝い願って実現した．
　その後，私は 2012 年の 3 月に今まで勤めてい
た鹿島建設（株）ならびに（株）小堀鐸二研究所を
退職し，4 月から名古屋大学減災連携研究セン
ターに移り，より研究に打ち込める環境になって
いた．それを機に，関東地震の震源直上に位置す
る神奈川県全域（静岡県東伊豆地域を含む）の徹
底調査をすることにした．調査は 2012 年から 4
年にわたり，結果として県内 455 カ所で 634 件を
対象とした．石碑については極力全文を記録する
よう心がけた．調査結果は武村ほか（2013～2015）
の 3 冊，全 458 ページの資料集としてまとめた．

　それらの内容を単行本としてまとめたのが武村
（2017）である．冒頭，「本書の試みは，関東大震
災復興 100 年の歴史を住民目線で明らかにしよう
とするものである．」と書いた．関東大震災の復
興といえば当時の東京市と横浜市を対象として主
に国と市ですすめられた帝都復興事業が取り上げ
られることが多いが，ではそれ以外の地方（多く
が農村部）はどのようにして復興したのか．震源
直上の神奈川県では住家全潰率が 100% に達する
村もあり，土砂崩れも多数発生して農地は壊滅状
態であった．住民の復興に対する公的支援として
は，皇室からの御下賜金以外に目立ったものがな
かった当時，どのようにして住民は農地を復興で
きたのか．その答えは震災関連の「耕地整理」の
碑にあった．私は調査の途中から路傍に立つ「耕
地整理」の碑が非常に多いことに気づき，他の碑
同様に片っ端から，碑文を記録した．図 8 はその
うちの三碑で，いずれも山間や農村の道端に人知
れず立っているものである．
　その結果わかったことは，神奈川県では，県の
農務課長であった草柳正治の指示の下で，被災し
た村々に耕地整理組合の設立を促し，耕地整理法
を準用して公的支援を行い農地の復興を成し遂げ
たということである．耕地整理法は農地の生産性
向上のために 1899 年に制定された法律で，農地
の所有者が交換分合などにより，分散所有地の集
団化，一枚一枚の田畑の区画の正形化や広域化，
さらには道路の直線化等を進めるためのもので
あったが，関東大震災のころには灌漑・排水事業
や開墾に伴う道路堤塘の整備などにも適用範囲が

図 8　 道端に立つ震災復興時の耕地整理完成記念
碑（武村ほか，2013～2015 より作成）
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拡大されていた．
　調査の結果，通常の耕地整理組合の場合を平均
すると，総工費は 5 万から 13 万円（現在の貨幣
価値で推定約 3 億から 7 億円）程度で，耕地整理
法に基づく公的な補助（県補助金，開墾助成，低
利融資等）の率は平均で 50％程度，地主一戸当
りの負担額は，500 から 900 円（250 万から 450
万円）となることがわかった．補助を受けたと
言っても農民の負担額はかなりのものである．こ
の他に神社や寺院の復興碑から同じ住民が神社で
は氏子として平均で 20 から 60 円（10 万から 30
万円），寺院では檀信徒として平均で 40 から 120
円（20 万円から 60 万円）の負担を強いられてい
たこともわかった．
　（ 2 ）　愛知県など非被災地
　先に述べたように，私は 2012 年の 4 月から名
古屋で生活をはじめた．暮らしはじめてすぐのこ
と，意外な事実を知った．名古屋市千種区の日

にっ

泰
たい

寺に関東大震災の供養堂と慰霊碑があるというの
である．なぜ，被害がほとんど出ていない名古屋
市に慰霊施設があるのだろうか．
　調査の結果，関東大震災で被害を受けた首都圏
からの震災直後の避難者は，100 万人に達し，2
カ月余りあとの調査でも全国に約 77 万人が被災
地を離れて避難民として他の地域へ移動していた

（武村，2018）．愛知県でも同じ時期，2 万 3 千人
の避難者がいたことがわかる．日泰寺の供養堂ま
えの由来碑にも，「毎日名駅頭に派し流浪せる避
難民を収容宿泊せしめ救済に務めたり」と書かれ
ている．調査の結果，日泰寺には供養堂の他に慰
霊碑が 2 基，さらに名古屋市東区の照遠寺にも慰
霊碑が 1 基あることがわかった．さらに調べたと
ころ，長野市の善光寺，兵庫県加古川市の安楽寺，
同県西宮市の神

かん

呪
のう

寺にもあることがわかり，現地
調査を試みた．建立の経緯の詳細は細部では異
なっているが，多くは被災者に対し，全国各地で
温かい眼差しが向けられていた証であることがわ
かる．
　さらに，私は名古屋から私鉄で約 30 分の愛知
県犬山市にある博物館明治村で思わぬものを見つ
けた．妻が自宅のある東京から訪れた際のことで
ある．村内で見覚えのある橋を見つけたのであ
る．その名は「新大橋」．関東大震災で火災のた
めに多くの犠牲者を出した隅田川に架かる橋のう
ち，焼失地域の中で唯一火災を免れ，1 万人あま
りの人々の命を救ったとされる橋である．人呼ん
で「人助け橋」，新大橋は 1977 年に新しい橋に架
け替えられ，現在の橋の主塔に旧橋のレリーフが
ある．「人助け橋」の姿を偲ぶにはそれ以外ない
と思っていた私にとって，橋の実物が存在するこ

図 9　明治以降の郊外各区への移転寺院数の経年変化（武村，2023）
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と自体，夢のような出来事であった．
　それがきっかけとなって村民登録をし，明治村
を隈なく歩いてこの目で確かめた結果，村内の建
造物のうちの三分の一以上が関東大震災をくぐり
抜けていたことがわかった．同時に，それらの建
造物に震災体験を語らせたいという思いが募り周
辺の資料を調べ，2018 年に上記の供養堂や慰霊
碑の資料とともに著書としてまとめた．
　（ 3 ）　東京都 23 区
　死者数でも経済的被害でも最大の被災地は当時
の東京市である．東京市 15 区内での慰霊碑，記
念碑，遺構などの調査は名古屋大学に転職する前
から暇を見つけては調査し，2012 年に著書とし
てまとめていたが，肝心の資料集をまとめておら
ず，ずっと気になっていた（武村，2012b）．神
奈川県の調査が終了した後の 2017 年ころから震
災 100 周年を目指して都内の徹底調査を行おうと
計画し，こちらも 4 年にわたり行い，2021 年ま
でに調査結果を 3 冊，全 608 ページの資料集とし
てまとめた（武村，2019～2021）．
　神奈川県の場合と同様に，慰霊碑，記念碑，遺
構を調査したが，特に，帝都復興事業で作られ，
今も現役で活躍する道路，橋梁，公園，学校など
すべてを調査した．その結果，現在の東京都中心
部の都市基盤は今でも帝都復興事業の遺産によっ
て支えられていることがわかった．さらに帝都復
興事業で当時の東京市 15 区（主に現在の都心 8
区）から，郊外（郊外 15 区）へ移転した寺院の
全数調査も行った．調査にあたっては，明治以降
に移転した寺院も含めてまずは文献調査によって
移転の経緯，時期，所在地などを特定した．その
結果，震災前の市区改正などによるものは 124，
震災後の帝都復興事業の区画整理などによるもの
は 181 寺院に達することがわかった．図 9 は移転
寺院数の変化である．明治 36 年からの市区改正

（新設計）の直後と関東大震災の直後にピークが
あることがわかる．さらに震災後の移転寺院につ
いては，対象とする寺院をすべて訪れて，歴代住
職墓，主要檀家の墓の調査を行い，その一部で住
職からの聞き取りならびに関連資料の提供を受
け，その結果はすべて資料集に反映した．これら

の調査も含めて最終的に東京都 23 区内での現地
調査は 547 地点にのぼった（武村，2019～2021）．
　私は長年関東大震災において，震源域から外れ
た東京がなぜ最大の被害を出したのかということ
が最大のなぞであると考えてきた．東京での被害
は，地震火災が最大の原因であるが，従来は昼時
の火を使う時間帯であり，おりしも台風崩れの低
気圧の影響で強風が吹いていたことが要因として
よく指摘される．しかしながら，横浜市や横須賀
市など大火が発生した他の市町村はすべてが震源
域の真上で震度 7 の強烈な揺れに見舞われたとこ
ろばかりであるにもかかわらず，東京の揺れはそ
れほど強くない（諸井・武村，2002）．また，江
戸・東京は江戸時代から 3 度の大地震に見舞われ
ているが，その中で関東大震災の被害は破格に大
きい．
　一方，調査を通じて最も感じたことは，二度と
同じ過ちを繰り返してはいけないと，耐震・耐火
に加えて首都としてふさわしい街づくりを目指し
生まれ変わったはずの東京が，今なぜ首都直下地
震の恐怖に怯えなければならないのかという疑問
である．この 2 つの問いに自分ながらの答えを出
すべくまとめたのが 2023 年出版の著書である

（武村，2023）．
　私は名古屋に来てすぐに，東京在住のときと比
べて各段に住みやすいと肌で感じていた．まちづ
くりの歴史を調べてわかったことは，名古屋市の
街づくりが帝都復興事業を見習ってはじめられ，
戦後復興で完結したということである．一方，東
京では帝都復興事業の遺産を食いつぶしながら，
いまだに戦後復興が完結していない状況にある．
現在の日本のなかで，帝都復興事業で後藤新平ら
が思い描いた街にいちばん近いのは名古屋市では
ないか．そんな思いも込み上げてきた．街づくり
の目的の第一は，観光でも経済でもない．市民に
とっての住みやすさではないか．著書の最後は

「関東大震災から 100 年目を，これからの東京を
考える元年とできればよいと思う．」と結んだ．
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4． ま　と　め

　私の関東大震災研究 30 年を資料というキー
ワードのもとに振り返ってみた．研究を長く続け
てこられたのは，資料の発掘や資料の蓄積が重要
であることを身をもって私に教えてくださった諸
先輩方がおられたからである．近年，過去の災害
について講演したり取材を受けたりすると，そこ
から得る教訓は何かとよく問われる．その割には
現在のことも含めて過去の歴史的真実を後世に伝
えていこうとする人が少ないように思う．真実を
一次資料と読み替えてもいいが，真実がそこにあ
るからこそその時代に応じた教訓も生まれる．ま
ずは真実を後世にどのように残し伝えていくかを
考えることが第一ではないか．あまりに教訓が教
訓がと言われると，自分たちのことしか考えない
この時代のあさましさを見ているようで言葉に詰
まってしまう．
　最後に，資料の発掘などでお世話になった気象
庁や大学，さらには図書館や博物館の関係者に感
謝するとともに，当時（株）システムアンドデー
タリサーチにおられた宮村摂三先生や（財）地震
予知総合研究振興会におられた茅野一郎先生，さ
らには気象庁 OB の濱松音蔵先生から貴重なアド
バイスをいただいたことを思い出し，深く感謝し
たい．さらに，一緒に協力して研究活動を行った
仲間にも感謝したい．また最後に，関東大震災か
ら 100 年目を迎え，本稿執筆の機会を与えていた
だいた（公財）地震予知総合研究振興会にも心よ
り感謝する．
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1． は じ め に

　1923 年（大正 12 年）9 月 1 日に発生した関東
地震は，首都圏に甚大な被害をもたらした．この
地震は，フィリピン海プレートが北アメリカプ
レートの下に沈み込む相模トラフ沿いのプレート
境界地震で，相模トラフ北西端から房総半島南端
にかけての長さ 100 km×幅 50 km の領域が平均
で 5 m ほど右横ずれ逆断層運動したものと認識
されている．相模トラフに沿っては 1703 年（元
禄 16 年）にも類似の震度分布・地殻変動分布を
持つ巨大地震（元禄地震）が発生している．相模
トラフ沿いの北アメリカ-フィリピン海プレート
境界には三つの固着域が分布しており，大正期の
地震では北側と中央の固着域が，元禄期の地震で
は中央と南側の固着域がすべったと理解される．
この地域では，大正型または元禄型のプレート境
界地震がおよそ 350 年ごとに発生し，その 4 回に
3 回は大正型，1 回は元禄型と考えられる．
　関東地震が発生した当時は，いわゆる大森地震
学の真っ只中にあり，地震の原因は断層運動でダ
ブルカップルの力のシステムと等価であるとか，
地球の表層を構成するいくつものプレートは互い
に相対運動しており，それがプレート境界で繰り
返す巨大地震発生の原動力であるなどといった，
現代の共通認識はまだ形成されていなかった．つ
まり，冒頭に述べた関東地震発生の全体像は，す
べてその後 100 年の地球科学の発展に基づくさま
ざまな研究を通じて明らかになったものである．
本稿では，そのことを年代記風に概説する．

2． 地震の原因についての論争と共通理解

　関東地震が発生するまでの地震学は，事実を丹

念に記載してそこから何か経験則を見出そうとい
うもので，その代表的な成果が良くしられている
余震の減衰公式（Omori, 1894）であり，初期微
動の継続時間（今で言う S-P 時間）と震央距離
を関係づける公式（Omori, 1918）である（宇津，
1999）．関東大震災を契機として，地震という自
然現象を理学的に研究する必要性が強く認識さ
れ，1923 年 12 月には東京大学理学部に地震学科
が設置され，1925 年 11 月には地震研究所が設立
された（萩原，1982）．とは言え，地震の原因と
いうことになると，当時の地震学者にとっては雲
をつかむような話であったにちがいない．
　地震の原因を科学的根拠に基づいて考察したの
は，おそらく Reid（1910）が最初であろう．彼は，
1906 年のサンフランシスコ地震に関する綿密な
調査と解析を通じて，この地震がサンアンドレア
ス断層の横ずれ運動によって生じたことを明らか
にし，弾性歪みの経年的蓄積と地震時の解放とい
う弾性反発説を唱えた．それもあって，米国では
地震の原因は断層運動にあるという考え方が支配
的であった．ところで，断層をずらすにはその面
に互いに逆向きの一対の力（シングルカップルの
力）を加えれば良さそうに思える．しかし，
Honda（1962）は，実際に観測される地震波（特
に S 波）の放射パターンを説明するには，大き
さが同じで符号が逆の 2 つのシングルカップルを
重ね合わせたダブルカップルの力源でなければな
らないことを理論的に示した．1950 年代から
1960 年代にかけてのいわゆるシングルカップル-
ダブルカップル論争は，実のところ「地震の原因
は断層運動であるから震源に働く力はシングル
カップルでなければならない」という思い込みと

「震源に働く力はダブルカップルであるから地震
の原因は断層運動のように単純なものではない」
という思い込みが衝突した論争であった．この噛

地球科学の発展と関東地震発生メカニズムの解明

松浦充宏
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み合わない論争は，1960 年代半ばに Maruyama
（1963）と Burridge and Knopoff（1964）が日米で
ほぼ同時に断層での変位の食い違い（ディスロ
ケーション）とダブルカップル力源の等価性を数
学的に示したことで終止符が打たれ，地震の原因
である断層運動はダブルカップルの力システムと
して表現されるという現代の共通認識が確立され
た（図 1）．
　こうした力による震源の表現は，その後 Backus 
and Mulcahy（1976）によって厳密な定式化がな
され，弾性物体内で自発的に生ずる非弾性変形過
程はすべてモーメントテンソルを用いて統一的に
表現できることが示された．なお，モーメントテ
ンソルの物理的意味と地震発生論的意義について
は Matsuʼura et al.（2019）を参照されたい．

3． プレートテクトニクスというパラダイム

　地震の原因は断層運動であるという共通認識が
確立されたのは 1960 年代半ばであるが，くしく
もそれと同時期に，旧来の地質学的地球観を一変
させるプレートテクトニクスというパラダイムが
誕生した．この地球科学の革命については，科学
史家のロバート・ウッドが，その歴史的背景も含
め，彼の著書（Wood, 1985）に詳しく紹介して
いるので一読されたい．
　プレートテクトニクスの基本的考え方は，以下
のとおりである．地球の最外殻を構成する弾性的
リソスフェアは，7 つの主要なプレート（太平洋，
ユーラシア，アフリカ，北アメリカ，南アメリカ，
インド・オーストラリア，および南極の各プレー
ト）と多数の中小のプレート（ナスカ，ココス，

カリブ，アラビア，フィリピン海などの各プレー
ト）に分割されており，これらのプレートは非常
に流動性の高いアセノスフェアの上を 1 年間に数
センチメートルから十数センチメートルの速度で
相対運動している．水平運動するプレートの内部
はほとんど変形を受けないが，強い力学的相互作
用が働くプレート境界とその周辺域では活発な地
震・火山活動や造山運動が生ずる．
　プレートテクトニクスは，地球表層部で生起す
る多様で複雑な諸現象を統一的に理解するための
枠組みを与えてくれる．たとえば，何の脈絡もな
く発生しているように見える地震も，実はプレー
ト間の力学的相互作用が作り出す剪断応力を突然
の断層すべり運動によって解放する過程であると
考えれば，地震活動がプレート境界とその周辺域
に集中することは容易に理解できるであろう（図
2）．また，プレート境界で発生する大地震のすべ
りベクトルの方向がプレート相対運動の方向と調
和的であることも当然期待される．プレートテク
トニクスを背景とするこうしたグローバル地震学
の考え方は，アイザックス・オリバー・サイクス

（Isacks et al., 1968）によって提唱され，1970 年
代から 80 年代にかけての地震学界の主流となっ
た．

図 1　 地震の震源の変位による表現（左）と力に
よる表現（右）

図 2　 地震活動分布が描き出すプレート境界（宇
津，1999）．1968 年から 1995 年の間に深さ
100 km 以浅で発生したマグニチュード 4.5
以上の地震の震央が点で示されている．た
とえば，中央の黒い点で囲まれた広大な領
域は太平洋プレートを表す
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4． 関東地震の断層すべりモデル

　こうして必要な概念と手法が整い，地震波記録
や地殻変動データからどうにか断層すべりモデル
が推定できるようになったのは，関東地震発生か
ら半世紀近く経った 1960 年代終わりのことであ
る．言い換えれば，それまでの半世紀は関東地震
の発生メカニズムを解明しようにもなすすべがな
かったのである．
　関東地震の最初の断層モデルは，Kanamori

（1971）および Ando（1971）が，それぞれ地震
学的データおよび測地学的データに基づき，ほぼ
同時に提示している．Kanamori（1971）は，P
波初動の押し引き分布から N20°E 方向に 34°傾
いた面での右横ずれ逆断層運動（すべり角 168°）
として，余震分布から断層面の拡がりを 130×70  
km2 と見積もり，遠地の表面波の振幅から地震
モーメント（∝断層面積×平均すべり量）を 7.6×
1020 Nm と求めている．これに対して，Ando（1971）
は，N45°E 方向に 45°傾いた断層面を仮定し，地
震前後の測地測量結果から得られた地殻変動デー
タに基づき，その拡がりを 130×65 km2，すべり
ベクトルの右横ずれ成分を 6 m，逆縦ずれ成分を
3 m と求めている．もう少し詳しく説明すると，
これらのパラメータ値は，Maruyama（1964）の
理論式を用いて計算したいくつかのケースの断層
すべりによる地表変位のパターンを Miyabe

（1931）の垂直変位データおよび Muto（1932）
の水平変位データと比較して得られたものであ
る．その後，Ando（1974）は，同様ではあるが
より詳細な解析を行い，断層モデルを N45°E 方
向に 30°傾いた長さ 85 km×幅 55 km の面での右
横ずれ逆断層運動（横ずれ成分 6 m，縦ずれ成分
3 m）と修正している．Ando（1971）の断層モデ
ルとの主な違いは，断層の傾斜を低角にしたこ
と，断層面積の縮小に伴って地震モーメントが
1.9×1021 Nm から 1.1×1021 Nm へと小さくなった
ことである．その結果，Kanamori（1971）が地
震学的データから求めた断層モデルとの不一致は
かなり解消された．

　ところで，Ando（1971, 1974）が解析に用いた
Muto（1932）のデータは，陸地測量部（国土地
理院の前身）の復旧三角測量の結果（Military 
Land Survey, 1930）を三角点の水平変位に変換
したものである．復旧三角測量の場合，その結果
を水平変位に変換するには，三角網の少なくとも
1 つの辺の方位と長さの変化が既知でなければな
らない．佐藤・市原（1971）の詳細な調査・研究
によれば，陸地測量部は，相模野基線の改測値を
与件とし，晃石山の位置座標と同点から筑波山を
望む方位角（図 3 参照）を不動と仮定して，復旧
三角測量結果を水平変位に変換している．Muto

（1932）は，この陸地測量部による変換結果を，
三角網全体に 1.5×10－5 の辺長誤差があると仮定
して補正している．実際には，晃石山-筑波山の
基準辺は，関東地震に伴う地殻変形により，その
長さも方位も何がしか変化したであろう．そうす
ると，いずれの場合も，変換された水平変位には
それらに起因する系統誤差が含まれていることに
なる．
　この問題を Matsuʼura et al.（1980）に従って
整理すると，次のようになる．まず，関東地震の
断層運動は周辺域の三角点の位置座標を何がしか
変化させる．したがって，復旧三角測量結果を水

図 3　 復旧三角測量結果を三角網北西端の 5 つの三
角点を不動と仮定して変換した水平変位（佐
藤・市原 （1971） の Table III を基に Matsuʼura 
et al.（2007）が作成）
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平変位に変換する際に適当に選んだ基線（三角網
の辺の 1 つ）の方位と長さも何がしか変化する．
この基線の方位と長さの変化は，真の断層モデル
が分かっていれば直接計算できるが，分かってい
ないのでゼロと仮定して復旧三角測量結果を変換
する．こうして得られた各三角点の水平変位は，
断層運動に起因する変位と不変と仮定した基線の
方位と長さの変化（両端点の位置座標の変化）に
起因する変位をベクトル的に足し合わせた，見か
けの変位ということになる．
　Matsuʼura et al.（1980）は，佐藤・市原（1971）
が毛無山，国師岳，堂平山，晃石山，筑波山の 5
点を不動として復旧三角測量結果を変換した各 
三角点の水平変位（図 3）と復旧水準測量結果

（Military Land Survey, 1930）を東京水準原点の
標高変化分だけ補正した各水準点の垂直変位を
データとして，矩形断層モデルを規定する 9 つの
パラメータ（断層上端点の深さと水平位置座標，
走向，傾き，長さと幅，すべりの方向と大きさ）
と不動と仮定した 5 つの三角点の水平位置座標の
変化（水平変位）を同時推定する逆問題を解き，
関東地震の最適断層モデルとして MODEL-II（上
端の深さが 1.9 km で N24°E 方向に 25°傾いた長
さ 95 km×幅 54 km の面での 4.8 m の右横ずれ逆
断層運動）を得ている．この逆解析に用いられた
手法は，地殻変動データから最適断層モデルを推
定するために Matsuʼura（1977）が開発したもの
で，モデルパラメータの変化とそれに対応する地
表変位の変化を関係づける線形の観測方程式を構
築し，その係数行列の特異値分解を途中で打ち
切って実効的な擬似逆行列を構成する方法によっ
ている．
　その後，1980 年代から 90 年代にかけて，地震
学的データや測地学的データの解析手法に飛躍的
な進歩があった．そうした解析手法の進歩を背景
に，Wald and Somerville（1995）および Kobayashi 
and Koketsu（2005）は，Kanamori（1971）のモデ
ルと Matsuʼura et al.（1980）の MODEL-II に基
づいて設定した N20°E 方向に 25°傾いた断層面
を小断層に分割し，Matsuʼura et al.（1980）が用
いた地殻変動データに前者の場合は遠地実体波

データ，後者の場合はさらに強震動データを加え
て逆解析し，地震すべりの時間的・空間的分布を
推定している．いずれの場合も，北西部で開始し
た地震すべりは南東方向に伝播し，最終的には相
模トラフ北西端の二宮付近と三浦半島沖に 2 つの
すべりのピークを持つ分布が得られている（図
4）．震度分布から推定した震源位置が研究者ごと
に大きくばらついているのはこのためであろう．
　ちなみに，Matsuʼura et al.（1980）は，MODEL-
II を初期モデルとして 2 連結矩形断層を用いた地
殻変動データの逆解析を試みているが，その結果

（MODEL-III）は Wald and Somerville（1995）や
Kobayashi and Koketsu（2005）の結果と調和的
である．ただし，北西部のすべりのピークに対応
する断層の走向は N75°W で，南東部のすべりの
ピークに対応する断層の走向（N64°W）とは有
意に異なる．これは，相模トラフの走行の変化を
反映していると思われる．

5． 関東・東海地域のプレート境界面形状

　日本列島の北海道・東北沖では，東太平洋海膨
で生まれて北西進してきた太平洋プレートが北ア

図 4　 測地学的データと地震学的データの同時逆
解析で推定された関東地震の最終すべり分
布（Kobayashi and Koketsu, 2005）
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メリカプレートの下に沈み込んでおり，そこでは
1952 年十勝沖地震，1968 年十勝沖地震，1973 年
根室半島沖地震などのマグニチュード 8 クラスの
衝上断層地震が発生している．また，西南日本沖
では，フィリピン海プレートがユーラシアプレー
トの下に沈み込んでおり，ここでも 1944 年東南
海地震や 1946 年南海地震などのマグニチュード
8 クラスの衝上断層地震が発生している．いま問
題にしている関東地震もマグニチュード 8 クラス
の地震であるが，それはどのようなテクトニック
環境の下で発生したのだろうか．
　Kanamori（1971）は「この地震は相模トラフ
を境とする 2 つの地塊のずれによるもの」と結論
づけているが，このことから当時は相模トラフを
プレート境界と認識していなかったことが分か
る．その後，Seno（1977）がユーラシアプレー
トに対するフィリピン海プレートの回転ベクトル
を特定したことで，1980 年代に入ると関東地震
は相模トラフ沿いのプレート境界で発生したと考
えられるようになった．しかし，肝心のプレート
境界面の形状は，1990 年代になって Ishida（1992）
が地震活動分布に基づく合理的な等深度線を描い
てみせるまで不明であった．図 5 は，宮崎と松浦
が，関東・東海地域のテクトニクスを理解するた
めに，Ishida（1992）の等深度線図を参考に造っ
た粘土模型である．この図から分かるように，
フィリピン海プレートは，本州と衝突している伊
豆半島の西側では駿河トラフでユーラシアプレー
トの下に沈み込み，東側では相模トラフで北アメ
リカプレートの下に沈み込み，その東端は太平洋
プレートの上に乗り上げている．
　1990 年代の終わりに，超並列計算機「地球シ

ミュレータ」開発の国家プロジェクトがスタート
した．それと同時に固体地球変動の大規模並列シ
ミュレーションのためのソフトウェア開発も推進
され，その一環として日本列島域の地殻活動シ
ミュレーション・システムが開発された（Annual 
Report of the Earth Simulator Center, 2002-2010, 
JAMSTEC）．Hashimoto et al.（2004）は，ISC（国
際地震センター）の地震震源分布データおよび海
底地形データに基づき，このシミュレーション・
システムの基盤となる日本列島域の 3 次元プレー
ト境界モデルを作成している．
　このモデルの特徴は，固体地球表面からプレー
ト境界面までの深さが双 3 次 B- スプラインを重
ね合わせた緯度・経度の連続関数として表現され
ている点である．図 6 は，Hashimoto et al.（2004）
のモデルに基づいて作成した，関東・東海地域の
フィリピン海プレート上面（太線）および太平洋
プレート上面（細線）の等深度線である．太平洋
プレートに乗り上げているフィリピン海プレート
の東端（灰色の太破線/元図に加筆）は，かつて
太平洋プレートに沈み込まれていた頃のフィリピ
ン海プレートの先端だったのだから，図 6 の太線
のコンターと細線のコンターはフィリピン海プ

図 5　 フィリピン海プレートの形状を示す粘土模型
（Yoshioka et al.（1994）の Fig. 2 を修正）．右
図は左図の上盤プレートを剥ぎ取ったもの

図 6　 関東・東海地域の 3 次元プレート境界面形
状（Matsuʼura et al., 2007）．黒矢印は，グ
ローバル・プレート運動モデル NUVEL-1A

（DeMets et al., 1994）による，フィリピン
海プレートに対する北アメリカプレートの
相対運動ベクトルを示す
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レート東端で連続的につながっていなければなら
ない．ちなみに，Ishida（1992）の等深度線図では，
両コンター間に東端で 30 km（フィリピン海プ
レートの厚さ分）の段差が生じている．
　Matsuʼura et al.（2007）は，このフィリピン海
プレート上面の影を付けた部分をモデル領域と
し，Matsuʼura et al.（1980）と同じ地殻変動デー
タを逆解析することで，図 7 に示すような関東地
震の断層すべり分布を求めている．面白いこと
に，三浦半島付近のすべりのピークが深さ 10～
20 km にあるのに対し，相模トラフ北西端の二宮
付近のすべりのピークは深さ 0～10 km にある．
これは，伊豆半島が相模トラフ北西端で本州と衝
突していることを示唆しているのかもしれない．
　ちなみに，Matsuʼura et al.（2007）が用いたの
は，Yabuki and Matsuʼura（1992）の逆解析手法
をさらに発展させたもので，すべり分布の滑らか
さに関する間接的先験情報とすべりベクトルの方
向に関する直接的先験情報の両方を観測データと
合体させてベイズモデルを構築し，そのモデル構
造を支配する超パラメータの最適値を赤池のベイ
ズ情報量規準 （ABIC） で決めるという方法である．

6． GPS 観測とプレート間すべり遅れ分布

　関東地震の地殻変動データは，垂直変位に関し
ては水準測量，水平変位に関しては三角測量によ
るものであった．しかし，第 4 節で述べたように，
三角測量結果を水平変位に変換するには基準とな
る辺の回転と伸縮が不明という問題がつねに付い
て回る．そこで，1970 年代に入ると三角測量は三
辺測量に取って代わられ，さらに 1990 年代には衛
星測位が主流となった．日本では 1996 年に全国規
模の GPS 観測網（GEONET）が整備され，以後
日本列島域の地殻変動を面的に常時モニターする
ことが可能になった（Sagiya et al., 2000 ; Sagiya, 
2004）．
　GPS（全地球測位システム；現在はより包括的
なシステム GNSS の一部）は，その名のとおり，
対象とする地点の位置座標（緯度，経度，標高）
を常時測定するシステムである．したがって，大
地震前後の GPS 観測結果を比較すれば，地震時
の垂直変位や水平変位をただちに知ることができ
る．もっと重要なのは，地震間の GPS 観測結果
から地殻の変形レートを直接推定できるように
なったことであろう．GPS 観測システムが導入
されるまで，永年的な地殻変動の解明は，平均海
水面という絶対基準がある垂直変動データに頼っ
てきた．しかし，GPS 観測データが蓄積される
につれて，その主役は水平変動データに取って代
わられるようになった．ここで注意すべき点は，
すでに Tsuboi（1932）が示しているように，3
点の水平変位が与えられれば，その 3 点が囲む領
域の平面歪みは一意的に求まるということである．
　隣接しているプレート同士は，長期的には一定
のレートで相対運動している．プレート境界面に
は部分的に摩擦強度の高い領域（アスペリティ）
が分布しており，その領域がすべり遅れることで
周辺域には剪断歪みが蓄積される．こうして蓄積
された剪断歪みは，限界に達すると地震すべりに
よって一気に解消される．これは Reid（1910）
の弾性反発説のプレートテクトニクス的解釈であ
るが，その妥当性は Hashimoto et al.（2009, 2012）

図 7　 北アメリカ-フィリピン海プレート境界面上
の関東地震のすべり分布（Matsuʼura et al. 

（2007）の Fig. 5 を一部加筆修正）．星印は
地震すべりの開始点，黒矢印は各点でのす
べりベクトルを表す



28 ──地震ジャーナル　75 号（2023 年 6 月）

による 2011 年東北沖地震発生前と発生時の GPS
データの逆解析結果を比較することで確認された．
　関東地震の場合，発生時の地殻変動については
水準および三角測量によるデータに限られるが，
地震間の変動については GEONET 整備以降の
GPS データが存在する．Noda et al.（2013）は，
関東・東海地域の GPS 観測点の水平変位レート
を観測網を構成する三角要素の平面歪みレートに
変換し，それをデータとして逆解析することで，
北アメリカ-フィリピン海プレート境界および
フィリピン海-太平洋プレート境界での地震間の
すべり遅れレート分布を推定している．図 8 に示
すのは北アメリカ-フィリピン海プレート境界で
のすべり遅れレート分布である．この図から相模
トラフに沿って房総半島南端から伊豆半島付け根
の衝突帯へと延びる帯状のすべり遅れ領域の存在
が見てとれる．黄色のコンターで示した関東地震
時のすべり分布（Matsuʼura et al., 2007）は，北
西部および中央部のすべり遅れ領域とは重なる
が，南東部のすべり遅れ領域とは重ならない．つ
まり，南東部のすべり遅れは，1923 年の関東地
震では解消されないまま現在に至っているという
ことである．

7． 房総半島の定常隆起と海成段丘面の形成

　日本列島太平洋岸の沖に突き出た半島や岬に
は，後期更新世（126～11.7 kyr BP）から完新世

（11.7 kyr BP～現在）にかけて形成された一連の
海成段丘面が広く分布している．房総半島南部に
は沼 I～IV 面と呼ばれる完新世の海成段丘面が分
布しており，その最低位の沼 IV 面は 1703 年の
元禄地震の際に離水したことが Matsuda et al. 

（1978）によって確かめられている．それもあっ
てか，地形学の分野では，大地震による隆起の一
定割合が元に戻ることなく残留して地震時に離水
した平坦部を押し上げ，一連の海成段丘面が形成
されると考えられてきた．そこで，四国の室戸か
ら坂出に至る水準路線の測量データ（1893～1983）
から 1946 年の南海地震に伴う 1 サイクル 120 年
間の垂直変動パターンを実際に復元してみると，
地震 1 サイクル完了後のパターンと地震時のパ
ターンは似ても似つかず，上述の残留隆起という
考え方を完全に否定する結果となった（Fukahata 
et al., 1996）．
　このことは，Matsuʼura and Sato（1989）の理
論的研究で以下のように説明される．図 9 は，重
力的平衡状態にある弾性-粘弾性層構造モデルを
考え，プレート沈み込み境界で発生する大地震 1
サイクル間の垂直変動を理論的にシミュレーショ
ンしたものである．地震時および地震間の隆起・
沈降パターンは，プレート境界のどの部分が地震
間に固着し，地震時にすべるかによって大きく異
なる．しかし，1 サイクル完了後に残る隆起・沈
降パターン（Cumulative）は，固着/すべり域の
分布に関係なく，プレート境界面の形状とすべり
ベクトルの方向のみによる．結局，長期的に見れ
ば，海洋プレートの定常的な沈み込みそのもの
が，海溝軸から一定距離範囲の陸側プレートを隆
起させ，そこに位置する半島や岬の波打ち際で形
成された平坦面を一定レートで押し上げていくこ
とになる．
　後期更新世の海面が最も高かった時期（125 kyr 
BP）に形成された段丘面は下末吉面と総称され，

図 8　 北アメリカ-フィリピン海プレート境界での
地震間すべり遅れレートの分布（Noda et al. 

（2013）の Fig. 7 に加筆）．黄色コンターは
図７の関東地震時のすべり分布を表す
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日本列島の多くの地域に分布している．関東地域
の下末吉面の分布は貝塚（1987）によって詳しく
調べられているが，不思議なことに，南に向かっ
て高度を増す下末吉面が房総半島南部に至ると突
然消え失せてしまう．そして，代わりに完新世中
期の縄文海進の時期（7～6 kyr BP）に形成され
た沼 I 面が，最高位段丘面として現れる．しかし，
下末吉面および沼 I 面の現在の高度からそれぞれ
見積もった平均的な陸の隆起速度分布に不連続は
見られない．このことは，房総半島南部の激しい
隆起と地表浸食のため，かつて存在していた下末
吉面が消失してしまったことを示唆している．図
10 は，後期更新世と完新世でテクトニックな環
境に違いがないとして，旧汀線の現在の高度デー
タから推定した関東地域の隆起速度分布である．
この図から見てとれるのは，房総半島南端を中心
とする激しい隆起と東京湾の穏やかな沈降であ
る．このような隆起速度分布は，第 5 節で述べた
関東地域の複雑なテクトニック環境を反映するも
ので，理論的には太平洋プレートの定常沈み込み
による垂直変動とフィリピン海プレートの定常沈
み込みによる垂直変動の重ね合わせとして説明で
きる（Hashimoto et al., 2004）．

　波浪によって海岸が浸食され，その浸食で生じ
た細粒物質が沖合に運ばれて堆積すると，海食崖
と平坦面から成る L 字型の地形が形成される．
Noda et al.（2018）は，こうした物理過程を微分
形の発展方程式として記述することに成功した．
図 11 は，その数理モデルを用い，後氷期の海面
変動（Umitsu, 1991 ; Siddall et al., 2003）による
海岸地形の発達をシミュレーションした例であ
る．図の細く曲がりくねった溝は後氷期の海面変
動の軌跡であるが，その軌跡が極大/極小となる
時期，つまり海面が停留している時期に，海食崖

図 9　 沈み込みプレート境界での大地震に伴う地
殻変動サイクル（Matsuʼura and Sato（1989）
の Fig. 5 に加筆）．地震間の変動は前の大地
震発が発生した直後（0＋）を基準としてい
る．また，200－ は次の大地震が発生する直
前，200＋ は直後を表す

図 10　 旧汀線高度データから求めた後期更新世-
完新世の関東地域の隆起速度分布（Noda 
et al., 2018）．白い点は旧汀線高度の調査箇
所を示す

図 11　 後氷期の海面変動による海岸地形発達のシ
ミュレーション（Noda et al., 2018）．一番
奥が 10 kyr BP の初期地形，一番手前が現
在の地形を表す
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と平坦面からなる L 字地形が形成される．
　房総半島南部のように陸が一定レートで隆起し
続けている場合，海岸地形の発達過程を支配する
のは，海面変動そのものではなく，陸に対する海
面高の変動（海水準変動）であることに注意する
必要がある．Noda et al.（2018）は，図 10 に示し
た 4 つの代表地点について，隆起レートを考慮し
た海岸地形発達シミュレーションを行い，各地点
の現在の地形プロファイルが上手く再現できるこ
とを示した（図 12）．つまり，大地震発生に伴う
海岸の隆起・沈降はプレート沈み込みに起因する
長期的地殻変動のエピソードにすぎず，それは房
総半島南部に発達する一連の完新世海成段丘面の
形成に不可欠な要素ではないということである．

8． 相模トラフ巨大地震の繰り返し発生間隔

　相模トラフの巨大地震として記録されているの
は，1923 年の関東地震と 1703 年の元禄地震だけ
である．関東地震については，第 4 節で紹介した
ように，1970 年代から 80 年代にかけて主に測地
測量データに基づくさまざまな断層モデルが提示
されたが，最終的には合理的な全体像が形成され
ている．一方，元禄地震については，被害記録に
基づく震度分布から房総半島南端の館山の沖合を
震源とする関東地震と似たタイプの地震とされて
きた．しかし，こちらも 1970 年代に入ると，地

震時に離水した沼 I 面の現在の高度データから元
禄地震の断層モデルを推定する試みが行われるよ
うになった．たとえば，Matsuda et al.（1978）は，
沼 I 面の現在の高度データから関東地震時の隆起
量を差し引き，元禄地震直後から現在までの非地
震性変動分を補正したものが元禄地震による隆起
量であるとして，それを説明する断層モデルを提
示している．この断層モデルは，元禄地震も相模
トラフ沿いのプレート境界で発生した地震である
という現在の認識からすれば，複雑怪奇と言わざ
るを得ない．それはともかく，この場合，関東地
震時の隆起量については確かなデータがあるが，
元禄地震から関東地震まで 220 年間の非地震性地
殻変動については不確かなデータしかない．そこ
で，残留隆起の考え方に従い，どの調査地点でも
元禄地震時の隆起量の 1/3 程度が非地震性地殻変
動で元に戻ったとしている．その後，宍倉（2003）
は，新たなデータを加え，よりシンプルで合理的
な断層モデル（Ando（1974）の関東地震の断層
モデルに房総半島南端の N15°W 方向に 20°傾い
た面での 12 m の逆断層すべりを加えたもの）を
提示しているが，ここでも元禄地震時の隆起量の
一定割合が非地震性地殻変動で元に戻ったと仮定
している．
　地震時隆起の一定割合が非地震性地殻変動に
よって元に戻る（逆に言えば，地震時隆起の一定
割合が元に戻ることなく残留する）という考え方
は，第 7 節で詳しく述べたように，まったく不合
理である．沈み込みプレート境界での大地震に伴
う地殻変動サイクルは，簡単に言えば，地震時の
震源域での突然のすべりによる弾性変形と地震間
の震源域以外での定常すべりによる粘弾性変形と
からなる（図 9 参照）．もし，相模トラフ沿いの
プレート境界で発生する巨大地震が大正型だけな
ら，プレート境界面の形状やすべりの方向，地震
時のすべり分布，地震間の固着域でのすべり遅れ
レートが分かっているので，後は繰り返し発生間
隔さえ仮定すれば，この地域の地殻変動サイクル
を理論的に計算することができる．つまり，繰り
返し発生間隔を変えたさまざまなケースを計算
し，その中で長期的な地殻変動データと最も調和

図 12　 後氷期の海水準変動による海岸地形発達の
シミュレーション（Noda et al.（2018）の
Fig. 13 を改変）．各図の黒の太線はシミュ
レーション結果，灰色の太線は実際の地形
プロファイルを表す
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的なものを選べば，それが繰り返し発生間隔の最
適な推定値ということになる．
　ところが実際には，相模トラフ沿いのプレート
境界大地震には大正型と元禄型の 2 つのタイプが
あり，それらがどんな順序でいつ発生するのか分
かっていない．そこで，問題を簡単にするために，
相模トラフ沿いのプレート境界では，大正型ある
いは元禄型の地震が一定間隔 T で発生するもの
と仮定し，そのうちの n（≥ 2）回に 1 回が元禄
型地震，（n－1）回が大正型地震とする．つまり，
相模トラフ沿いのプレート境界では，この n 個
の大地震のセットが一定間隔 nT で繰り返すもの
とする．重要なのは，この n 個の大地震のセッ
トの繰り返しに対しても上述のような理論的地殻
変動サイクルが計算可能であるという点である．
ただし，この場合の未知量は，T と n と元禄型地
震のすべり分布である．こうした考えに基づき，
Sato et al.（2016）は，T と n のさまざまな組み合
わせについて，房総半島南部の沼 I 面および III
面とそれに対応する三浦半島の野比 I 面および
III 面の現在の標高をデータとし，逆解析手法を
用いて元禄型地震のすべり分布の候補を求めた．
その候補の中で最適なもの（他のさまざまな地殻

変動データを最も良く説明するもの）を図 13 に
示す．ちなみに，この場合の T は 350 yr，n は 4
である．つまり，元禄型地震の繰り返し発生間隔
は 1400 年で，次の元禄型地震が発生するまでに
大正型地震が 350 年間隔で 3 回発生するというこ
とである．
　図 14 は，元禄地震のすべり分布（図 13）を関
東地震のすべり分布（図 7）に重ねたものである．
この図から分るのは，元禄地震のすべりは関東地
震のときにすべった相模トラフ北西端までは及ん
でいないということ，代わりに関東地震のときに
すべらなかった房総半島南東部に及んでいるとい
うことである．つまり，相模トラフ沿いのプレー
ト境界面には 3 つの固着域が分布していて，大正
型地震ではそのうちの北と中央の固着域が，元禄
型地震では中央と南の固着域がすべると考えられ
る．

9． お わ り に

　この 100 年間の関東地震発生メカニズム解明に
向けた研究を振り返ってみると，最初の 40 年は
何の道標もなく未知の広野をさまよっていた時

図 13　 元禄地震の断層すべり分布（Sato et al., 
2016）．赤コンターは北アメリカ-フィリピ
ン海プレート境界面のすべり分布，黒矢印
は各点でのすべりベクトルを表す

図 14　 プレート間の固着域と大正型および元禄型
地震のすべり分布（Sato et al., 2016）．青
い点線の楕円はプレート境界面上に分布す
る 3 つの固着域，灰色のコンターは関東地
震のすべり分布，緑色のコンターは元禄地
震のすべり分布を表す
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代，次の 30 年はプレートテクトニクスに導かれ
た予定調和の旅が行く手を崖に阻まれてしまった
時代，そして最後の 30 年はその崖を何とかよじ
登って新たな広野を見渡している時代と言えるか
もしれない．この新たな広野に確かな道標を立て
るには，固体地球表層部で生起する諸現象を弾性
ポテンシャルエネルギーの蓄積・解放という視点
で理解し直すことが不可欠であろう．
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1． は じ め に

　1923 年関東地震は東京を始めとする首都圏に
莫大な被害を及ぼした．そこで，首都圏での地震
防災対策を考えるうえで，関東地震の東京での地
震動を理解しておくことは重要である．当時東京
には複数の地震計が設置されていたものの，激し
い揺れによって振り切れてしまい，完全な記録は
得られていない．そのため，東京での地震動につ
いては不明の点が多い．しかし，その手掛かりと
なる記録がいくつか残されている．ここでは，東
京・本郷での地震記録や関連する研究を紹介し，
関東地震の東京での地震動について考えてみたい．

2． 東京・本郷での今村式 2 倍強震計の記録

　関東地震の東京での記録で最も有名なものは東
京・本郷での今村式 2 倍強震計（固有周期 10 秒
弱）の記録であろう．その原記象（今村，1925）
を図 1 に示す．この記録の NS 成分および UD 成
分は主要動到達直後に描針が飛んで波形を描いて
いない．しかし，EW 成分は，振り切れて波形が
欠落する部分もあるが，その後も振幅が飽和し続
けながら長時間記録されている．振幅が飽和する
のは実振幅で 3 cm 程度をこえるとダンパー部で
衝突が起こりストッパーとなるためである．
　図 1 に示した原記象は細かいところがみえにく
いので，今村が読み取った主要動開始部の波形を
図 2 の左側に，それから描いた水平動の軌跡を図
の右側に示す（Imamura, 1937）．図にはピーク
の発生順に a から g の記号がつけられている．
今村（1925）は，振り切れる直前の部分を地震動
の最強部とみなし，「（振り切れる直前の）最後の
地動 f g は全振幅 8.86 cm，全周期 1.35 秒となる

から，この部分を単弦振動と仮定すると，加速度
は毎秒毎秒 97 cm となり，これがおそらく地震動
の最大加速度に相当するものであろう．また，最
後の地動である d e，f e，f g の平均方向は器械据
付方向の偏差を加えて S33°E となるので，これ
がおそらく最強地動の概略の方向を示すものであ
ろう．」と東京・本郷での最強部の加速度と卓越
方向を推定している．これから，東京の山の手で
の加速度は 0.1 g 程度とされている．さらに今村

（1925）は，振り切れ後も変位振幅は増大し，最
強部の 2 倍半すなわち全振幅で 20 cm に達した
であろうと推測している．
　一方，石本（1935）は，この記録を見直し，「記
録不能直前の小周期振幅を採り，此が 0.3 秒の周
期であったとすれば約 250 gal の震動は己に存在
した事になる．此等の事から想像するに東京本郷
における地震動加速度は 300 gal 程度だったと思
われる．」と述べている．記録不能直前の小周期
振幅が具体的にどこを指すのかは不明であるが，
図 2 をみると，EW 成分の c と d の間に短周期の
動きがみられ，ここでの片振幅を約 6 mm と読
み，本郷での卓越周期である周期 0.3 秒を仮定す
ると加速度は約 250 gal となる．
　この他，東京・本郷での加速度に対するコメン
トとして，武藤（1969）は，自らの主導により開
発された SMAC 型強震計で観測された加速度記
録を踏まえて，「昨年（1968 年）7 月 1 日の熊谷
地震では，中震程度で被害がなかったのに，東京
山の手の地表で震度（工学的震度のことで，重力
加速度に対する加速度の比）0.1 を示している．
こうしてみると，関東地震の山の手の震度 0.1 と
いうのは明らかに過小評価であり，震度 0.2 以上
というべきである．この機会に訂正しておきたい
と思う．」と述べ，関東地震の本郷での加速度は
0.2 g 以上だったと推定している．

1923年関東地震の東京・本郷での地震動

翠川三郎
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3． 東京・本郷でのその他の地震計による記録

　東京・本郷では，この記録以外にも他の地震計
で記録が得られている．末広は，同地点で得られ
たものとして，大森式地震計およびユーイング強
震計による記録を紹介している（Suyehiro, 1932）．
図 3 に示す大森式地震計（固有周期約 30 秒）の
記録（NS 成分）について，末広は「最大動到達
以前で振り切れているが，主要動の初動ですら約
17 cm の全振幅を示していることは特記すべきこ
とである．振り切れた後の揺れはこれ以上のもの
であっただろう．」と述べている．なお，EW 成
分は S 波初動直後に地震計の針が飛んで記録が
欠落している．
　末広はユーイング強震計の記録も紹介してい
る．これは，末広の依頼により，1931 年 5 月に
那須が大地震の地震記録を調査した際に見つけら
れたものである．那須は，これを丹念にトレース

した図を作成すると同時に，地震計の特性を測定
し，固有周期 6 秒，減衰定数 4.5％，記録円盤の
回転時間 120 秒としている（那須・森岡，1979；
Morioka, 1980b）．
　図 4 に示すように，この記録は回転する円盤上
の記録紙に描かれており，円盤の中心に近いとこ
ろの波形が SW-NE 成分で，その外側が SE-NW
成分で，さらに外側が UD 成分である．この地震
計は描針が記録紙からはみ出しながらも主要動部
分の波形を描き続けている．
　図 5 は記録開始部の拡大図で，SW-NE 成分が
実線で，SE-NW 成分が点線で示され，さらに記
録円盤が 1 回転 120 秒とした場合の 1 秒ごとの描
針の円弧が破線で示されている．実線で示した
SW-NE 成分は記録開始から約 20 秒後に 15 cm
弱の振幅を示した後に描針が記録紙からはみ出し

（図の A），その約 4 秒後に記録紙に復帰してい

図 1　 今村式 2 倍強震計による記象．今村（1925）に
よる

図 2　 今村式 2 倍強震計による記象の読取波形
（左）と水平軌跡（右）．Imamura（1937）
による
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る（図の B）．末広は，この記録について，「この
地震計にはタイムマークがないこと等いくつか欠
点がある．これらの欠点を無視して，この記録の
主要動の振幅と周期から単弦振動と仮定して大雑
把に加速度を計算すると約 0.12 g となる．」と述
べている．
　なお，末広は「最大加速度は，特に激しい地震
の場合，大変位の部分で発生するわけではなく，
大変位の上に重なった 2 次的な動きないし主要動
が複雑に繰り返す部分で生ずる．このような加速
度やその周期を通常の変位記録から正確に読み取
ることは不可能ではないとしても難しい．この事
実は，工学のための地震観測に適切に設計された
加速度計を用いる必要性を確信させるものであ
る．このことや地震計が完全なものではなかった
ことから，（変位記録から）計算された地震動の
強さは構造物の設計に必要なデータとしては受け

入れられない．」と，今村の推算値には問題があ
り，加速度計の開発とそれによる観測が必要であ
ることも指摘している（Suyehiro, 1932）．
　これら以外に普通地震計（倍率 5 倍）および 1
倍強震計による記録もある（今村，1924）．前者
は S 波到達後に振り切れ描針が飛んで主要動部
を描いていないが，後者は主要動も部分的に記録
している．この 1 倍強震計は教室強震計とも呼ば
れ，固有周期は 4 秒とされている（今村，1926）．
この記録は従来ほとんど引用されていなかった

図 3　 大森式地震計による記象．Suyehiro（1932）に
よる

図 4　 ユーイング強震計による記象．Morioka（1980a）
による

図 5　 ユーイング強震計による記象の拡大図．Suyehiro
（1932）による
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が，その理由は紙送りの速度にむらがあったため
と推測される．しかし，この記録を数値化して，
今村式 2 倍強震計や大森式地震計の記録と比較す
ると対応がよく，信頼性のあるデータと考えられ
る（翠川・三浦，2020）．図 6 に示すように，EW
成分や UD 成分は主要動到達直後に地震計の描
針が飛んで記録が欠落しているが，NS 成分は主
要動の途中まで記録されており，振り切れる直前
では片振幅約 13 cm を示している．これらの記録
から，東京・本郷での地震動の変位振幅は片振幅
で 10 数 cm を大きく上回るものだったものと考
えられる．

4． 振り切れた記録からの地震動の復元の試み

　以上示してきた関東地震の東京での記録はいず
れも振り切れているが，振り切れた記録からの地
震動の復元の試みもなされている．横田ほか

（1989）は，今村式 2 倍強震計の記録の飽和した
波形（EW 成分）を可能な限り修復するとともに
地震計の周期特性の補正を行って，関東地震の際
の東京の長周期地震動の特性を推定することを試
みている．図 7 の最上段に示す読み取った波形が
3 cm 程度で飽和しているのに対して，2 段目に示
した衝突部を復元した波形は約 25 cm の最大振
幅を示している．これに地震計の特性補正を行っ
て得られた変位波形，速度波形および加速度波形
が図の 3～5 段目である．最大変位は約 15 cm，
最大速度は約 25 cm/s，最大加速度は約 200 cm/s2

となっている．ただし，速度および加速度波形を
算出する際には周期 2 秒以下の成分がカットされ
ている．
　同様の検討として，Morioka（1980a）はユー
イング強震計の記録の振り切れた波形（SW-NE
成分）を修復し地震計の特性を補正して地動を推
定している．図 8 の最上段に修復した波形を示
す．図の A，D および F が地震計の描針が記録
紙をはみ出した区間で，この区間の波形は前後の
波形から復元されている．図の B，C および E は
波形がかすれているために補完した区間である．
図の 2～4 段目は，地震計の特性補正を行って得

られた加速度波形，速度波形および変位波形であ
る．最大加速度は約 400 cm/s2，最大速度は約
40 cm/s，最大変位は約 50 cm となっている．
　この結果と前述の横田ほか（1989）の結果は大
きく異なる．この原因として，Takeo and Kana-
mori（1992）は，今村式強震計の記録は主要動
部に波形の欠落部分があることや振子が激しい衝
突をしたことにより正確な修復は非常に困難であ
ること，ユーイング強震計の記録は地震計の固体
摩擦の影響が大きく正確に修復されていないこと

図 6　 1 倍強震計による記象．翠川・三浦（2020）に
よる
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図 7　 今村式 2 倍強震計による記録の復元波形．上から，読取波形，衝突修復波形，地動変位，
速度，加速度．横田ほか（1989）による

図 8　ユーイング強震計による記録の復元波形．上から，読取波形，地動加速度，速度，変位．Morioka（1980a）による



1923 年関東地震の東京・本郷での地震動── 39

を指摘し，両者の修復結果には問題が残されてい
ることを示唆している．
　そこで，翠川ほか（2022）は，ユーイング強震
計の記録を再検討している．まず地震計の特性に
ついて再検討し，1）この地震計の固体摩擦の値
が通常の地震計とは異なり 5 cm 程度と大きいも
のと推定されること，2）記録円盤の回転時間は
時期により変動し，関東地震時には，1931 年に
那須により測定された 120 秒とは異なり，40～70
秒と短かったものと推定されること，を示した．
そのうえで，原記象を読みとり，波形の振り切れ
た部分を前後のデータから外挿して求め，振子が
衝突したと考えられる部分はその影響を補正し
て，読取修復波形が作成されている．以下に示す
ものは回転時間を 70 秒とした場合のものである．
　ユーイング強震計の読取修復波形を前述の他の
地震計の記録と比較して図 9 に示す．ユ－イング
強震計の振子の方位が南北，東西から 45 度ずれ
ているので，座標変換し南北，東西の波形にして
いる．図で横に引いた点線は，地震計のストッ
パーにより波形が飽和したと考えられる箇所を示
している．それぞれの地震計の固有周期が異なる
ために，波形には多少の違いがみられるものの，
ユーイング強震計の波形と飽和するまでの他の地
震計の波形とはおおむね対応している．また，他
の地震計の記録が飽和した後もユーイング強震計
は波形を記録し続けていることが確認できる．
　翠川ほか（2022）では，さらに読取修復波形に
対して地震計の特性を補正して地動の加速度，速
度，変位が求められている．図 10 および 11 はそ
れぞれ SW-NE 成分および SE-NW 成分に対する
結果で，上から読取修復波形，特性補正して得ら
れた加速度波形，速度波形，変位波形を示す．図
には，横棒で，波形が振り切れて外挿された区間
や大振幅の区間も示されている．図 10 に示す
SW-NE 成分については，最大変位は 40 cm 程
度，最大速度は 40 cm/s 程度，最大加速度は短周
期成分の精度が低いことから参考値ではあるが
300 cm/s2 程度の値となっている．
　図 11 に示す SE-NW 成分は振り切れた区間が
多数あり，SW-NE 成分に比べて原波形に不完全

な部分が多い．また，読み取った振幅が 30 cm を
こえる大振幅部があり，SW-NE 成分に比べて振
幅が大きい．地震計の特性補正をして得られた最
大変位は 60 cm 程度，最大速度は 60 cm/s 程度と
なる．なお，復元された波形を見ると 45 秒前後
の時刻で波形がぎくしゃくとして不自然に見え
る．この時刻は図の最上段に示す読取波形で振幅
が 30 cm をこえる大振幅部で，読み取った波形も
スムーズではない．この原因として，振子の性能
限界をこえて振子が複雑な挙動をしたことが可能
性として指摘されている．
　復元された記録の応答スペクトル（h＝0.05）
を図 12 の実線で示す．ピークは，SW-NE 成分
では周期 10 秒弱に，SE-NW 成分では周期 4～5
秒および 10 秒強付近にみられる．周期 2～10 秒
でのスペクトル振幅は，SW-NE 成分では 30～80  
cm/s 程度，SE-NW 成分では 60～100 cm/s 程度
の値を示し，SE-NW 成分のほうが大きい．この
結果は，図の点線で示す Morioka（1980a）の復
元結果や横田ほか（1989）の今村式 2 倍強震計か
らの復元結果に比べて大きなものとなっている．
　図には，2011 年東北地方太平洋沖地震で東京・
本郷で観測された記録の応答スペクトルも一点鎖
線で示している（鹿嶋ほか，2012）．この記録の
応答スペクトル（h＝0.05）は周期 0.2～10 秒でお
おむね平坦で，翠川ほか（2022）による結果の
1/3 ないし 1/2 程度の 20～40 cm/s の値を示して

図 9　 ユーイング強震計による波形と他の地震計に
よる波形の比較
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いる．この地震での東京・大手町の計測震度は
5.1 で，関東地震での東京（中央気象台）の震度
はⅥであり，東北地方太平洋沖地震での揺れは関
東地震での揺れのおよそ 1/3 程度の大きさだった
と考えられる．このことは翠川ほか（2022）によ
る復元記録の妥当性を支持している．
　なお，以上は記録円盤の回転時間を 70 秒とし
た場合について示したが，推定される回転時間に
は 40～70 秒と幅がある．そこで，回転時間を 40～
70 秒にした場合の応答スペクトルの変化を図 13
に示す．周期 1～5 秒程度の範囲では回転時間を
短くするとスペクトル振幅は増大する傾向があ
り，図 10～12 に示した回転時間 70 秒の場合より
地震動は大きかった可能性もある．なお，回転時
間 40 秒の場合より 70 秒の場合の結果のほうが今
村式 2 倍強震計の記録と整合性が高いこと（翠川
ほか，2022）から，70 秒や 60 秒の場合の結果に
重みをつけて平均したスペクトルも参考までに図
のグレーの破線で示してある．
　この復元結果には，地震計の特性や振り切れ部
の推定に確定的でない点があること等から，不確

定性を含むものではあるが，関東地震での東京・
本郷での地震動は，オーダー的に，最大速度で
50 cm/s 程度，最大変位で 50 cm 程度，周期 1～

図 10　 ユーイング強震計による記録の SW-NE 成分
の復元波形．上から，読取波形，地動加速度，
速度，変位．翠川ほか（2022）を改変

図 11　 ユーイング強震計による記録の SE-NW 成分
の復元波形．上から，読取波形，地動加速度，
速度，変位．翠川ほか（2022）を改変

図 12　 復元記録の速度応答スペクトル．実線は翠
川ほか（2022）による結果，点線は Morioka

（1980a）および横田ほか（1989）による結果，
翠川ほか（2022）を改変
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10 秒の速度応答スペクトル振幅（h＝0.05）で
100 cm/s 程度の強さであったとざっと考えても
よさそうである．これは，建築基準法での耐震設
計用スペクトルと同程度ないしやや大きいもので
ある．また，前述の横田ほか（1989）や Morioka

（1980a）による結果は過小評価の恐れがあること
を示唆している．

5． お わ り に

　これまで述べてきたように，関東地震の東京・
本郷での振り切れた地震記録から地震動の強さの
推定が行われてきた．当初は，今村式 2 倍強震計
による記録の振り切れる直前の変位振幅と周期か
ら 0.1 g という加速度が推定され，振り切れ後は
変位は全振幅で 20 cm にも達したであろうとの
推測もなされた．
　その後の検討や同地点での他の低倍率地震計の
記録から，地震動の振幅はより大きかったとの指
摘がなされた．さらに，振り切れた記録から地震
動を復元する試みがなされ，波形やスペクトルが
推定された．このように振り切れた古い記録の分
析が進み，その特性についての理解が深まってい
る．
　大地震の発生頻度は低く，その記録は稀にしか
得られない．そこで，古い大地震の記録を見直す
ことの重要性は以前から認識されており，古い地
震記録の整理が進められてきた．しかし，その分

析は十分には進められていないのが現状である．
武村（2003）も指摘しているように，過去の記録
の価値は，その後の学問や技術の進歩によって上
がってゆく．今後，複雑な波形の数値化技術や欠
落部の修復技術などの高度化が進めば，古い地震
記録の解析がより容易となり，大地震時の地震動
に関する分析がさらに進んでいくことを期待して
いる．
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1． は じ め に

　いまから100年前の 1923年 9月 1日に発生した
関東大震災は 105,000 人にも及ぶ人的被害が出た
と推定されており，犠牲者の大部分は火災による
ものであった．その具体的な被害は，内閣府によ
る「災害教訓の継承に関する専門調査会」報告書
に詳しい（内閣府，2006）．たとえば表 1は関東大
震災時の住家被害数や死者数を示したものだが，
これをみると東京市や横浜市における建物被害の
多くは火災によるものであり，特に死者・行方不
明者はほとんどが火災に伴って発生している（1）．
このなかで特に大きな被害を呈した東京市の死
者・行方不明者および焼失面積を区別に示したも
のが表 2，3である．これらを見ると，たとえば
日本橋区は 100%燃えているが，麻布区は 0.04%
しか焼失していないなど，同じ東京市でも地域に
よる差がきわめて大きい．そして，このように延
焼被害が甚大であった場所では死者・行方不明者
がとりわけ多く，特に本所区は飛び抜けて犠牲者
が多い．これらのデータからも，当時の東京市
15 区の東部地域は燃え尽くされ，それによって
少なくない人的被害が発生したということがわか
る．
　この災害から今年で 100 年が経つ．この間，関
東大震災後の帝都復興計画をはじめとして，わが
国では特に広域火災への対応を考えながら市街地
整備が継続的に行われたことは多くの人の知ると
ころであり，地震時を除いた平常時の都市大火（2）

は，1976 年の酒田大火を最後に発生していない．
それでは建物の耐火性能も向上し，不燃の橋や避
難場所も確保され，そして近代的な消防組織を有

するわが国の現代都市で，関東大震災のような甚
大な火災被害は今後発生するのであろうか．実
は，この問いに対して確定的に答えることは専門
家でもやや困難といえるかもしれない．これは地
震火災予測技術に伴う大きな不確実性が主たる理
由となる．一般に，地震火災による被害は地震発
生時の時刻や季節，気象条件などのパラメータに
大きく依存することが知られている．ところがこ
のようなパラメータは，現代の技術では容易に事
前予測することが困難である．つまり，地震火災
による被害は本質的に多くの不確実性を含む．ま
た地震火災被害の事前予測は，再現期間の長さに
伴う課題も同時に有している．上記のように地震
火災による被害の様相は，時刻や気象条件によっ
て大きく異なる．しかしながら，地震火災による
甚大な被害事例はその不確実性の高さゆえ，関東
大震災，福井地震，阪神・淡路大震災，東日本大
震災などごくわずかにすぎない．たとえば筆者ら
の調査によれば，東日本大震災では 398 件の地震
火災が発生しており，その内訳は電気による火災
が多く，大規模延焼は少なく，人的被害はごくわ
ずか，という傾向が見られた（津波火災を除く）
（日本火災学会，2016）．しかしながらここで得ら
れた被害様相が「現代都市」における地震火災被
害の特徴なのか，それとも「東北地方」という地
域性に伴う特徴なのか，あるいは「春かつ昼間で
風速が遅い」という時刻・季節・気象条件による
特徴なのかを切り分けるのは困難である．他の災
害研究者と同じく，われわれ地震火災を研究する
立場においても災害調査は重要であるが，事前の
被害予測を行う際には，このように偏った，また
かなり昔のものも含めた，そしてごくわずかな
データ群を参考に，不確実性の高い現象を予測し

関東地震の火災被害に関する教訓と 
それから 100年後の現代都市に与える示唆

廣井　悠
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表 1　関東地震による住家被害棟数および死者数の推計

内閣府（2006）および諸井・武村（2004）より引用．

表 2　東京市各区および東京府の死者・行方不明者数

内閣府（2006）および諸井・武村（2004）より引用．
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なければならない．もちろん地震火災研究分野に
おいても，被害データを用いた経験的な手法（た
とえば出火件数予測でいえば，河角式，水野式，
難波式など）のみならず，実験などを経た演繹的
な手法（たとえばミクロレベルの出火確率を積み
上げて火災危険度を評価する東京消防庁の方法な
ど）などを用いて予測を行う取り組みはある．し
かしこれは，必ずしも十分な検証がなされたもの
ではない．そしてこのような限界を前提としたう
えで，ある仮想的なハザードや時刻・気象条件を
想定しながら生み出されたものが，被害想定で明
らかにされる数字である（3）．したがって，火災被
害において被害想定とまったく同様の被害が発生
すると信じきっている専門家はおそらく皆無とい
えるだろう．このため，被害想定などで現代都市
の火災安全性能を「大学入試の模擬試験的に」確
認する作業と同じく，過去の災害における教訓を
把握し，相対的な評価に基づいて現在都市への示
唆を得ようとする行為は，地震火災被害を考える
上で重要な作業に違いない．
　さて，原稿執筆時において直近の市街地火災事
例としては，2016 年 12 月に強風下の新潟県糸魚
川市で発生した大規模火災があげられる．この火
災は死者こそ発生しなかったものの，結果として
約 4 ha の焼失被害に至ったものであり，わが国
の市街地にはいまだ大規模火災のリスクが残り続
けていることが示唆された．ただ，地震時の火災

はこのような平常時の火災に比べて，出火件数か
ら対応の困難性まで状況はより深刻となる．それ
では直近の大規模な地震火災事例はどうであろう
か．代表的な例としては，1995 年に発生した阪
神・淡路大震災や 2011 年に発生した東日本大震
災がある．しかし阪神・淡路市大震災時は風速が
遅く，東日本大震災の主な被災地はそこまで都
市・人口が集積している地域とはいえない．この
ため，上記の大規模火災や地震火災のみをもっ
て，東京や大阪，名古屋などわが国の大都市にお
ける地震火災被害を論じる行為には不安が残る．
　したがってここでは，あえて 100 年前における
関東大震災時の市街地と現代市街地を火災リスク
の観点から比較することで，現代都市で約 10 万
人が亡くなったといわれる関東大震災に匹敵する
くらいの人的被害は発生するかどうかを論じるこ
ととしたい．なお，地震火災の被害量は「出火」，
「延焼」，「消火」，「避難」の 4変数で決まると一
般に考えられている．そのためここでは，この 4
変数を関東大震災時の市街地と現代の市街地にお
いて比較することで，地震火災リスクという視点
から，両時代の市街地における火災安全性能を比
較してみることとしたい．

2． 地震による「出火」件数は増えているのか

　地震火災の被害量を規定する最初の変数は「出
火」である．一般に，地震時は火源（電気の火花
等）と着火物（漏れているガス等）が同一空間内
で重なりやすく，出火しやすいことがしられてお
り，関東大震災時も数多くの火災が発生してい
る．表 4は東京市各区の出火件数を示したもので
ある．文献によってその数は多少異なるが，たと
えば東京震災録のデータだと東京市全体で 134 件
の出火が発生しており，そのうち 42.5% が初期消
火されているとはいえ，消防力を超えた火災が発
生している（4）．さて，このときの出火原因は竈，
七輪，火鉢などであるため，現代都市における対
策の参考にはしにくいが，数による比較は重要で
ある．たとえば内務省社会局（1926）によれば，
当時の東京市の世帯数は 483,000 世帯であるか

表 3　東京市各区別焼失面積

内閣府（2006）および緒方（1925）より引用．
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ら，東京市における 1万世帯当たりの出火件数
（以降ではこれを出火率と定義する）は 2.77 とな
る．他方で，近年の地震における出火率は震度 6
強以上の地域を抽出しても，東日本大震災で出火
率 0.44（津波火災以外）（廣井，2015），熊本地震
で出火率 0.24 となる（廣井ほか，2020）．出火件
数は発災の季節や時間帯によって大きく異なるた
め，このデータのみで出火率の多寡を断定するこ
とは慎重になるべきだが，やや減少傾向にあると
見ることもできる．これは火気使用環境の大きな
変化はもとより，火気器具における転倒出火防止
措置のみならず，マイコンメータや感震ブレー
カーの普及が進んでいるためと考えられる．
　一方で，割合ではなく件数の比較となると，や
や状況は異なる．たとえば，関東大震災時に東京
市全体で 134 件であった総出火件数は，阪神・淡
路大震災では 285 件，東日本大震災では 398 件が
報告されており，また首都直下地震の被害想定で
も何百件クラスの出火件数が想定されるなど，出
火件数の絶対値が大きく減じることはない．この
理由は現代都市の曝露量が増加していること，つ
まり 100 年前の市街地と比べて，人口や規模が爆
発的に増えているためと推察される．たとえば関
東大震災時の東京市の人口は約 250 万人といわれ
るが，現在の東京都は当時よりも市街地が連坦し
ており，人口も 2022 年時点で 1,404 万人と 5.6 倍
以上である．図 1は筆者が東日本大震災時の地震
火災データを一般化線形混合モデル（GLMM : 
Generalized Linear Mixed Model）にあてはめて
出火件数予測式（廣井式）を作り（廣井，2015；
日本火災学会編，2018），確率論的地震動予測地
図（J-SHIS）のデータを用いて，2次メッシュ内

で 30 年の間に地震火災が発生する確率を計算し
た地図である（津波火災は除く）．東日本大震災
のデータを用いているため「春かつ昼間で風速が
遅い」「建物倒壊に伴う大規模延焼はあまりない」
といった偏りのあるデータを集計したものにすぎ
ないが，これまで直近で多くの地震火災があった
場所に比べ，東京・名古屋・大阪を代表とした大
都市は出火リスクが非常に高いことが確認できよ
う（廣井，2015）．つまり世帯当たりの出火率は
たとえ減ったとしても，曝露量が激増している現
代都市においては，単位面積当たりの出火件数が
増加していることも十分考えられる．
　また，関東大震災時には，飛び火によって火災
が道路や市街地あるいは河川を跨いで延焼してい
る．このように，飛び火で何百mも先に延焼す
る事例は静岡大火，鳥取大火，能代大火など，過
去にも多く発生している．このリスクは，建築物
の不燃化（特に屋根材）がある程度すすんだこと
で，だいぶ減少したと一般には思われていた．し
かしながら，前述した糸魚川市大規模火災では出
火点が一点であったにもかかわらず，強い南風と
いう気象条件もあいまって多数の飛び火が発生
し，10 m前後の幅員を有する道路を越えて延焼
した形跡も確認された．地震時は建築物の開口部
等が損傷する，屋根瓦が大きくずれることなどを
考えると，このような飛び火による出火リスク
も，いまだ現代都市は克服し尽くせていないと考
えるのが自然であろう．
　以上の点からも，「出火」という変数に限って
は，現代都市の地震火災リスクは，関東大震災時
よりも大きく改善しているとはいえない状況が確
認できる．

表 4　東京市各区の出火件数

内閣府（2006），井上（1925）および東京市（1926～1927）より引用．
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3． 現代都市の「燃えやすさ」は 
どう変わっているのか

　つぎの変数は延焼，つまり都市の「燃えやすさ」
である．関東大震災当時の都市構造を概説する
と，建築物はほとんどが木造であり，また橋も多
くが木造であるか，鉄橋であっても敷板に木材を
使ったものもあったため，後者は特に避難行動の
大きな阻害要因になっている．さて，100 年前の
関東大震災時と比べて現代都市は不燃化が進でい
るが，わが国にはまだまだ広域火災が懸念される
地域が数多く残されている．たとえば 2012 年に
国土交通省は住生活基本計画（全国計画）におい
て「地震時に著しく危険な密集市街地」約 6,000 ha
を公表し，2020 年度までにこれらをおおむね解
消するとの目標を定めていたが，いまだ少なくな
い数の密集市街地が残されている．それでは，こ
のような密集市街地における「燃えやすさ」はど
の程度変化しているのか，量的な比較をしたい．
一般に建蔽率や木造建物率などの市街地性能から
延焼速度を求める式は延焼速度式と呼ばれ，浜田

式などがよくしられている．ここでは簡単のた
め，東京消防庁が開発した東消式 2001 を用いて，
過去と現在の密集市街地を比較する．さて，この
延焼速度式のもとでは，風速 6 m/s の条件下で
は，関東大震災前の浅草の市街地（建蔽率 55%，
道路率 15%，木造率 90%，防火造率 10%，準耐
火率 0%，耐火率 0%）は火災の初期段階において
約 60 m/h という延焼速度が導ける．一方，現在
の京島の市街地指標（建蔽率 50%，道路率 15%，
木造率 15%，防火造率 60%，準耐火率 10%，耐
火率 15%）から同じく延焼速度を計算すると，
約 42 m/h という数値が得られる．つまりこの計
算から，現代市街地の燃えにくさは，関東大震災
時から「三分の二くらいの延焼速度になった程
度」という評価ができそうである．ここで 2016
年末の糸魚川市大規模火災を思い出してみたい．
この火災の焼失範囲は，道路なども含めるとヘク
タールあたり 40 棟ほどの建物密度であることが
分かっている．他方で国土交通省は密集市街地を
「ヘクタールあたり 60 棟以上で老朽住宅棟数率
50%または木造住宅棟数密度がヘクタールあた
り 50 棟以上の地区を基本とした防災上危険と判
断される市街地」と定義しており，これらは東京
や大阪をはじめとしてわが国にいまだ数多く残さ
れている．すなわち，わが国には糸魚川市大規模
火災の被災エリアを上回る密度で，なおかつ関東
大震災時から三分の二くらい燃えるスピードが遅
くなっただけの「燃えやすさ」を持った密集市街
地がいまだ数多く存在しているという事実が浮か
び上がってくる．
　一方で密集市街地での延焼以外にも，地震時に
おける新たなタイプの被害が顕在化しつつある．
筆者らの調査によれば東日本大震災時，揺れに伴
う建物火災の約 4割が 4階以上の建物内で発生し
ていることがわかっている（廣井，2015）．他方
で仙台市の調査によれば，東日本大震災時の仙台
における中高層建築物のうち約 50%のスプリン
クラーに，また約 30%の防火戸が機能不全を起
こしていたことが判明している（日本火災学会，
2016）．つまり大規模地震発生時には，平常時に
われわれを建物火災から守ってくれる防火設備・

図 1　 確率論的地震出火予測値図（30年以内に 2次
メッシュ内で地震火災が 1件でも発生する確
率）
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消火設備が揺れによって機能不全を起こしてしま
い，万一そこで火災が発生してしまうと，千日デ
パートビル火災などに代表される過去のビル火災
が震災時に再現されてしまうという可能性も考え
られる．筆者はこれを「震災時ビル火災」と呼ん
でいるが，いずれにせよ 100 年前の市街地と現在
の市街地を「延焼」という切り口から比較した場
合，燃えにくさは多少改善されたものの，延焼速
度が多少遅くなった程度であり，また震災時ビル
火災のような新しいリスクも顕在化しつつあり，
いまだ予断を許さないという現状が示唆される．

4． 地震火災時の「消火力」は 
どれだけ上がったのか

　3つめの変数は「消火」であるが，この能力は
100 年前と比べて大幅に向上している．特に，わ
が国が消防の常備化率を飛躍的に向上させた
1970 年前後以降に都市大火は激減している．こ
のことからも，平常時の都市大火が酒田大火以降
約 50 年発生していない主な理由は，市街地の不
燃化よりむしろ公設消防の充実によるところが大
きいと考えられる．しかしながら，都市部におけ
る大規模地震時は同時多発火災となる可能性が高
く，現代消防においても火災の同時多発に十分対
応できる資源が準備されているわけではない．さ
らに大都市部においては，東日本大震災時におけ
る東京と同じように，帰宅困難者が自動車で一斉
帰宅を試みる，多くの人が都心部へ家族を自動車
で迎えにいくなどで車道の深刻な交通渋滞が発生
し，消防の現場到着時間も大幅な遅延が予想され

る（5）．したがって，平時は常備消防の充実によっ
て大火は激減したが，地震時においてはそのかぎ
りではない．
　このような状況のなかでは初期消火にその解決
策を求めたくなるものの，地域住民などが行う初
期消火についても，地域コミュニティの機能不全
などにより，関東大震災時よりも効果的に働くと
は言いにくい．たとえば筆者は近年の地震火災に
関する初期消火を継続的に調査しているが，この
結果を見るかぎり，地震時に初期消火ができた事
例は実際にはごくわずかである．表 5は東日本大
震災（津波火災は除く）と熊本地震（前震もしく
は本震に起因して発生したもの），および大阪府
北部地震の調査データを用いて，全体の火災件数
（不明は除いたため，初期消火成功と消防活動と
自然鎮火の和）のうち初期消火に成功した火災の
割合を初期消火成功率と定義し，まとめたもので
ある（日本火災学会編，2018）．大阪府北部地震
においては自衛消防組織が初期消火に成功してい
るものの，これを見るかぎり，強震時における自
助・共助による初期消火は継続的な訓練を行わな
いかぎり，現実には難しいものとみることができ
よう．

5． 地震火災からわれわれは逃げることが 
できるのか？

　最後の変数は「避難」である．100 年前の関東
大震災時から得られる避難に関する教訓はさまざ
まであるが，代表的なものとしては 2種類の教訓
があげられる．1つは避難方法に関する教訓であ
り，関東大震災の猛火から家財道具を持って避難
した人が多かったため，これが延焼を助長して甚
大な被害に繋がったというものである（6）．もう 1
つの教訓は避難場所の安全性に関する教訓であ
る．関東大震災の主な死者発生パターンとして
は，地震発生直後の逃げ遅れのみならず，9月 1
日 15 時くらいから深川区・本所区などで広域火
災に挟まれて逃げ場を失い多数の人が亡くなった
ことがわかっている（内閣府，2006）．特に後者
については，本所区本所横網町の陸軍本所被服廠

表 5　 熊本地震と大阪府北部地震および東日本大震
災の初期消火率
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跡（現在の墨田区横網町公園ほか）での約 4万人
にも及ぶ人的被害や，17 時くらいには神田駅を
東西に挟まれて避難した人が亡くなり（神田駅で
の死者は 108 人），他にも錦糸町駅（死者 630 人），
吉原公園（490 人）など，多くの人が避難した場
所で多数の人が亡くなっている（表 6）．被服廠
跡で発生した火災旋風はよくしられているが，頻
繁に報道される火災旋風という現象の恐ろしさよ
りむしろ，被服廠跡のような多くの人が集まった
場所で火災旋風が発生したという点こそが問題と
考えられる．

表 6　 関東大震災時の東京で 100 人以上の死者が
発生した場所

内閣府，2006；中村，1925.

図 2　東京都における避難場所指定（東京都都市整備局，2023）
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　さて，このような甚大な被害と引き換えに得ら
れた教訓をもとに，わが国では 100 年の間，火災
から命を守る避難場所の整備と，それとともに不
燃の橋，広幅員かつ不燃化された避難路などの
ハード整備を精力的に行ってきた．特に避難場所
については，周囲を全面火炎に囲まれても計画人
口を輻射熱から守るような工学的根拠を基にして
設計されており，たとえば東京都は図 2のよう
に，緑地確保施策とセットで避難場所を整備して
安全性を向上させてきた．このためわが国の都市
では，市街地火災からの避難に関するハード性能
は劇的に改善された．
　しかしながら，避難に関するソフト性能に目を
向けてみると，現代都市では高齢化も進んでいる
うえ，広域火災からの避難行動に関するリテラ
シーはかなり衰えている．また風水害や津波の避
難と比べて，広域火災からの避難に関する経験も
なければ，防災教育はほとんど行われていないと
いう現状もある．たとえば図 3は筆者が糸魚川市
大規模火災後に避難勧告対象地域で行った避難行
動調査の結果であるが（廣井ほか，2019），ここ
では出火から約 2時間後に避難勧告が出たにもか
かわらず，火の様子を見ていて避難をしなかった
人が避難勧告対象地域の 4割にものぼり，また避
難をしたとしても多くの人が避難場所ではなく路
上の交差点など視界が確保できる場所で待機して
いる．これに対して，何らかの火災対応をしてい

た人や，要援護者の支援をしていた人はそれぞれ
1割程度と，ごくわずかであることが判明した．
糸魚川の事例は，地震火災時とは異なり平常時の
大規模火災であるため，必ずしも火災発生後すぐ
に避難することが最善の行動とは言いきれず，要
援護者の支援や火災対応などに従事する余裕も残
されているはずだが，それでもこういった状況で
ある．もし地震火災であっても糸魚川のように火
の様子を見て避難しない人が多いとしたら，関東
大震災のように，強風下では風向が変わることで
飛び火による同時多発状態となり火災に囲まれ多
くの人的被害が発生する可能性も捨てきれない．
このように，避難に関するソフト性能については
関東大震災時よりもだいぶ劣っている可能性もあ
り（7），いくらハード性能が改善したとはいえ，避
難行動についても地震時を対象とするかぎり，
100 年前と比べて磐石となっているとはいえない
現状がある．

6． お わ り に

　本稿では，現在の被害想定で考慮されていない
点も含め，現代都市の地震火災時における火災安
全性能について，それぞれ出火，延焼，消火，避
難という 4変数から関東大震災当時の比較を行っ
た．紙幅の制限で言及できていない点も多々ある
が，これらを個別に単純比較しただけでも，現代
都市がまだまだ潜在的に大きな地震火災リスクを
有している，つまり近い将来の首都直下地震等に
おいても条件が悪ければ，甚大な被害が発生する
可能性があることがわかる．消防力の充実によっ
て平常時の大火を経験することのないわれわれ
は，ともすれば都市火災リスクを根絶させたよう
な錯覚に陥るが，この 100 年で都市の火災安全性
能が飛躍的に高まっている，というわけではけっ
してない．市街地の難燃化がますます進み，密集
市街地も減りつつあるなかで，典型的な LPHC
（Low Probability High Consequences：低頻度大
規模）型災害である地震火災被害を今後どのよう
に減じていけばよいかはなかなかの難題である
が，目標とする安全水準の再定義も含めた新しい

図 3　 避難勧告や避難の呼びかけを聞いた直後の
行動（N＝136，MA）（廣井ほか，2019）
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リスク低減に関する計画論の提案が必要とされよ
う．
　ところで，地域の地震火災リスクは上記の 4変
数を掛け合わせることで一意に算出されるが，防
災まちづくりの立場からはその逆問題を解く，つ
まり地域の実情に合わせて火災リスクも含めた都
市の魅力を最適化する作業となる．地震火災対策
はともすれば甚大な被害量となりうるため，全国
の木造密集市街地をゼロにしよう，木造建築物を
できるだけなくそうという方向に議論が向かいが
ちであるが，たとえ木造密集市街地が「延焼」と
いう変数で脆弱であったとしても，「出火」，「消
火」あるいは「避難」という別の変数の性能を高
めることで補うことが可能である．これはあらゆ
るリスクに共通と言えるが，過度の安全至上主義
にならないよう注意したうえで，最適な 4変数の
バランスを地域の事情に応じて実現する作業が求
められる（中島ほか，2018）．

　補注
（1）　 より細かくは，東京市の全世帯数のうち 73.4% が

被害を受けており，うち火災によるものが 84.9%
となっている．また，横浜市では同様に 95.9% の
世帯に被害が及んでおり，そのうち火災によるも
のは 66.0% となっている．つまりこの両市では，
全世帯の約 6割が全焼，総死者の 9割が焼死だっ
たことがわかる（内閣府，2006；内務省社会局，
1926）．

（2）　 一般に，33,000 m2（1 万坪）が延焼した市街地火
災を「大火」と呼ぶことが多い．

（3）　 たとえば，2013 年 12 月に公表された中央防災会
議の被害想定によれば，都心南部直下地震による
人的被害は，冬の夕方，風速 8 m/s のケースで約
16,000～23,000 人と報告されている（中央防災会
議，2013）．またこの内訳としては建物倒壊にお
ける死者が約 6,400 人，急傾斜地崩壊による死者
約 60 人，地震火災による死者は約 8,900～16,000
人であり，幅が大きい．

（4）　 たとえば浅草区では 19 件の延焼火災が発生して
いる一方で，それに対処する消防署の部隊は 7隊
であったことがしられている．

（5）　 熊本地震では「震災による出動途上の道路の崩壊
で迂回しながら現場へ向かい大幅な時間のロスを
した」という消防活動上の影響を報告した火災が

存在するが，この火災は火元建物が全焼し，熊本
地震で隣棟延焼に至った 2件のうちの 1件であっ
た．

（6）　 当時の東京での建物所有形態は借家が多く，命と
家財さえ守られれば次の日に新しい家を確保して
被災前と同様の生活を送ることが可能であった．
また，江戸時代は家財道具の運び出し（当時は車
長持）が幕府によって規制されていたが，関東大
震災当時はこの危険性が忘れられており，大八車
に荷物を積んで家財と一緒に避難する記録が残さ
れている．結果としてこれが避難路をふさぐとと
もに燃え草となって被害が拡大したものとみられ
ている．

（7）　 筆者は 10 年前に，被服廠跡で生き残った方に話
をうかがったことがあるが，当時は火災発生時の
避難場所を家族や親戚などで事前に申し合わせを
行っておくほど，市街地火災のリスクは身近で
あったという．他方で現在は，家族間で火災時の
避難場所を確認する家族もそこまで多くなく，市
街地火災からどのようにどこに逃げればよいの
か，住民のみならず，避難情報を出す市区町村で
あっても，十分な被害イメージを持っているとは
言いがたい状況がある．
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1． は じ め に

　池田 宏（1881～1938）は都市計画法を作った
人物として周知されているだけに，彼の業績は都
市計画法公布にいたる苦労にみちた経過とともに
語られる場合がほとんどである．しかしながら，
関東地震発生直後に内務大臣後藤新平に指名さ
れ，内務省社会局長官として震災緊急対策にあ
たった仕事の内容にはあまり言及されていない．
ここでは，池田の都市計画者としての側面だけで
はなく，まずは，社会局長官として関東大震災の
緊急・応急対策の責任を担った人物としてなにを
成し得たのかを軸に関東大震災の応急対策，復興
課題がどう展開したかを追ってみようというので
ある．そして最後に上海の都市計画に関わった事
実を通して，彼が抱いた都市計画がどういう意味
をもたらしたのかも考えてみたい．

2．「帝都復興ノ議」を巡って

　関東大震災で後藤新平（1857～1929）が手掛け
た「帝都」復興事業の手始めはどんなものであっ
たのか，まずは震災発生の翌日 9月 2日から 6日
までの彼の日記（奥州市後藤記念館蔵）からうか
がうことにしよう．
　後藤の日記は各種あるがいずれも当該日の行動
記録のメモ的なものが多い．以下は，そのうちの
震災発生直後の部分である．

　　（九月二日）　 午後六時青山東宮御所ノ御茶屋
ニテ親任式　鮮人ノ報起ル

　　（九月三日）　昨夜亀戸ノ殺傷起ル

　　（九月四日）　　　　復興議起案
　　　　　　　　 次官　総監任命ノ議午前十一時

半即決　社会局後任モ決定　
　　　　　　　　直上奏裁可ヲ頼タリ
　　（九月五日）　
　　（九月六日）　内閣員　復興議ヲ内示ス

　以上の記述を当時の状況に合わせて読み解く
と，地震発生から一日を経た 9月 2日の夜，山本
権兵衛内閣の内務大臣に就任した後藤新平は震災
で電気も通じないなか，他の閣僚とともに東宮御
所（現赤坂離宮）の庭の四阿（あずまや）で病気
療養の大正天皇に代わり若き摂政宮（後の昭和天
皇）から親任を受けた．その後引き続き夜遅くま
で新旧閣僚が集う場で当面の緊急事態について話
合いが続き，横浜から発生したという朝鮮人の殺
傷事件を聞き及んだ．翌日には労働運動家平澤計
七や，南葛飾の組合活動家など十名が亀戸署に拘
引，殺害された亀戸事件を耳にしている．こうし
たなか，後藤新平は 9月 4日の閣議に対して，朝
鮮人 1万 5千人を陸軍千葉習志野および下志津演
習場廠舎に収容すること，避難民への糧食調達な
どの緊急対策とともに，震災復興の根本方針を認
めた復興議案を提案した．さらに同日には内務次
官（塚本清治），警視総監（湯浅倉平）を即決させ，
社会局長官であった塚本の後任を池田 宏とする
裁可を受け，意の通じる人物で大臣の身辺を固め
た．
　9月 6日にはいわゆる「帝都復興ノ議」を閣議
に請議した．後藤の日記の文面からは，内閣員が
復興議を内示したと記されているところから，私
は当初，この内閣員とは後藤新平が東京市長にな
る前からその下で都市研究会を組織し，都市計画

震災復興と旧都市計画法 
―池田 宏の足跡を追って―

北原糸子
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法を成立させた池田 宏ではないかと推測した．
しかし，この推測は間違っていたことに気づい
た．少なくとも震災発生の 9月 1日から数日の
間，池田は在京ではなかったことが明らかにされ
ていたからであった．池田 宏の後妻となる池田
民子が戦後になって，当時京都に滞在していた池
田 宏宛の 9月 5日付後藤書簡の存在を明らかに
した（池田，1932）．京都にいた池田 宏宛の後藤
書簡には「即時内務省へ御出頭下されたく候，実
は昨日即けつ（9月 4日）貴兄を社会局長に任用
の事昨夜御裁可を経て本日辞令交付（9月 5日）
の事に相成候」とある（筆者（　）内注記）．後
藤からの社会局長官任命の書簡に，池田が東京に
舞い戻るにしても後藤が翌 6日に閣議に提案する
「帝都復興ノ議」の素案に直接関わる時間的余裕
などはまったくないことは明らかだ．では誰なの
かという疑問は残る．
　吉川 仁によれば，内務省都市計画課第一技術
課長山田博愛であったという（中央防災会議，
2009）．この点については，『都市公論』帝都復興
祭の記念号に山田博愛が帝都復興に関する具体的
な事実経過を記している（山田，1930）．山田博
愛（1880～1958）は当時内務省都市計画局第一技
術課長であったが，第一技術課の担当領域は水陸
交通施設，上下水道，地下埋設物整理，塵芥処分
の技術的事務であったという．山田は，9月 5日
に復興計画作成を踏まえ，内務省が丸焼けになり
失われた都市計画の書類や図面を関連部署として
保管している東京市の地理課にいき，図面などを
借り受け，9月 6日に第一技術課の打合せ，翌 9
月 7日には都市計画局会議開催となる．ここに，
社会局長官となった池田 宏，建築家佐野利器な
ども出席した．この会議においては，帝都復興の
根本方針として，① 帝都復興省を設置し，② 復
興費は内外国債で調達し，帝都復興は国費によ
り，③ 帝都以外の復興費は無利子で国費の貸付
によるとする基本三項目を内務大臣を通して総理
大臣へ建議したと記されている．
　以上見たように，都市計画局の 7日の会議に池
田が出席した事実からして，彼は後藤の書簡を受
け，ただちに京都から東京へ舞い戻ったことが確

認できる．
　さて，時を少し遡って，以下の経緯はよく知ら
れた事実である．池田は，後藤が東京市長に就任
した1920年 12月 17日，永田秀次郎（1876～1943），
前田多門（1884～1962）とともに，請われて内務
省社会局長から東京市の助役に引き抜かれ，いわ
ゆる八億円計画の「東京市政要綱」など，後藤の
下で都市計画法に基づいて東京改造へ向けた仕事
に邁進していた．ところが，後藤がロシアとの交
渉を続ける上で東京市長の職に就いたままでは不
都合という本人の強い意向で，1923 年 4 月 27 日
突然東京市長を辞職し，その跡の東京市長は永田
秀次郎が引き継ぐことになる．この事態によって
池田も東京市助役を退任（1923 年 6 月 8 日）後
は内務省に戻らず，古巣の京都大学で研究に没頭
しようとしていた時期であった．そして，池田は
ふたたび後藤に呼び戻され，震災復興に関わるこ
とになった．この間わずか 3カ月あまりであった．

3． 社会局長官としての池田 宏の仕事 
（1923 年 9 月 5 日～1924 年 12 月 14 日）

　池田は社会局長官として内務省に戻り，大混乱
のなか，震災復旧・復興，被災地救済の行政サイ
ドの任務のすべてに責を負う立場に置かれること
になった．当面為すべきこととして，後藤に進言
した池田の親書の内容を再検討して，池田の進言
のうち，いずれが応急対策として実現したのか見
ておこう（北原，2023）．
　この書簡には日付はなく，後藤に宛てた「大震
災直後処理に就いて池田 宏氏の進言せしもの」
とする異筆の保存封書が添えられている．
　以下は，震災復旧救護事務についての六項目に
亘る進言書である．要約すると次のようである．
　1．　 全体方針を確立するために参謀本部的部署

を特設の必要
　2．　 避難者の民籍（戸籍）を急速に作成する．

その方法として，① 官公庁に収容中の避
難者，② 個人の民家に避難する者には建
物の占有者が戸籍を作成，③ 宮城，外苑，
公園，広場に避難した者については東京市
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が調査する，④ 移動する場合に備え，直
ぐに準備を図る

　3．　家屋の収用は速やかに断行
　4．　 以上の件は，警察署員だけで実施するのは

困難だから，救護事務担当以外の東京市の
職員を出動させる

　5．　災害地の片付け
　　　　（1）　 死亡者の処理（① 死亡者の遺骸処

理に就いては回向院などを造営し
共同の納骨堂を造営，② 関係記録
を集め過去帳を作成）

　　　　（2）　 焼跡の片付け（① 個人の力では困
難，計画的に公で実施，② 専用鉄
道敷設し，塵灰焼残りの土石木材
を搬出して東京湾の埋築事業を市
営で実施）

　6．　糧食の配給　
　　　　（1）　 明日にも食糧が届く．市民一同が

飢餓状態，糧食の争奪の修羅場の
予想される状態．公に組織的に配
給を実施するためには，先に提案
した民籍を作成し，それに沿って
市内を数区にわけ，さらに数十の
小区に分割して配給所設置，要員
を配置する

　　　　（2）　 副食物，栄養価ある食品，毛布，
消毒薬，薬品類等の備え必要あり

　以上にあげられている項目が震災応急策のなか
でどう実現されたかをみておく．
　（1）　 臨時震災救護事務局官制（勅令 397 号）

が 9月 2日に発令され，総裁内閣総理大
臣，副総裁内務大臣，参与は各省庁の次
官，社会局長官，警視総監，東京府知事，
東京市長，9月 17 日には神奈川県知事，
横浜市長を参与に加え，行政機関の長か
らなる震災対応の参謀本部となるべき組
織が形成された．当初 500 人規模で全省
庁の職員が本職在任のまま震災事務の担
当とされ，この組織は池田着任前にすで
に発令されていた

　（2）　 避難者の戸籍作成は，全国へ散った避難

者について，震災の年の 11 月 15 日午前
零時を期して行われた国勢調査規模の
「震災避難者調査」によって実施された

　（3）と（5（2））池田が東京市助役として関わっ
た「東京市政要綱」の一部の実施要望が
含まれる

　（5（1） ）は池田とともに東京市助役であった永
田秀次郎が再度の東京市長（1930年 5月～
1933 年 1 月）時，1931 年震災記念堂とし
て建設された（現東京都慰霊堂）

　（6（1） ，（2））の状況から推して，避難民の多く
が市中で糧食の欠乏に喘いでいるものの，
一方では東京市の公設バラックに避難者
の収容が始まり，避難者集団への衛生面
の配慮が必要と判断された

　以上にあげたように，その後の状況から判断し
て，池田が提案した緊急・応急策はほとんど実施
されたとみられる．後藤宛のこれら震災緊急対応
策を進言する池田書簡は，遺体の火葬処理が終了
し（9月 10 日頃），東京への出稼ぎ労働者の大半
がほぼ地方の実家・知己の許へ避難するピークを
迎える 9月 7日～10 日の間頃ではないかと推定
される．ちなみに，ここに後藤が 9月 4日の閣議
に請議した朝鮮人対策に関する課題が登場してい
ないが，この問題は臨時震災救護事務局に設けら
れた 11 部署のうち，警備部および情報部が「治
安ノ維持ハ陸海軍警察相協力シテ之ニ当ルコト」
とされ，池田が社会局長官として任務に就いた時
点では，すでに後藤文夫警保局長を中心に組織的
対応がなされた段階と推定される（臨時震災救護
事務局，1923）．
　なお，9月 16 日に内務大臣後藤の閣議への義
捐金処理，および 9月 3日に示された天皇の 1
千万円の恩賜金処理に関する請議の内容からも，
この頃には救済行政事務の大枠が定まり，実施段
階であったと判断される．後藤内務大臣の閣議へ
のこれら 2件の請議は，義捐金が 9月 15 日段階
ですでに 270,004,758 円余の応募実績を踏まえ，
これらの資金はすべて「罹災救助基金法」の規程
に基づいて処分されるというものであった．9月
3日の天皇の御沙汰書の 1千万円の恩賜金（御下
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賜金）処理の請議では，内務大臣から内外を問わ
ず被災者（死者，全焼，全壊，半焼，半壊，負傷
者）に現金で配分するとして，遅れて 9月 19 日
に裁可された．この配分はいまだ全体の被災者数
が確定していない段階のため，比率を以て示され
た．以上の 2件の閣議への請議には「社会局」の
罫紙が使われている点も注意しておきたい．さら
には，恩賜金処理の請議案の最後に「罹災者ノ決
定ニハ相当困難ヲ感ズベキモ結局罹災者ヲ知ルコ
トハ必スシモ不可能事ニハ非ス」と暗示的な一行
が加えられている．この一行は，池田 宏の後藤
宛書簡にあった避難者の民籍作成を指すものと推
定されるが，10 月初旬には各県知事宛に震災避
難者調査の件が通達されはじめていた．これがす
でに述べた各地域へ震災避難者の戸籍造りともい
える 11 月 15 日午前零時を期して行われた震災避
難者調査であった．
　こうした事実を踏まえれば，震災から半月後の
9月半ばには，初期の緊急対応が一段落したと推
定できる．さて，次なる事態は，9月 12 日，天
皇による帝都は移転せずに東京を帝都として復興
させるとする詔書によって，帝都復興問題が課題
となる．

4． 都市計画法に基づく東京改造案 
　 「東京市政要綱」と池田 宏

　震災が発生したからといって，中心部 43％を
焼失した東京の再生案が 4日や 5日でできるわけ
ではない．震災復興の元となる原案は，市区改正
条例による東京の改正を目論み立ち上げられた東
京市区改正委員会（1914 年），都市研究会の機関
紙『都市公論』（1918 年 4 月創刊）など徐々に都
市計画の啓蒙活動を通じて周知を図り，ようやく
公布された都市計画法（1919 年 4 月）を踏まえ，
1920 年 1 月に六大都市（東京，大阪，京都，神戸，
名古屋，横浜）に都市計画法が施行されたことが
前提となる．いうまでもなく，第一次大戦後の日
本の景気好転が都市化の波をいっそう促進させ，
都市に集中する人々の住宅難が深刻化，大都市が
抱える固有の問題への解決策が必定なものとなっ
ていた．この間，1918 年 7 月，富山に発生した
米騒動が全国の都市に波及したことをきっかけ
に，内務省地方局救護課は社会課となり（1919
年 12 月 24 日），翌 1920 年 3 月 24 日に社会局に
なる．池田はこの初代社会局長（1920 年 8 月 26
日）になったが，先に述べたように東京市助役に
引き抜かれて，4カ月後には社会局長を退任，後
藤の元で「三田」"さんた"といわれる永田，前田，
池田の三助役を中心に，東京の改造計画「東京市
政要綱」が作成される．8億円となる各項目の詳
細は省略して金額だけを示すと，表 1のようにな
る．これら各項目を実現することが東京の大改造
に繋がるという目論みであった．
　さて，これらの東京改造計画，つまり都市計画
法の実施となる前提には，池田 宏が周到に準備
してきた調査・研究があった．雑誌に発表され池
田の都市問題関係論文の数は 200 件近く，それら
を検討した渡辺俊一によれば，池田の都市計画に
関わる内務省における立場と連動しているという
（渡辺，1933）．
　雑誌『斯民』
　　　　　 内務省入省（1905 年）～欧米各国出張

から帰朝の 9年間

表 1　 「東京市政要綱」8億円構想の各項目
予算（都市計画協会，1986）

No 費目 金額（万円）

1 教育費 1,560
2 社会事業費 430
3 都市計画街路 14,360
4 道路舗装 6,400
5 塵芥屎尿処分 500
6 上水道拡張 1,150
7 改良下水 8,600
8 街路占用工作物処理 20,000
9 既設公園改良，新設 2,000
10 港湾修築・水運改良 13,350
11 葬場費 800
12 市場及賭冊屠殺場 600
13 庁舎 1,200
14 田園都市 4,800

計 75,750
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　　　 『京都法学会雑誌』
　　　　　 ～～内務省大臣官房都市計画課長

（1918 年 5 月）
　　　 『都市公論』
　　　　　 ～～内務省都市計画局廃止（1924 年

12 月）
　　　 『都市問題』
　　　　　 ～～市政調査会研究担当理事（1935

年/1936 年）
　　　 社会教育・国策関係
　　　　　晩年～死去（1939 年 1 月 7 日）
　著作は，『都市計画法制要論』（都市研究会刊，
1921 年），『都市計画法制』（都市研究会刊，1922
年），『都市計画講習録』（都市研究会刊，1922 年），
『都市経営論』（都市研究会刊，1922 年）と都市
計画法公布後の 1，2年の時期に集中している．
　ここでは，最初の都市計画法が成立した 1919
年 4 月 5 日から 5カ月を経て刊行された『現代都
市の要求』，2年後の『都市計画法制要論』（1921
年 10 月），ついで翌 1922 年 8 月刊行の『都市経
営論』などから，池田が構想した都市計画とはど
ういうものであったのかを簡単にみておくことに
したい．いずれも，出版は毎月刊行の『都市公論』
と同じ都市研究会によるものであった．
　『現代都市の要求』の序文には，第一次大戦後，
欧米列強に伍して地歩を固めたわが国の都市は欧
米に比べ劣っている点が問題であり，国勢の赴く
ところ，都市の改善，市政の刷新が必要であり，
都市問題の解決に資することを願うとする．しか
しながら，序文には，わが国は地方の改良には官
民協調するが，都市問題にはきわめて冷淡な情勢
であると，内務省内における都市への関心の低さ
を批判している．
　本書は，東京への人口集中がもたらす周辺町村
へ「タコ足状」の拡大は，一日対策が遅れればそ
れだけ統制のとれない土地開発が進行するとする
強い危機感を述べ，後半では，その解決法として
ようやく発令された都市計画法・市街地建築物法
によって，土地政策，地域制，周辺町村へ延伸さ
れる統制された都市化が行われることになると解
説する．

　2年後の『都市計画法制要論』の序文では，都
市計画法成立から 2年を経過しても法にそった実
施事実がないと，池田は現状批判を述べる．本書
の意図は，都市計画法が六大都市に適用された
1920 年から 3年後の 1923 年には 25 都市に拡大
される傾向を踏まえ，都市行政に関わる行政マン
に対する解説書として意味を兼ねていた．平易な
言葉で，パリ，ドイツ，イギリス，アメリカの各
国の都市計画法のあり方を簡単に紹介しつつ，日
本の都市計画がどうあらねばならないかを示そう
という意図に貫かれている．
　それと比較すると，初版 1922 年 8 月刊行の『都
市経営論』（都市研究会刊）は，都市計画法に基
づいて，歴史を踏まえたわが国の都市をいかにし
て近代都市として存立させるかを論じるもので
あった．本書は，本格的な都市論として多くの読
者を獲得した模様で，まずは欧米諸国の都市形成
史から必然的に生成されてきた仏（パリ），独（ベ
ルリン），英（ロンドン），米（シカゴ，ニューヨー
クなど）のそれぞれの都市の特徴を反映する都市
法の詳細な解説と批判，その上で歴史を踏まえた
わが国の都市のあるべき姿を論じ，最後には，「帝
都の復興」の章が追加され，改訂版として出版さ
れている．この最後の章の内容は，1923 年 9 月
12 日の東京は移転せずとする詔書から始まり，
帝都としての東京をどう復興させるかを論じ，多
額の復興費を要する帝都復興論に対する「地方を
犠牲にするのか」という根強い批判，あるいは復
旧か復興かなどの論争に対して，焼土全部買上
げ，用途地域を確定し，街路幅員 24 間などを前
提に，後藤の帝都復興論にたいする弁護論的立場
に立つものであった．いまだ，帝国議会第 47 議
会においてこれら三基本策が否決される以前，
1923 年 11 月頃までに追加原稿が執筆されたと推
定される．後藤の帝都復興案はまだ敗北せず，内
閣総辞職もない段階の都市計画法を踏まえた震災
復興への期待がかかる一書であった．

5． 都市計画法の実現―震災復興

　さて，その後の政府と帝都復興策について設け
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られた帝都復興審議会，帝都復興評議会，参与会
における審議の経過は周知の事実であるから，こ
こでは省略して，池田の足跡を追うために先を急
ぐことにしたい．帝都復興策は第 47 議会（12 月
11 日～12 月 23 日）で否決，帝都復興院の事務費
も削減されるという事態を迎える．1923 年 9 月
27 日公布された帝都復興院の計画局長池田もそ
の職を解かれた．12 月 27 日，さらなる衝撃的事
件が山本権兵衛震災内閣を襲う．第 48 通常議会
開催の開院式へ向かう摂政宮を難波大助という青
年が狙撃したため，内閣総辞職となったのであ
る．これによって後藤新平の内務大臣在任期間は
わずか 4カ月で終止符を打たれた．年が明けた
1924 年の 1月 7日に貴族院議長清浦圭吾による
新内閣が成立し，帝都復興事業は，2月 25 日内
務省の外局と位置付けられた復興局によって着手
されることになる．被災者の救済を担った臨時震
災救護事務局も当初の予定どおり，3月 31 日を
もって閉鎖された．内務省社会局長官の任にあっ
た池田は臨時震災事務局閉鎖後日を置かず，被災
者への住宅供給を目的に震災義捐金 1千万円を以
て 5月 23 日に設立・認可された同潤会の初代理
事長に就任した（宮澤，1993）．また，同時に，
10 万余の東京市中の被災者収容の予定で建てら
れた公設バラックでは，徐々に退去者も出たもの
の，ゆく先も見出せずにバラックに居続ける入居
者に対して，社会局は 1924 年 6 月には公設バ
ラックの撤退作業に入った．東京市に管理を委託
した公設バラックの撤退作業については，池田の
次の発言が記録されている．「国家が多数国民に
対して無償の居住を与ふるが如き政策は未だ何れ
の国に於いても採らざる」として退去への強い勧
告を発した（北原，2022）．そして，公設バラッ
クでは遂に 1925 年 4 月に残留者を強制退去され
ることになるが，その前年の 1924 年 12 月 15 日
に池田は京都府知事に転任した．

6． 池田の地方長官時代

6．1　 京都府知事（1924 年 12 月 15 日～1926 年
9 月）

　京都府会は，池田 宏を京都府知事として迎え
るにあたって，次のように判断したとされる．池
田は根っからの政党嫌いの生粋の官僚であるこ
と，池田の岳父大森鐘一は，震災当時大正天皇妃
貞明皇后の皇后宮大夫であり，かつて京都府知事
であったことなどによって，その義理の息子池田  
宏が府知事として赴任することを府会は是とした
（京都府会史事務局，1951）．当時の政治情勢は
1924 年 6 月護憲三派内閣が成立し，京都府会に
おいても第 15 回総選挙の結果，護憲三派が勝利
し，京都市は憲政会，郡部は政友会と互いに対立
が激しさを増す時期であった．郡役所廃止に伴う
市部と郡部の財政負担問題から府会は京都市中の
議員と郡部の議員との政治相克がはげしく議長不
信任問題で紛糾した．これが尾を引き，1926 年 6
月の臨時府会においては知事弾劾にまで発展し，
知事不信任決議は立ち消えとなったものの，不信
任決議案も提出されかねない経験をした．
6．2　 神 奈 川 県 知 事 時 代（1926 年 9 月 28 日～

1929 年 7 月 5 日）
　京都府知事を退任した後，池田は神奈川県知事
に赴任することになった．1926 年 9 月 29 日の『横
浜貿易新報』は，前任者の堀切善次郎が復興局長
官に栄転したと伝え，同じ紙面で，「都市計画方
面の最高の権威者で行政手腕に富む」池田 宏の
知事赴任を報じた（横浜貿易商組合，1923）．1926
年から 1929 年にかけての県知事の仕事は震災復
興事業の途上であり，京都府知事時代とは異なる
手腕が問われるところであった．特に震災復興の
事業年度が終了となる 1929 年度予算編成の 1928
年 10 月に震災貸付金の利子補給の打ち切りが通
告され，内務省の利子補給 2カ年延期の決定を大
蔵省が認めないという事情が判明し，ときに池田
知事はこれでは「横浜市も破産の外はあるまい．
県の明年度予算など，新税をいくら取り立てても
間に合ふものではない」として，無い袖はふれな
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いのだから，内務省を後援として極力大蔵省へ運
動する外あるまいと語ったと報じられている．
　1929 年 7 月 5 日，民政党濱口雄幸内閣が成立
すると同時に，池田は依願免職し，知事を退いた．
神奈川県の知事時代の功績として評価されている
点は，1927 年 4 月三部経済制度（府県，市制，
町村制の自治体間の行政権と財政権の分割・負担
問題）の廃止に伴い，県税の横浜市への分賦方式
を廃し一本化したことと，都市計画区域設定では
横浜市と連携し，鶴見・保土ヶ谷などの横浜市合
併を促進したことなど，都市計画法に関わる問題
群の処理などがあげられている．なお，知事在任
中の 1928 年 3 月新県庁舎が落成した（神奈川県，
1983）．

7． 晩年の池田 宏―上海の都市計画へ

　年譜によれば，地方長官を退いた後の池田は，
学究生活に戻る決意をし，専修大学，大阪商科大
学，京都大学において都市計画に関わる教育活動
に従事した．また，その間，社会事業関係の評議
員なども数多く歴任している．しかしながら，
1937 年には国民精神総動員中央聯盟評議員につ
くなど，戦時体制下の精神面での活動に関与する
ようになる．そして，翌 1938 年 5 月には上海都
市建設参画のため中国へ出張し，陸軍省の事務嘱
託となり，9月には上海の都市計画修了後，四度
の中国出張を終えたと記録されている（池田 宏
遺稿集刊行会，1940a）．
　池田が上海都市計画に関与した時期は，現地軍
部が日中戦争において和平工作を打ち切り，蒋介
石率いる国民政府を相手にせずとして，占領した
上海の復興を検討し始めた時期に当たる．越沢  
明によれば，この時期に現地日本軍から内務省へ
都市計画技術者派遣の要請があり，1938 年 5月～
9月に，石川栄耀技師などを含む 12 名が派遣さ
れたという（越沢，1985）．まさにこの時期に池
田の上海出張が重なる．
　都市計画家池田 宏の軌跡を追って，これまで
の研究のいくつかを見ておきたい．まずは，『都
市計画のパイオニアの歩み』（都市計画協会，

1986）である．本書は内務省都市計画課の池田の
後輩 6人へのインタビュー，「池田宏伝記」，内務
省都市計画課の官僚であった飯沼一省による「都
市計画私史」の三部構成と都市計画関係年表が付
されている．
　第二部の「池田宏伝記」は池田の都市計画法公
布への道程が内務省内の四面楚歌の環境下，いか
にきびしい状態で行われたかを指摘するととも
に，さらに池田の身辺事情も詳しく紹介してい
る．池田が父池田忠一への敬愛がいかに強かった
かをいくつかのエピソードで語る．池田家は幕臣
の出であったが，祖父は維新に際して帰農，しか
しながら父忠一は 1869 年（明治 2年），徳川家達
が率いる静岡藩へ復籍を願い静岡へ移住し，池田
宏も静岡で生まれた．父忠一は報徳思想に心酔し
静岡では身を以て実践，県内各地の郡長を勤めた
という．息子宏の出世街道にたえず忠告と励まし
を与え，池田自身も進んで父に助言を求める父子
関係にあったとされる．この点は都市計画法が標
榜する理念的革新性とは異なる一面が池田の内な
る思想に早くから胚胎されていたことをうかがわ
せる．
　池田の都市計画に関する思想について，実践を
伴わない上からの官僚的発想に基づくとしてきび
しく批判する高寄昇三は，池田が同時期大阪に革
新市政を敷いた関 一などとは異なり，伝統的日
本社会への回帰思想を持っていたこと，政党嫌い
から発する政治工作の無策が政策の実現を阻む結
果になり，結局のところ，政策が実現されずに精
神論に行き着いたことなどを指摘した（高寄，
1990）．一方，池田の著作全般に詳しく検討を加
えた渡辺俊一は，池田の晩年の変節ともいえる国
家思想への傾倒について，「暗闇のなか」と評し
た（渡辺，1933）．

お わ り に

　1938 年 9 月上海から帰国して四カ月後の 1939
年 1 月 7 日，池田は死去した．池田の遺骨は多磨
霊園に眠る．この池田家墓地にある宏自身が建立
した「敬親碑」には，1934 年 85 歳で死去した父
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忠一の儒学思想に支えられた社会への公正謹厳な
奉仕と，その後を追うように 100 日後に死去した
母須末子の慈愛を称える文言が刻されている．
　多磨霊園は後藤新平東京市長の許に内務省から
招致された池田を含む東京市助役ら三人を中心と
する東京改造案「東京市政要綱」のうち，先の表
1による 12 番目の予算項目にあたる葬式場・納
骨堂・墓地・火葬場の新設費の実現であった．
1919 年に作成された東京市の墓地計画案は，将
来の人口増加に備え 30～50 年間の市有墓地の所
要坪数 100 万坪ほどとし，東京の東，北，西の郊
外地に各 30 万部ほどの適地を選ぶ買収案が残さ
れていたという．このうちの西にあたる多磨霊園
（開設当時は多摩墓地）は，他の予定適地に先駆
けて 1919 年に多磨村を墓地予定地とし，1920 年
8 月東京都市計画事業多磨共葬墓地の認可を受
け，正式に発足したという．まさに，池田が構想
した都市計画事業の一環であった（村越，1981）．
　1939 年 1 月の池田の死去後 4月 15 日の追悼会
の席上，遺稿集を刊行することが提案され，永田
秀次郎を会長に遺稿集刊行会が結成され，『池田
宏都市論集』が翌 1940 年 4 月に刊行された．遺
稿集刊行会の決算報告（池田宏遺稿集刊行会，
1940b）によれば，募金額 5,504 円余，出版費用
などを差し引いた残金 800 円が「墓碑維持費とし

て池田家へ寄託」とある．多磨霊園正門入り口近
くのロータリーに沿う空地には，写真に示すよう
に，縦 250 cm，横 120 cm，厚さ 10 cmほどの巨
石の「池田 宏君碑」が建てられている．池田の
生涯とその功績を称える内容で，「昭和十五年一
月七日」と刻され，男爵一木喜徳郎の筆になる頌
徳碑である．しかしながら，遺稿集刊行会報告に
は，墓碑を建立したという記録がなく，墓碑の維
持費として 800 円が池田家に寄託されたという記
事のみである．時期的にみて，あるいは，池田家
に寄託された 800 円が建碑の費用であったのかも
しれない．ちなみに，多磨霊園には著名人の墓地
があることが紹介されているが，池田 宏の頌徳
碑はそのなかにあげられていない．
　最後に，晩年の池田についての評価について考
えておきたいと思う．先に述べた高寄の池田への
批判，あるいは晩年の池田についての渡部俊一の
コメントなどは戦後世代が共有する視点ではある
と思う．しかし，池田が関東大震災の社会局長官
として大量の住宅困難者の処遇に苦慮した体験な
どは，都市計画法実現に至る過程で自ら説いた理
念優先の政策が現場で簡単に通用するものではな
いことを実感することにもなったのではないかと
私は推測する．その一種の無力感がやがては，国
策研究会や国家総動員法聯盟委員などに関与する
ことでより強い力を期待することに繋がったので
はないかと．この点はいまだ震災以後の池田の思
索の跡を辿って得た結論ではない．しかしなが
ら，震災での救済対策の責を担う都市計画法の第
一人者に，都市の現実が与えた震災体験がどれほ
ど深刻なものであったのかを考えておく必要があ
ると思っている．
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　1923 年 9 月 1 日に発生した関東地震は，死
者・行方不明者約 10 万人というわが国史上最
大の被害（関東大震災）をもたらした．毎年 9
月 1日前後には，テレビでもこの震災に関する
番組が放送され，この震災を警告した今村明恒
とそれを打ち消した大森房吉との論争がよく取
り上げられる．
　この震災から 2年余り経った 1926 年 1 月に
今村はここに紹介する「地震の征服」を刊行し
た．
　本書の緒言で，今村は，地震を生命・財産を
奪う敵になぞらえ，これを征服するには，国民
すべてが地震や地震防災についての理解を深め
ることが最も必要であると述べている．
　同じ趣旨のことは，本書の本文の中でも次の
ように述べられている（以下，漢字・仮名遣い，
句読点は現在風に直した）．
　「地震国民が当然持たなくてはならない地震
に対する理解をどうにかして国民全般に徹底さ
せなくてはならない．それについて自分は民衆
と最も関係の深い新聞記者および新聞社からし
て地震を理解するところの我々の味方を得たい
ものだと思っている．なおまた最近，自分の具
体案としては，地震に関する一般知識を平易に
書いては，小学校諸兄の読み物とし，彼らを通
じて小学生徒に理解を与えてもらいたい．かく
のごとくすれば，今後 20 年ないし 30 年経過し
たとき，地震を理解してくれる中堅の国民がで
きるわけだ．また自分一生の事業としても，地
震の恐怖すべきでないことを徹底的に理解する
まで説いてゆく覚悟である．」
　本書は，このような目的で，震災後，各種の
調査研究に多忙な中，一気に書き上げたものと
思われる．
　本書は，第 1篇～第 4篇の 4部構成になって
いる．以下，各篇の概要を紹介する．

第 1篇　地震国民の地震に対する理解
　今村は雑誌「太陽」の明治 38 年 9 月号に「市
街地に於ける地震の損害を軽減する簡法」とい
う論説を投稿した．その真意は「地震災害は，
火災によって人的，物的被害が何倍にも大きく
なる．地震火災対策が最も重要である」という
ことであったが，その前段の「統計的に見れば，
東京は 50 年以内に大地震に見舞われる可能性
があり，適切な地震火災対策が行われない場
合，10 万人から 20 万人の死者が出る恐れがあ
る」という部分を，ある新聞が「東京をすぐに
も大地震が襲い，大災害が発生する」と今村が
警告したかのように伝え，その後やや強い地震
があったり，デマが流れたりしたので，一挙に
社会的不安を巻き起こした．これを鎮静化する
ため，上司にあたる大森房吉は，これを「今村
の浮説」とする雑誌への投稿や講演を行った．
　次に起こった大森・今村論争は，大正 4年
11 月に発生した房総半島東岸付近の群発地震
に関するもので，今村は，記者発表で注意を呼
びかけたが，大森は「前震はそれ自体の余震を
伴わない」として不適切な対応であったとして
批判した．そして，約 10 年後に関東大震が発
生して，今村の予想したとおりの大災害となっ
た．
　この日の今村の日記は，発震の約 30 分後に
は，震源が相模湾であることを推定して，記者
たちに説明したことなど，震災当日の今村の行
動を詳細に記録している．
　このとき，大森はオーストラリアで開催され
た国際会議に出張中で，10 月 4 日に帰国した．
大森は帰国途上，病が重くなっていたが，横浜
港に着岸した船で見舞った今村に対して，大森
は，「今回の震災につき，自分は重大な責任を
感じている．譴責されても仕方がない」と話し
ている．
　以上のような経過の詳細は，今村自身が本書

今村明恒著「地震の征服」（南郊社，1926）について



今村明恒著「地震の征服」（南郊社，1926）について── 63

に書き残したことにより伝えられているので
あって，今村の伝記，テレビのドキュメンタ
リー番組などの原典となっている．
第 2篇　最近大地震の概況
　関東地震と但馬地震についての今村の研究結
果が詳しく解説されている．
　関東地震の前兆については，三浦半島油壷験
潮場の潮位変化から，ずっと続いてきた沈下が
直前 3年間は隆起に転じたのではないかと考え
ている．
　1900 年頃までに諸外国で作られた世界の大
地震の分布図は，被害地震の分布図で，人口の
多い地域に偏っていた．1900 年以降，世界各
地で地震計による観測が行われるようになり，
今でいうマグニチュードの大きい地震は，世界
中均質にとらえられるようになった．今村は，
これを考慮して世界の大地震の分布図を作成し
ている．図は，その図のコピーで，1900 年以
前と以後で震源を〇と●で区別している．この
図には，今でいう大西洋中央海嶺にも数個震源
がプロットされており，今村はそれにも言及し

ている．
第 3篇　地震研究所
　今村が構想した「地震研究所案」が，あまり
に大規模だったために実現せず，寺田寅彦らの
別の構想の地震研究所が 1925 年に設立される
までの経緯が記述されている．
第 4篇　雑録
　本篇は今村の地震に関するさまざまな考察に
ついての研究ノートや雑感などが 24 節にまと
められている．中には他所で書かれたものも集
録されているようである．以下では，これらの
中から 4つほどを紹介する．
　「津浪と海嘯」では，津波について，その基
礎知識を説明し，次の言葉で結んでいる．
　「精巧なる地震計を用いるときは，単独なる
観測点に於ける地震記象より，震央の位置およ
び振動の大小を推定することが出来る．地震を
感じてから津波が海岸に到達するまでは，たい
てい 10 分以上の時間があるから，これらの材
料よりして津波襲来を予報することは，困難な
事業ではなかろうと思われる」（気象庁が全国

図　地球上における大地震分布
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的な津波予報業務を開始したのは 1949 年）．
　「外側地震帯」では，過去の外側地震帯の大
規模な地震の発生履歴について詳しく解説した
上，関東地震の次の大地震は，その西方のどこ
かである可能性がある，しかし発生時期の予測
は難しい，と述べている．今村はこの後，南海
地震の予知研究と防災啓蒙に取り組むことにな
るが，太平洋戦争と戦後の混乱のため観測が中
断した時期に，1944 年東南海地震，1946 年南
海地震が発生してしまった．
　「地震帯の捜索」では，内陸の大地震の再来
期間は数百年，数千年と長いので，未知の地震
帯があると考えられ，精密な地震観測，地形地
質調査や精密な測地あるいは天体観測を行うこ
とによってそれを発見できる可能性があると述
べている．1995 年阪神淡路大震災を契機に活
断層帯についての調査が大規模に行われるよう
になったのは，これから約 60 年後であった．

　「地震の避難に対する注意」では，強い地震
に見舞われた際に，各個人がどう行動すればよ
いかを丁寧に説明しており，まず「火を消す」
ことの重要性を説いている．これを徹底すれ
ば，「地震を征服できる」と考え，今村が，読
者の理解を最も深めかったことだと思われる．

後記：「地震の征服」は，国立国会図書館のHP
から入手することができる．
URL  : https://www.amazon.co.jp/%E5%9C%B
0%E9%9C%87%E3%81%AE%E5%BE%81%E6
%9C%8D-%E5%9B%BD%E7%AB%8B%E5%9B
%B3%E6%9B%B8%E9%A4%A8%E3%82%B3%
E3%83%AC%E3%82%AF%E3%82%B7%E3%8
3%A7%E3%83%B3-%E4%BB%8A%E6%9D%91
%E6%98%8E%E6%81%92-ebook/dp/B01B5 
XMFW6

津村建四朗　
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1． は じ め に

　1923 年関東地震から今年は百年目にあたる．
大正の関東地震と 1 つ前の元禄の関東地震の間隔
は約 200 年である．南海地震，東南海地震の再来
間隔は 120 年前後と考えられている．これらのプ
レート間地震は，毎回の震源域，破壊過程は同じ
とは限らないと考えられているが，本震，余震，
その後の地震活動がどのような変化を見せるか
は，何らかの地震活動の予測に役立つかどうかは
別としても興味深い問題である．わが国では，気
象庁により 1919 年以降についての百年あまりの
期間の地震カタログが整備されており，震源の分
布や地震の発生回数の変化を見ることができる．
ここでは，関東地震前後の地震活動の時間変化に
ついて，地震カタログと，震度の観測データから
考察してみた．

2． 地震カタログと震度データベースの 
利用について

　気象庁の地震カタログは最近 1919 年から 1922
年までの地震が追加され（気象庁，2020），1919
年以降現在まで百年以上の震源が記載されるよう
になった．このカタログの内容については，最近
岡田（2020）により，「地震月報」100 年という
丁寧な解説記事が地震ジャーナルに掲載された．
地震カタログの内容は質，量ともに時間的に変化
していくので，その利用に当たっては注意が必要
であるが，岡田（2020）にはそのへんの事情も詳
しく解説されている．本来なら気象庁の職員が自

ら率先して紹介すべき内容であり，そのような動
きがなかったのは残念である．
　気象庁からは 1919 年以降の震度のデータベー
スもホームページで公開されている．その内容は
地震月報に記載された震度情報をまとめたもので
ある（石垣・高木，2000）．さらに明治・大正時
代の震度観測の結果は石垣（2007）によりデータ
ベース化が行われているが，公開されている気象
庁震度データベースにはその結果は反映されてい
ない．地震カタログがカバーする関東地震直前の
期間はわずか 4 年半にすぎず，地震発生前の地震
活動の変化を評価することは困難である．ここで
は明治大正時代の震度観測については，津村

（1998）がまとめた資料を利用した．

3． 震度観測からみた関東地震前後の 
関東地方の地震活動

　1923 年当時の関東地方周辺で震度の観測が行
われていた気象官署を図 1 に示す．地震カタログ
の内容は，地震計の性能の向上や時代が進むにつ
れ整備が進んできた観測網の拡充などの影響が直
接反映される．それに比べ震度の観測は時間的に
は均一性の高いデータが期待できるはずではある
が，有感地震には広い範囲の地震活動が含まれる
ので，特定の地域の地震活動の様子を正確に反映
するとは限らない．また古い時代の観測結果は，
不完全な部分も見受けられ，データの時間的均一
性が保たれているかは，解釈を行う上で注意を払
う必要がある．たとえば関東地震前後の時期で
は，1923 年 9 月の東京の震度観測データは存在
しない．また被災した横浜など震源に近い周辺の

震度観測などから見た 1923年関東地震前後の地震活動

浜田信生・津村建四朗
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観測点のデータにも抜けが認められる．その他に
も観測が中断したのか，観測データが失われたか
はよく分からない場合もある．また第 2 次世界大
戦中の戦災で観測が中断かデータが失われた場合
もある．それ以外にも残されている各種資料を突
き合わせると，補足が可能な観測データの漏れも
気象庁震度データベースには認められる．特に初
期の時代については資料の誤りや欠落が多く含ま
れている．そのような事情を考えると特定の観測
点の震度データから，周辺の地震活動の変化を評
価するには注意が必要である．石辺・佐竹（2021）
は東京の震度を歴史地震の期間も含め調べている
が，震度の推定の精度などからも長期間の周辺の
地震活動の変化を評価するのは難しい．このよう
な状況を踏まえた上で，1903 年から 1923 年 8 月，
関東地震発生前までの期間の各観測点の有感地震
の累積発生度数変化を調査した結果を図 2～4 に
示す．
　図 2 は主として関東地震の震源域から離れた北
関東以北の観測点の結果を，図 3 は関東中部の観
測点の結果を，図 4 は関東南部，および震源域か
らやや離れた前橋，長野などの結果を示したもの
である．金山は，宮城県丸森町にあった私設金山

図 1　 1923 年当時，地震観測が行われていた関東
地方周辺の観測点

図 3　 1903～1923 年 8 月，関東地方中部周辺の観
測点で観測された有感地震の累積回数変化

図 2　 1903～1923 年 8 月，関東地震発生までの関
東地方北部周辺の観測点で観測された有感
地震の累積回数変化

図 4　 1903～1923 年 8 月，関東地方南部周辺の観
測点で観測された有感地震の累積回数変化，
点線部分は，データの欠落した期間を示す
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測候所の観測による．東京帝国大学地震学教室に
よる本郷の有感地震回数は，保田・小平（1938）
による．地域により累積有感地震数の総数には大
きな違いがあるが，1920 年前後を境に有感地震
数の発生が減少する傾向が，筑波山，水戸，東京，
本郷，横浜，またわずかに福島などの観測点で認
められる．一方，熊谷，甲府，沼津，長野，横須
賀などでは，累積地震数そのものが少ないことも
あり同様の傾向は認めがたい．またほとんどの観
測点で 1922 年 10 月に発生した龍ケ崎地震の影響
でその後の傾向が変化したことが認められる．こ
れらの結果は関東地震の震源域の山梨県東部を中
心とした地域の地震活動には変化が認められない
が，関東地方では地震活動が活発な千葉県，茨城
県など東部沿岸での地震活動の一時的な低下が
あったことを示唆している．
　次に関東地震の前後を挟んだ長期間の地震活動
を見るために 1965 年までの累積有感地震回数の
変化を図 5～7 に示す．
　図 5 の北関東の観測点では，累積有感地震回数
に，関東地震のあと，1933 年の三陸地震，1938
年の福島県沖（塩屋岬沖）地震，あるいは 1949
年の今市地震の影響が認められる．図 6 では，東
京は本震直後の 1 カ月の震度データが抜けている
にもかかわらず，累積有感地震回数の地震後の増
加が顕著であるが，横須賀や庁舎が被災した横浜
では観測の中断やデータの欠落があることを示し
ている．図 7 の関東南部や震源域周辺の観測点で
は内陸で発生した被害地震による累積有感地震回
数の増加も認められる．いずれの図でも関東地震
後，弓なりに上に凸の累積有感地震回数の増加が
認められ，すくなくとも 1940 年頃までは余震活
動の影響が続いたように見える．1923 年以前と
の比較で見ると，水戸，熊谷，横浜，などでは，
累積地震回数の増加が最近のほうが緩やかに見え
る．図 8 は震度観測が体感から計測震度計による
観測に置き換えられる 1990 年代までの，比較的
データの欠落が少なく，庁舎などの環境変化が少
ないと考えられる観測点の変化を示す．百年の時

図 5　 1903～1965 年，関東地方北部，福島で観測
された有感地震の累積回数変化．点線部分
は，データの欠落があると見られる期間

図 7　 1903～1965 年，関東地方南部や周辺の観測
点で観測された有感地震の累積回数変化

図 6　 1903～1965 年，関東地方中部周辺の観測点
で観測された有感地震の累積回数変化
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間スケールで見ると有感地震の発生頻度は最近は
落ち着いているように見える．計測震度計は体感
観測を引き継いだことにはなっているが，今回の
ように長期間の観測データとして見る場合にはさ
まざまな検証が必要であろう．

4． 地震カタログから見た関東地震以降の 
関東地方の地震活動の変化

　1919 年以降の地震の震源が掲載されている地
震カタログから 1923 年以前と以降の地震活動を
比較することは，以前の期間がわずかでありほと
んど不可能である．また時刻の精度などの制約か
ら，今後も過去に遡っての震源カタログの延長に
も限界がある．ここでは 1919 年から 2017 年まで
の地震カタログに掲載された M 4.0 以上深さ 70  
km 以浅の地震の震央分布を図 9 に示す．図に表
示した地震の中から，赤い枠で囲った山梨県東部
を中心とした関東地震の震源周辺での地震活動の
累積地震回数分布を図 10 に，関東地方で最も活
発な活動を続けている茨城県南西部の地震活動の
累積地震回数分布を図 11 に示す．いずれもそれ
ぞれ M 3.5，4.0，4.5，5.0 以上の地震の累積地震

回数の変化を示す．観測網が整備され地震検知能
力が向上すると，小さい地震の震源決定数が時間
とともに上向きに増加するはずであるが，M 3.5，
4.0 でもそのような傾向は認められない．このこ
とは，早い時期から M 3.5 以上の地震の震源がほ
とんど検知され震源が決められてきたことを示唆
している．あるいは本震直後の時期は余震の発生
が多いので検知能力の低いことが埋め合わされて
見えない可能性もある．図 10 の山梨県東部周辺
の地域では，余震活動の影響が 1940 年頃まで認
められるが，その後は累積地震発生回数は，やや
上向きの勾配の増加傾向を示すものの，2011 年
の東北地方太平洋沖地震の影響で 2011 年以降は
変化が認められるもののそれまでは地震発生数は
ほぼ一定の割合で推移してきたものと見られる．
一方，図 11 の茨城県南西部では山梨県東部ほど
の余震活動の影響は認められないが，2011 年ま
では累積地震発生数は上に凸のやや減少の傾向を
示している．東北地方太平洋沖地震の発生が，今
後数十年の関東地方の地震活動へどのような影響

図 8　 1903 年から 1994 年までの長期間にわたっ
て比較的欠測が少なく安定した観測が続け
られた観測点での観測された有感地震の累
積回数変化

図 9　 1919 年から 2017 年までに関東地方で発生
した M 4.0 以上，深さ 70 km 以浅の地震の
震央分布，山梨県東部や，茨城県南西部の
赤い枠は図 10，図 11 で累積地震発生回数
の変化を調べた範囲を示す
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を与えるか注目される．

5． ま　と　め

　関東地震の前後百年あまりの関東地方の地震活
動の推移を，各観測点の累積有感地震回数，震源
カタログから範囲を限定した地域における累積の
地震発生回数で調べて見ると，水戸，筑波山，東
京，横浜など関東地方の観測点で，1920 年頃か
ら地震活動が低下したことが認められる．関東地
震の影響は，有感地震数，山梨県東部における地
震活動などから 1940 年頃までには終息したと認
められる．その後は地震活動は定常的な状態に移
行し，2011 年東北地方太平洋沖地震の発生まで
は，目立つ変化は見出しがたい．1923 年前後の
地震活動に関する情報を得るには，震度観測など
精度の低いデータについても丹念に収集，整理を
続け公開活用できる体制を整えることが望まれる．

謝辞
　震度，震源などのデータの分析には気象庁で作
成された資料を利用した．図の作成には，Generic 
Mapping Tools（Wessel and Smith, 1998）を用

いた．
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1． は じ め に

　関東地震は今からちょうど 100 年前の 1923 年
（大正 12 年）9 月 1 日に発生した．この地震は，
明治維新以降に経済や文化の面でめざましい発展
を遂げた近代日本において，その中枢である首都
東京およびその周辺が経験する初めてかつ最大規
模の大災害であった．地震学の観点から関東地震
を考えると，1880 年代に開始された地震学によ
る観測データや知見が蓄積して体系化されている
中で発生した大地震であり，それ以前の地震と比
べ残されている情報量が圧倒的に豊富である．本
稿で扱う測地測量データに関しても，関東地震は
1880 年代から整備された近代的な測量網が巨大
地震に伴う地殻変動を詳細に記録した最初の例で
あった．この測地測量データは，地震学の理論的
発展に伴って大地震に関する重要な知見をもたら
すこととなる．本稿では，それらの研究を振り返
りながら，関東地震の測地データが地震学の発展
に果たした意義について考察してみたい．

2． 日本の測量網と震災復旧測量

　明治維新以降，日本では，国土情報を正確に把
握して地形図を整備する目的で西洋式の測量技術
が導入された．1880 年代に入ると陸軍陸地測量
部が全国的な三角測量網および水準測量網を設置
した．北海道から九州にいたる三角測量網は明治
42 年までに，水準測量網も大正 2 年には測量が

終了し，国土の位置および高さに関する基盤的情
報が整備された（国土地理院，1970）．しかし，
地殻変動が活発な日本列島においては，大地震や
火山噴火などが発生するたびに周辺地域で基準点
の位置や高さが大きく変化する．基準点の変位が
生じると測量網としての整合性が失われてしま
う．こうした問題を解決するため，測量成果の更
新を目的として復旧測量が実施された．復旧測量
により得られた成果を地震前の測量成果と比較す
ると地震に伴う地殻変動の様子が明らかとなる．
復旧測量が行われた最初の例は 1891 年（明治 24
年）の濃尾地震であるが，この地震は初回の三角
測量が進行しつつある中で発生したため，復旧測
量が行われたのは主として震源域の南西側の濃尾
平野だけであり，地震に伴う地殻変動の全容を捉
えるにはいたらなかった．一方，岐阜市から関市
にいたる水準路線などでは地震に伴う上下変動が
明瞭に捉えられており，断層運動推定の根拠とさ
れた（Mikumo and Ando, 1976）．次の復旧測量
は 1914 年（大正 3 年）の桜島噴火について実施
された．水準測量によって捉えられた錦江湾周辺
の沈降を示すデータは，火山のマグマだまりの表
現として知られる茂木モデル（Mogi, 1958）の根
拠とされた．関東地震後に行われた測量はこれら
に続く第三の震災復旧測量であったが，発生した
地震の規模の大きさを反映し，関東全域におよぶ
広範囲が再測量され，この大地震に伴う地殻変動
の全容が明らかにされた．

1923年関東地震の測地データが 
地震学にもたらしたもの

鷺谷　威
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3． 関東震災地復旧測量

　関東地震後に実施された復旧測量については，
陸地測量部（1930）が詳細な報告を残している

（図 1）．この資料は，現在，国立国会図書館オン
ライン（https://ndlonline.ndl.go.jp/）に収録され
ており，オンラインで閲覧可能である．復旧測量
は一等から三等までの三角測量網，三角測量網の
スケールを定義する基線（相模野基線），一等お
よび二等の水準測量路線について実施された．実
施された復旧測量の全容は表 1 に示すとおりであ
る．
　一等三角測量網の改測は万城山，毛無山，国師

岳Ⅱ，堂平山，晃石山，筑波山，六地蔵，鹿野山，
房大山を外周とする 12 の一等三角本点について
実施され，その後，東京・神奈川を中心に静岡県，
山梨県，埼玉県，栃木県，茨城県，千葉県にまた
がる広範囲で三角測量網が改測された．また，相
模野基線（距離 5,209.9669 m：1910 年測量結果）
では 0.2456 m の伸びが検出された．実際には，
上記の外周の三角点でも関東地震の影響は無視で
きないことが後の検討で明らかになっており，解
析上の考慮が必要となった．陸地測量部は 2 とお
りの計算方法で一等三角点の変位を推定した．い
ずれの方法でも最大で 2 m を超える変位が得ら
れたが，用いる仮定によって変位分布は大きく異
なっていた．Muto（1932）はこの結果を再検討
して新たな変位ベクトル図を示した．この結果は
後の断層モデル解析で使用されることになる（図
2a）．なお，Muto（1932）では一等三角点本点お
よび補点の変位のみが計算されているが，陸地測
量部（1930）の報告では二等および三等三角点に
ついても変位が記載されている．その後一等三角
点については佐藤・市原（1971）が，二等三角点
の変位については中根（1978）が再計算を行い，
変位ベクトルを示している．Muto（1932）は神
奈川県から房総半島にかけて最大 4 m 程度の南
東向き変位を推定したが，佐藤・市原（1971）は
従来の測量計算の問題を慎重に検討した上で再計
算を行い，関東地震に伴う変位は関東北部の一等
三角点 5 点を不動と仮定して計算した．その結
果，房総半島での変位は Muto（1932）より 1 m

表 1

復旧測量の対象 改測点数

基線     1
基線網     6
一等三角本点    12
一等三角補点    20
二等三角点   138
三等三角点   673
一等水準点 2,622 km
二等水準点   231 km

図 1　 関東震災地復旧測量記事（陸地測量部，
1930）の表紙（国立国会図書館デジタルラ
イブラリーより）
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図 2　 復旧測量により得られた三角点の変位分布．（a）Muto（1932）による一等三角点の変位．晃石
山の座標およびそこから筑波山の方位角を不変と仮定．（b）佐藤・市原（1971）による一等三角
点の変位．実線で結んだ毛無山，国師岳，堂平山，晃石山，筑波山の 5 点を不動と仮定．（c）中
根（1978）による一等および二等三角点の変位．毛無山，堂平山，筑波山の 3 点を不動と仮定
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ほど小さく推定された（図 2b）．中根（1978）の
結果は高密度の三角点が総合的に最大 3 m 程度
の南東向きの顕著な変位を示しており，関東地震
の地殻変動の大きさとともに，測量結果が高い精
度を有することを示している（図 2c）．ここで示
した例は，それぞれ変位計算において異なる仮定
に基づいており，同じ測量データでも測量計算の
違いによって大きく地殻変動の様相が大きく変わ
る点に注意が必要である．
　水準測量は，関東一円の一等水準測量網 2,622  
km について改測が行われた．水準点の標高は東

京湾の平均海水面を基準に求められた水準原点
（東京都千代田区）の標高が与えられていたが，
復旧測量および油壺における潮位観測の結果，東
京都千代田区にある日本水準原点の標高は 86  
mm 沈降したと推定され，その標高値は 24.5000  
m から 24.4140 m へと改められた．陸地測量部
は，水準測量に加えて三角点の標高変化も考慮し
て上下変動分布を求め，色刷りの垂直変動要図と
してまとめられている（図 3）．相模湾北岸から
三浦半島，房総半島南部にかけて最大 2 m 程度の
隆起が生じた一方，丹沢山地では最大 1 m 程度の

図 3　大正十二年関東震災地垂直変動要図（国土地理院が複製した資料を筆者撮影）
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沈降が生じている．
　復旧測量により得られた測量成果は，マグニ
チュード 8 クラスの巨大地震に伴う震源域周辺の
地殻変動の全容を世界で初めて克明に捉えた貴重
な記録である．関東地震の前にも，日本国内では
1891 年濃尾地震について，国外ではカリフォルニ
アの 1868 年ヘイワード地震（Yu and Segall, 1996）
や 1906 年サンフランシスコ地震（Thatcher, 1975 ; 
Thatcher et al., 1997），イタリア南部で発生した
1908 年メッシーナ地震（Pino et al., 2009）など
について地震に伴う地殻変動を記録した測量デー
タが存在する．しかし，地震の影響が顕著な領域
全体にわたって，高い空間密度で，水平方向およ
び上下方向の地殻変動の全容を捉えたと言える記
録は 1923 年関東地震以前には皆無であった．特
に，海溝型巨大地震として，1923 年関東地震は
地殻変動に基づいて定量的な解析が行える世界初
の事例である．
　関東地震の復旧測量によって得られた地殻変動
分布は，地震に伴う地殻変動の実例を多く知り，
それが断層モデルで説明可能であることを知る現
代の科学者にとって，横ずれ成分を含む低角逆断
層のずれに伴う地殻変動パターンの典型例であ
り，物理的な解釈を与えることは容易である．し
かし，そうした理論がまだ存在していなかった当
時，この地殻変動が地震に伴って生じたことは理
解されても，正しい解釈をすることは困難であっ
た．Imamura（1930）は，地殻ブロックの回転
や傾動による地殻変動の解釈を試みていた．一
方，Miyabe（1931）は地質断層との関係に注目し，
地質断層付近において上下変動の変化が顕著に大
きいことを指摘していた．しかし，このデータの
意味が正しく理解されるまでにはその後長い時間
を要した．

4． 関東地震の断層モデル

　1960 年代になって震源の理解が進み，Chinnery
（1961）や Maruyama（1964）は有限の広がりを

持つ矩形断層によって半無限弾性体の表面に生じ
る変位分布の解析的な表現を与えた．こうした新
しい知見を用いて大地震に伴う地殻変動データの
解釈が可能となった．Chinnery（1961）が与え
たのは鉛直横ずれ断層に関する式で，そこで扱わ
れたのは 1927 年丹後地震，1930 年北伊豆地震，
および 1906 年サンフランシスコ地震の測量結果
であった．逆断層については，Maruyama（1964）
の表式を用いて 1964 年アラスカ地震の地殻変動
を検討した Press and Jackson（1965）が先駆的
な事例である．
　関東地震の断層モデル化を初めて行ったのは
Ando（1971, 1974）である．Ando（1971）は，
Muto（1932）による三角点の変位，Miyabe（1931）
による上下変動分布を 1 枚の矩形断層モデルによ
る地表変位の計算結果と比較して断層の位置やす
べりの大きさを検討し，45 度の傾斜で長さ 130  
km，幅 65 km の断層が横ずれ 6 m，縦ずれ 3 m
のずれを生じたと推定した．剛性率を 30 GPa と
仮定すると，地震モーメントは 1.7×1021 Nm，
モーメントマグニチュードは 8.1 となる．地震学
的な解析結果との比較を通してモデルの妥当性が
検討され，結果の解釈にはプレートテクトニクス
の観点も取り入れられていた．Ando（1974）で
はモデルの見直しが行われ，断層の長さ 85 km，
幅 55 km，傾斜角 30 度とやや小さくなり，地震
モーメントは 9.4×1020 Nm，モーメントマグニ
チュードは 7.9 となった．
　その後もいくつかの矩形断層に基づく関東地震
の断層モデルが提案されたが，最も重要なものは
Matsuʼura et al.（1980）による結果だろう．この
研究では測地データの逆解析手法を用いて，市
原・佐藤（1971）による三角点の水平変位および
水準測量による上下変位と断層モデルによる計算
値の残差を最小化する最適なモデルが推定され
た．また，三角点の変位を求める際に固定した点
の変位をモデルに基づいて考慮することで測量
データのバイアスを除去することに成功した．
Wald and Sommerville（1995）や Kobayashi and 
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Koketsu（2005）は測地データと世界各地で観測
された地震波形のジョイントインバージョンを行
い断層のすべり分布を推定した．Pollitz et al.

（1996）は，明治時代の最初の三角測量から 1923
年の地震発生までに生じた地震間地殻変動の補正
を行った上で断層運動を推定し，三浦半島から房
総半島の先端部を横切る横ずれ断層の変位が存在
したと主張した．ここまで紹介した研究における
三角測量データは，いずれも一等三角点のみの変
位をデータとして用いていた．Nyst et al.（2006）
は，それまで断層モデル推定に使われてこなかっ
た二等三角測量のデータを使用し，また三角点の
変位ではなく，地震前後での角度変化をデータと
して断層モデル推定を行った．得られた結果は従
来の他の研究と大きく異なるわけではないが，二
等三角測量のデータについては，一等三角測量に
比べて残差が大きくなっている．データの不均質
な空間分布や地震間地殻変動の補正が原因として
議論されているが，まだ検討の余地は残っている．

5． 余効変動と地震間変動

　関東地震の余効変動については，Matsuʼura and 
Iwasaki （1983） による先駆的な研究があり， 弾性-
粘弾性の水平成層構造を仮定して断層モデルを与
えることにより粘弾性緩和による地殻変動を計算
し，油壺の潮位記録や地震後の水準測量結果との
比較を行った．最近では Pollitz et al.（2006）が
検討を行っている．しかし，関東地震の余効変動
と明確に解釈できるような地殻変動は，筆者が知
る限りこれまで報告されていない．関東地方では
プレート間固着による地震間の地殻変動が大き
く，また関東地方の地下にはフィリピン海プレー
トや太平洋プレートが深さ 100 km 付近まで存在
しており，世界に類を見ない複雑さを呈してい
る．ここでどのような余効変動が生じるかはたい
へん興味深く，ひき続き検討が必要である．
　一方，1990 年代以降に整備された電子基準点
網は，関東地方における地震間地殻変動を明瞭に

捉えており，そのデータ解析からプレート間固着
分布が推定された（Sagiya, 2004  ; Nishimura et 
al., 2007 ; Noda et al., 2013）．これらの結果を 1923
年の関東地震の断層モデルと比較することで，
1923 年に破壊した震源域が現在は固着してひず
みを蓄積していることが分かる．地震時のすべり
分布と地震間の固着分布の対応については世界各
地の沈み込み帯で同様な指摘がなされている（た
とえば 2010 年チリ・マウレ地震，Moreno et al., 
2010）．ここでは地震間地殻変動が将来の大地震
の震源域を示唆するという重要な知見が，関東地
震の震災復旧測量によるデータによって得られて
いることを改めて強調しておきたい．

6． まとめと残された課題

　本稿では，1923 年関東地震後に行われた震災
復旧測量についてまとめ，そこで得られたデータ
がその後の地震学にどのように貢献したかを振り
返ってきた．この復旧測量は関東地震により生じ
た地殻変動の全体像を詳細に記録したが，今日に
いたるまで，このような記録が残された事例は世
界を見渡してもきわめて限定的である．そのた
め，この測量記録は，関東地震という重要なイベ
ントの歴史的な資料にとどまらず，今日の地震科
学においてもいぜんとして重大な意義を有してお
り，その点においてまことに稀有なデータだとい
える．こうした貴重なデータを後世に残すため，
震災発生直後から復旧測量作業に従事した関係者
の努力については言うまでもないが，地震発生前
に基準点が整備され，正確な測量成果が存在して
いたことの重要性を指摘しておく．これらの測量
作業が実施された当時は，大地震と地殻変動の関
係についても，ましてや測量結果が世界中から注
目される貴重なデータとなることも十分認知され
ていなかったはずである．発生した現象を十分な
解像度と正確性をもって記録し漏れなく後世に伝
える愚直な努力を今後も続けていくことは重要で
ある．
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　一方，こうして現在のわれわれがひき継いだ貴
重なデータを十二分に活用してきたかと問われる
と，いくつか残された課題があることに気づく．
1 例として，三角測量成果については，三等三角
点の変位については，これまで十分な整理や検討
が行われた形跡がない．また，断層モデルの推定
において，上下変位のデータとして断層モデル推
定に用いられたのは水準測量データだけである．
図 3 に示されている上下変動の面的な分布では三
角点の高さ変化のデータも含まれており，後者の
情報はいずれの断層モデルにも寄与していない．
こうした未使用のデータを考慮することで断層モ
デルの再検討が可能である．また，余効変動につ
いても，複雑なプレート構造を仮定した上で計算
を試み，観測データとの比較を行うことは必要だ
ろう．
　南関東地域は，相模トラフで発生する大地震に
加え，いわゆる首都直下地震の危険性などが懸念
される地域であり，地殻変動の観点からも地殻活
動を注意深く監視し，また将来発生し得る地震像
を明確にすることが求められる．そうした取り組
みにおいては，実際に発生した 1923 年関東地震
の震源像を可能な限り追求することがたいへん重
要であることは言をまたない．地震発生から 100
年が経過しようという現在，改めてこの貴重な
データと向き合う必要性を強く感じている．
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1． は じ め に

　東京都は 10 年ぶりに地震被害の想定を修正し，
令和 4年（2022 年）5月に新しい想定を発表した
（東京都防災会議，2022）．国，自治体，企業等は，
地震などの自然現象による被害対策のための計画
を定期的に見直している．対策計画の前提となる
のが，地震被害想定である．
　想定を行うには，科学的根拠のある合理的な推
定が必要である．しかし，被害想定はたんなる推
定ではない．対策計画を作るための前提を科学的
な予測に基づいて設定するのが被害想定である．
科学的な根拠があると言っても，予測はいろいろ
な条件によってさまざま異なる，予測の幅とも言
える不確実性がある．最終的には，どんな被害が
発生するかをあらかじめ設定（前提）して，それ
に対する対応策を定めることになる．この前提が
被害想定である．被害の予測と想定は，似た概念
であるが区別する必要がある．

2． 国や自治体の被害想定と防災計画

　昭和 34 年（1959 年）の伊勢湾台風を契機に，
総合的で計画的な防災行政の整備と推進を図るた
め，「災害対策基本法」が昭和 36 年（1961 年）
に制定された．この法律で，国，都道府県・市町
村は，防災計画を作ることが定められている．
　国は，「防災基本計画」を作る．この計画は，
わが国の災害対策の根幹をなすものであり，災害
対策基本法第 34 条に基づき中央防災会議が作成
する．「防災基本計画」は，防災分野の最上位計

画として，（1）防災体制の確立，（2）防災事業の
促進，（3）災害復興の迅速適切化，（4）防災に関
する科学技術と研究の振興，（5）自治体などが作
る防災計画で重点をおくべきことについて，基本
的な方針を示すことが定められている．この「防
災基本計画」に基づき，指定行政機関および指定
公共機関は「防災業務計画」を，地方公共団体は
「地域防災計画」を作成している．これらの防災
計画を作る前提となるのが，被害想定である．
　東京都が具体的な災害対策を行うための地域防
災計画を策定するには，専門的な予測に基づいた
定量的な被害の想定が重要である．これが，今回
公表された東京都の地震被害想定である．定量的
に人的・物的被害，経済損失を予測し，それを想
定としてまとめ，具体的な対策を講じるのである．
　一方，市民一人一人の災害対策でも，科学的な
根拠に基づく客観的な災害予測が必要である．自
分の身に何が起きるかを確かな根拠に基づいて判
断し，対応策を考えて準備することが求められ
る．このためには，東京都内全域といった，ある
地域全体の定量的な被害というよりは，自分の周
りで何が起きるかをイメージできる情報が必要で
ある．これは，災害シナリオというべき想定であ
る．災害シナリオは，「定性的な被害想定」の 1
つである．今回の東京都の被害想定では，この定
性的被害想定を充実させ，災害シナリオとして提
示したことが大きな特徴である．

3． 前回の東京都地震被害想定

　平成 23 年（2011 年）東日本大震災の翌年，平
成 24 年に，東京都は，平成 18 年（2006 年）5月

令和 4年（2022年）東京都地震被害想定

平田　直
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に公表した「首都直下地震による東京の被害想
定」を修正した（東京都防災会議，2012）．この
修正は，東京都で東日本大震災のような大災害が
発生する可能性を検討し，適切な防災対策を進め
ることが大きな目的であった．特に，東日本大震
災で発生したような津波被害への対策を考えるこ
とが 1つの動機になっていた．
　そこで，地震学や災害科学の最新の知見を反映
させた現実的な災害予測に基づいた被害想定を
行った．当時の地震学の新しい知見として，想定
すべき地震の発生場所についての新知見が得られ
ていた．
　首都圏では，MeSO-net（首都圏地震観測網）
が 2007 年から東京大学地震研究所等によって整
備され（酒井・平田，2009），地下の構造が明ら
かになりつつあった．これまで，平成 18 年（2006
年）被害想定等では，首都機能に最大の被害が発
生する地震として「東京湾北部地震（マグニ
チュード（M）7.3）」が考えられていた．この地
震は，関東の下に相模トラフから沈み込むフィリ
ピン海プレートの上面（プレート境界）で発生す
る地震で，東京湾北部の海底下で発生する．
MeSO-net を使った新しい研究によると，フィリ
ピン海プレートの上面の位置が従来考えられてい
たより約 10 km浅くなることが分かっていた．
そこで，平成 24 年（2012 年）想定では，平成 18
年（2006 年）の想定より地震の位置が浅くなる
と想定した．その結果，強い揺れとなる面積が増
えた．たとえば，震度 6強の面積は平成 18 年の
想定では約 305 km2 だったものが約 444 km2 に増
えた．区部の面積の約 7割が震度 6強の揺れに見
舞われると想定された．この結果として，最悪の
条件での死者が，6,100 人から 7,900 人に増えた．
フィリピン海プレートの形状に関する新しい科学
的な知見に基づいた被害想定の修正であった．
　一方，津波については，東京湾の形状によりた
とえ外洋で高い津波が発生しても東京湾の中で
は，津波高が抑えられることが確かめられた．そ
れでも，たとえば 1923 年関東地震（M7.9）のよ

うな巨大地震が発生すると，最大で約 2.6 m（品
川区）の津波が発生することが予測された．しか
し，東京湾の内湾には防潮堤があるので，それが
地震で倒壊しなければ，内陸部へ被害は少ないと
された．

4． 新しい被害想定

4．1　特徴と留意点
　10年ぶりの修正では，定量的な被害想定と，定
性的な想定を包括的に検討して，被害の全体像を
明確にすることが留意された．これは，東京都の
防災行政を具体的に進めるための定量的な想定と，
都民が自分のこととして災害対策を進めるための
災害のシナリオがともに重要であるからである．
　新しい想定では，東京都の都市状況を十分に反
映させるとともに，最新の科学的知見を踏まえる
ことが留意された．具体的には，この 10 年間で
の防災対策の進展，人口構造の変化など，大都市
東京の実情が反映された．この 10 年間で，湾岸
地域などで，大規模超高層ビルが増加し，都市の
構造が大きく変化した．令和 2年（2020 年）度時
点で，都内には，高層建築物（高さ45 mを超える
建築物）は約 3,500 棟で，10年前と比較し，約 1,000
棟増加した．その大半が区部に分布している．
　地震学的な知見の進展としては，平成 24 年
（2012 年）の想定で用いた「東京湾北部地震」か
ら「都心南部直下地震」に想定断層が変えられた
ことが大きい．前回の東京都の被害想定は，東日
本大震災発生の翌年に発表されたが，中央防災会
議が首都直下地震の被害想定を見直したのは，さ
らにその翌年の平成 25 年（2013 年）であった．
この見直しで，従来考えられていた「東京湾北部
地震」は以下の理由により想定されなくなった．
"新たなプレートの形状に基づいた大正関東地震
の再現計算により震源断層域を推定した．その結
果，前回（中略）「東京湾北部地震」および「多
摩地震」を想定した領域は，大正関東地震の断層
すべりによりすでに応力が解放された領域にある
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と推定され，このタイプの地震（引用者注：プ
レートの上面の地震）の想定は，茨城県南部およ
び茨城・埼玉県境付近の領域に限定して検討する
ことが妥当と考える．"（内閣府首都直下地震モデ
ル検討会（2013），p. 21～22 より引用）
　つまり，新しい地震学的な知見により，プレー
ト境界の東京湾北部地震がプレート内部の都心南
部直下地震に変更されたのである．東京都の新し
い被害想定では，この中央防災会議の変更を取り
入れて震度の予測を行った．
　もう 1つの地震学的な新しい知見は，表層地盤
のデータが増えたことにより，より空間的に詳細
な評価が可能になったことである．
　震災対策の効果，人口・社会構造の変化を考慮
することが，今後の震災対策を進めるうえで重要
である．超高層ビルの増加と，都民のライフスタ
イルの変化が災害の程度や対応で考慮すべきこと
である．
4．2　定量的被害想定
4．2．1　想 定 地 震
　定量的に被害想定を行うために，まず，想定す
べき地震を選定した．基本的には，平成 25 年
（2013 年）に中央防災会議が設定した地震であり，
東京都の区部と多摩部に影響の大きい地震を含ん
で 8つの地震による揺れや津波の高さの評価を
行った（表 1）．このうち 5つの地震について被
害の予想を行った．8つの地震としては，具体的

には，M7クラスの首都直下地震を 6つ（このう
ち，5つはフィリピン海プレート内（スラブ内）
のM7クラスの地震（図 1）であり，1つは立川
断層帯（図 2）で起きる地震），および，M8～9
の地震として大正関東地震（M8クラス）（図 3）
と南海トラフ地震（M9クラス）を選定した．
4．2．2　地盤モデル
　次に，重要なデータは地盤のモデルである．地
表の揺れの強さ（震度）を推定する方法として，
この被害想定では，まず，工学的基盤で波形を計
算し，そこでの震度を求め，さらに，表層地盤で
の揺れやすさに対応する震度増分を用いて，工学
的基盤での震度から地表の震度を推定する手法が
とられた．ここで，工学的基盤とは，地下の岩石
の地震波の S波の速さが 300～600 m/s の部分を
言い，それより浅い部分を浅部地盤，それより深
く，かつ，S波の速さが 3,000 m/s 以上になる地
震基盤より浅い部分は深部地盤と言われる．つま
り，浅部地盤，深部地盤と，地震基盤以深の地殻
構造の 3つの地震波の伝わりやすさ，揺れやすさ
を表現する地盤モデルが必要となる．
　表層地盤の揺れやすさの指標となる浅部地盤モ
デルは，50 mメッシュの空間的に詳細なモデル
が新規に作成された．これには，50 mメッシュ
微地形区分データ，ボーリング等の地盤データお
よび微動アレイ観測データが用いられた．深部地
盤モデルは地震調査研究推進本部・地震調査委員

表 1　令和 4年（2022 年）東京都地震被害想定で対象とした地震

地震規模（M） 地震の種類 被害想定

M7クラスの首都直下地震
　① 都心南部直下地震 7.3 スラブ内地震 〇
　② 多摩東部直下地震 7.3 スラブ内地震 〇
　③ 都心東部直下地震 7.3 スラブ内地震
　④ 都心西部直下地震 7.3 スラブ内地震
　⑤ 多摩西部直下地震 7.3 スラブ内地震
　⑥ 立川断層帯地震 7.4 活断層で起きる地震 〇

M8～9クラスの海溝型地震
　⑦ 大正関東地震 8クラス プレート境界地震 〇
　⑧ 南海トラフ巨大地震 9クラス プレート境界地震 〇
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会（2021）を使用し，地震基盤以深の地殻構造モ
デルは内閣府公表モデル（平成 27 年）（内閣府・
南海トラフの巨大地震モデル検討会・首都直下地
震モデル検討会，2015）が用いられた．
　これらの地盤モデルのうち，浅部地盤モデルは
近年の調査により精度が向上した．前回 2012 年
の東京都の被害想定で使われたモデルと，今回の
モデルを比較すると，区部東部で表層での増分が
増え，区部西部，多摩部で増分が減少した（図 4）．
この変化は，自然現象として地盤構造が変わった
のではなく，調査・研究が進み，自然に対する認
識が進歩した結果である．
4．2．3　揺れ（震度）の分布
　震度が推定された想定地震のうち，被害が最大
になるのは都心南部直下地震である．やや詳しく

揺れの分布（図 5）について見てみよう．この地
震では，東京都内全体で，震度 6弱の面積は約
604 km2，震度 6強の面積は約 388 km2，震度 7の
面積は約 14 km2 である．これを東京都の面積と
比べると，区部で震度 6弱以上になるのは約
98％であり，6弱以上になる面積は 58％，7以上
は 2％となる．
　つまり，区部東部，区部南西部を中心に，区部
の約 6割が震度 6強，区部のほぼ全域で震度 6弱
以上の強い揺れになるのである（図 5）．震度 6
弱の揺れは，耐震化されていない木造家屋は，倒
壊の可能性がある強い揺れである．
　多摩部の代表的な地震として，多摩東部直下地

図 1　 想定した「プレート内地震」の震源モデル（東京都の資料による）．都心南部直下地震
断層は，鉛直断面を右図に示す．赤い星は，震源（破壊開始点）

図 2　⑥立川断層帯地震の震源断層モデルの位置

図 3　 ⑦大正関東地震の震源断層モデル（図中の
小さい 2個の四角は強震動生成域を示す）
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震が想定された．この地震では，多摩部の約 6割
が震度 6弱以上，区部でもほぼ全域で震度 6弱以
上となり，震度 6強以上の地域は，多摩部の約 2
割，区部の 4割に及ぶ（図 6）．
　この他の地震についても震度の予測結果が公表
されているので，ぜひ，東京都のウェブサイトを
参照されたい．
　次に述べる物的・人的被害を推定するために
は，揺れの予測だけでなく，液状化と急傾斜地崩
壊の可能性についても評価する必要がある．ここ
では，紙幅の関係で割愛するが，この情報も公開
されているので，参照されたい．
4．2．4　物 的 被 害
　建物などの物的被害を定量的に見積もるには，

対象とする領域の建物の種別・量と分布を把握す
る必要がある．まず，都内における木造，非木造
別・築年区分別の建物棟数とそれらの分布が調べ
られた．都内には，島しょ部を除いて約 2.8 百万
棟の建物がある．このうち昭和 56 年（1980 年）
以前に建てられた木造建物は，全体の建物の約
25%，非木造の 80 年以前の建物は全体の約 6％
で，全体の約 1/4 が旧築年・中築年と分類されて
いる．これらが，耐震化されていなければ，大き
な被害となる可能性がある．
　東京都の建物の耐震化率は，この 10 年間で進
展があった．令和 2年（2020 年）の東京都のデー
タで，戸建て住宅の 86.9％，共同住宅の 93.8％，
全体として 92.0%（住宅戸数の割合）が耐震化さ

図 4　 2022 年想定と 2012 年想定での浅部地盤モデルの震度増分の比較．区部東部で，前回の想定モデル
より，震度増分が大きくなった（○印）．東京都非公開資料（2021 年）より平田が作成

図 5　 都心南部直下地震（M7.3）の震度分布．太い実
線が想定される震源断層の位置．鉛直の断層

図 6　 多摩東部直下地震（M7.3）の震度分布．太い実
線が想定される震源断層の位置．鉛直の断層



令和 4年（2022 年）東京都地震被害想定── 83

れている．全国平均が約 87％であることに比べ
ると優れている．ただし，ここで言っている耐震
化とは，昭和 56 年（1981 年）の基準であること
に注意する必要がある．
　これらの情報に基づいて，揺れによる建物被害
が推定された．揺れによって全壊する建物は，都
心南部直下地震で最大となり，80,530 棟（木造：
68,938 棟，非木造：11,593 棟）と推計された（図
7）．このうち，全壊する建物の約 8割は旧耐震基

準の建物である．液状化による全壊被害も都心南
部直下地震で最大で，1,549 棟となった．急傾斜
地崩壊による全壊被害は多摩東部直下地震で最大
となり，469 棟となった．揺れ，液状化，急傾斜
地崩壊を加えた全壊棟数は，都心南部直下地震で
82,199 棟，多摩東部直下地震で 70,108 棟となっ
た．これらの数字が被害として想定する被害棟数
である．
　次に，火災による被害について見てみよう．火
災被害も，都心南部直下地震による被害が最大と
なる．火気器具や電気器具等から火災が多数発生
し，最大 915 件と推定される．一部では，居住者
等による初期消火がなされるが，初期消火できな
い火災は，そのうち，最大で 623 件となる．この
結果，冬の夕方，風速が 8 m/s であるときに都心
南部直下地震が発生すると，118,734 棟の建物（島
しょ地域を除く東京全体の建物の約 4％）が焼失
する（図 8）．倒壊した建物で火災により焼失す
る建物もあるため，焼失した建物から揺れ・液状
化による被害数を除くと 112,232 棟である．この
数字に，揺れなどによる全壊棟数を加えた全壊・
焼失棟数 194,431 棟が，東京都の被害想定である．
4．2．5　人 的 被 害
　人的被害を評価する前提は，東京都の人口の推
移である．平成 22 年（2010 年）と令和 2年（2020
年）の東京都の人口を比較すると，夜間人口は
13 百万人から 14 百万人に，昼間人口は 14 百万
人から 16 百万人に増えている．このうち，高齢
化率は 20.1% から 22.1％に増加している．日本全
体としては人口が減っているにもかかわらず，東
京都の人口が増えていることに注意する必要があ
る．
　人的被害が最大となるのは，都心南部直下地震
における冬・夕方・風速 8 m/s のケースであり，
6,148 人の死者，93,435 人の負傷者（うち，13,829
人が重傷者）が発生する（図 9）．
　揺れ・建物倒壊等による人的被害が最大となる
のは，多くの人が住宅に滞留している早朝であ
り，都心南部直下地震で，4,916 人の死者，75,612

図 7　都心南部直下地震による全壊棟数分布

図 8　都心南部直下地震による焼失棟数分布

図 9　 都心南部直下地震の死者数．冬の夕方，風速
8 m/s 時
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人の負傷者（うち，7,831 人が重傷者）が発生する．
家具の転倒など屋内収容物の移動・転倒による人
的被害が最大となるのは早朝であり，都心南部直
下地震で，275 人の死者，6,579 人の負傷者（うち，

1,425 人が重傷者）が発生する．急傾斜地崩壊に
よる人的被害が最大となるのは早朝であり，多摩
東部直下地震で，42 人の死者，52 人の負傷者（う
ち重傷者 26 人）が発生する．

図 10-1　「東京マイ被害想定を作りましょう」最初のページ

図 10-2　東京マイ被害想定．被害の状況
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　火災による人的被害が最大となるのは夕方であ
り，都心南部直下地震で風速 8 m/s の場合に 2,482
人の死者，9,947 人の負傷者（うち，2,778 人が重
傷者）が発生する．
　ブロック塀の倒壊などの屋外転倒物および看板
の落下などの屋外落下物等による人的被害が最大
となるのは夕方であり，都心南部直下地震で，
205 人の死者，7,057 人の負傷者（うち，2,752 人
が重傷者）が発生する．
　以上の人的被害の想定と，前回の想定とを比較
すると，約 3～4割減少している．
4．3　災害シナリオ
　東京都は，東西に細長く，標高 2,000 m を越え
る山地から海抜ゼロメートルの平地までの高低差
がある．内陸部は山地，丘陵地，台地，低地に区
分され，太平洋西部には伊豆諸島や小笠原諸島な
どの島しょ地域が存在する．また，木造住宅が連
なる地域や高層ビルが建ち並ぶオフィス街，湾岸
部には高層マンションが立ち並び，東部低地帯で
は地盤が満潮位よりも低い地域特性がある．これ
らのさまざまな特性に応じて，災害時に身の回り
で発生する出来事を，時系列で示すことで，都民
一人一人が，災害をわがこととして身近に感じ，
災害への準備を行う必要がある．

　東京都の被害想定では，災害の原因や地域特性
に応じた，災害のシナリオを提示している．
　ここでは，一例として，耐震化されてる住宅で
のライフラインの影響を例に災害シナリオを見て
みよう．発災後当面の間は，ライフラインが寸断
するなど，被災生活に大きな支障が生じる．
　発災直後から 1日後程度では，たとえ耐震化さ
れている住宅でも，液状化地域では住宅の傾斜な
ど継続的な居住や日常生活が困難になる．また，
高層住宅等では，長周期地震動で固定されていな
い本棚が転倒したり，家具，ピアノ，大型のコ
ピー機などが大きく移動し，人に衝突して怪我を
したりする．本や食器，窓ガラスが飛散し，ス
トーブ等の火気器具が転倒する．揺れや停電で住
宅やビルのエレベータは停止する．
　3日後程度から 1週間後まででは，停電・断水
などライフラインの停止が続き，空調やトイレが
使えない状態が続く．コンビニ等でも飲食料等の
生活必需品の確保が困難になる．
　1週間後になっても，ライフラインの途絶が続
く地域が残り，一部の住居・オフィスでは，空調
やトイレが使えない状態が続く．電力が復旧して
も，保守業者による点検が終了せず，エレベータ
が使えない状態が長期化する可能性がある．過剰
な購買や買い占めにより，生活必需品の品薄状態
が続く．1カ月後になっても，住宅の再建や修繕
を望んでも，業者や職人等の確保が困難な状態が
続く．
　つまり，発災後当面の間は，ライフラインや公
共交通機関など，身の回りの生活環境に大きな支
障が生じるとともに，被害が甚大な場合は，その
復旧が長期化するおそれがある．このための備
え，特に，非常水・食料，常用薬，災害トイレを，
各自が備蓄することが必須である．
　東京都は，ウェブページ「東京マイ被害想定」
（東京都，2023）を公開して，一人一人の災害シ
ナリオを読み取ることができる．ウェブサイトか
らの入力例を示す（図 10-1，2，3）．ぜひ，ご覧
になっていただきたい．

図 10-3　東京マイ被害想定．とるべき防災行動
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5． 今後の取り組み

　東京都は，令和 4年（2022 年）の「地震被害想
定」の改訂を受けて，「東京都地域防災計画 震災
編（令和元年修正）」の修正に着手した．令和 5
年（2023 年）1月 31 日に，東京都防災会議幹事
会が「東京都地域防災計画震災編（令和 5年修正）
素案」を公開し，都民の意見を募集した．令和 5
年度の早期を目途に計画が修正される予定である．
　修正案の素案の本文は，900 ページを超える大
部の資料である．都民の生命・身体・財産を保護
し，都市の機能を維持するために，東京都の防災
力向上を目指し，地震災害の予防対策，応急・復
旧対策，震災復興を実施して，東京都や都民が実
施すべき震災対策が，予防と応急・復旧の段階ご
とに具体的に記載されている．
　具体的な内容については，別の機会に紹介する
ことになるが，関心のある方は，都のウェブペー
ジに概要と本文全文が掲載されているので，ご覧
になっていただきたい．修正される計画の本文
は，東京都防災会議（2023），その概要は東京都
防災会議幹事会（2023）に掲載されている．
　私たち市民の防災行動については，「東京マイ
被害想定」や地震被害の災害シナリオへの対応策
を参照していただき，市民一人一人が自らの防災
に積極的に取り組む必要性を再度強調して，文章
を締めくくる．
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● 地震発生過程の全体像を
　 統一的に理解する
大中康譽・松浦充宏 著
地震発生の物理学　改訂版
評者 加瀬祐子　
　地震破壊はどこでどのように始まり，どのように伝播
して，どのようにして終わるのか．また，どのような条
件下で強震動が生成されるのか．このような地震の発生
予測を視野に入れた地震発生サイクル全体を統一的かつ
定量的に理解・記述しようとする「地震発生物理学」は，
1990 年代に目覚ましい発展を遂げた．この分野を牽引
してきた著者らが，その 1つの到達点として 2002 年に
著した同名の書籍の改訂版が本書である．
　地震発生サイクルの全過程を統一的に理解するために
は，プレート相対運動と，それに起因するテクトニック
応力の蓄積，そして，断層の破壊と摩擦すべりを支配す
る法則（構成則）を記述すればよい，と著者らは述べる．
本書では，まず，地震力学の基礎として，1章では，プ
レートテクトニクスと，地震と断層についての解説，2
章では，弾性体力学，食い違い弾性論，破壊力学の基礎
についての解説がなされる．3章以降が本書の主題で，
著者らの提案する「すべりと時間に依存して発展する構
成則」により，地震発生サイクル全体が統一的に記述さ
れていく．3章では，岩石実験の結果に基づいて剪断破
壊の構成則が定式化され，断層面の摩耗と凝着も考慮し
たすべりと時間に依存する構成則へと拡張される．ここ
で著者らが重視しているのは，たんなる破壊基準ではな
く，破壊に固有な物理量のスケーリングを可能にする，
より普遍的な構成則として記述することである．4章の
前半では，岩石すべり実験での破壊の核形成から高速破
壊伝播に至る遷移過程が取り上げられ，後半では，この
実験結果を，3章で記述された構成則を導入した理論モ
デルに基づく数値シミュレーションで再現し，岩石実験
と高速不安定破壊としての自然地震とが同じ方程式で説
明できることが示される．5章では，3章で記述された
構成スケーリング則により，実験室規模の破壊現象から
巨大地震に至るまでが，統一的かつ定量的に理解できる
ことが示される．破損領域や破壊核形成領域の臨界サイ

ズのスケール依存性のみならず，すべり加速度や加速度
スペクトルの高域遮断周波数など強震動生成に関連する
震源パラメータに関する物理量のスケール依存性や，震
源核形成領域の臨界サイズと地震規模との間のスケール
則までが，構成則の当然の帰結として導かれる展開は美
しい．6章では，大地震の発生サイクルが，テクトニッ
ク応力の蓄積-解放過程として議論される．初めに断層
への応力蓄積過程について定量的に考察され，地震規模
と断層長さや面積とのスケーリング則までが説明され
る．その後，前述の応力蓄積過程と 3章で記述された構
成則を用いた地震発生サイクルシミュレーションについ
て説明される．さらに，地震サイクル内での地震活動の
変化や地震の先行現象について議論されるが，標準的な
地震を対象とした議論に留まり，定量的な評価には至っ
てはおらず，シミュレーションと観測との相互のフィー
ドバックを含めた研究の充実を志向する言葉で結ばれる．
　本書には多くの数式が登場するが，個々の数式の詳細
な導出は省かれている．しかし，そのことがかえって議
論の見通しをよくしており，著者らの考え方を理解しや
すくしている．地震という現象そのものに興味のある
方，地震の予測可能性に関心のある方はもちろん，ス
ケーリング則は経験的に知っているし，使ってもいるけ
れど，理論的な裏付けを考えたことはなかったという方
や，これから本格的に地震発生物理学を学び始めようと
いう方も，まずは数式の意味を考えることに集中して全
体を読み通してみることをお勧めする．
　ただし，実は，地震発生サイクルシミュレーションで
は，本書で扱われている「すべりと時間に依存する構成
則」よりも，「すべり速度と状態に依存する構成則」が使
われる傾向にある．しかし，著者らの主義は，すべり速度
ではなく，すべりこそが構成則を記述するべきパラメー
タであるというものであるから，本書では後者の構成則
についてはほとんど触れられていない．後者の構成則に
ついては，“The Mechanics of Earthquakes and Faulting, 
3rd edition”（Scholz, C.H., 2019. Cambridge University 
Press.  第 2 版は柳谷　俊・中谷正生 訳『地震と断層の
力学　第二版』として古今書院より出版されている）に
詳しいので，そちらも合わせて読むことで理解が深まる
と思われる．
　また，本書は「改訂版」であって「増補版」ではない
ため，初版が刊行された 2002 年以降の研究の進展は反
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映されていない．この間，観測網の充実と計算機科学の
発展は著しく，蓄積されたデータを入力としたシミュ
レーションや，データ同化などの研究も進んでいるの
で，これらの成果が盛り込まれていないのは残念であ
る．もちろん，改訂にとどまったことには事情があった
と推察するが，評者としては，深部低周波微動や短期
的・長期的ゆっくりすべり，2011 年東北地方太平洋沖
地震の地震発生サイクル上の位置づけなどが，著者らの
地震発生サイクルモデルでどのように説明されるのか，
読んでみたかったと思ってしまうのである．
＜東京大学出版会， 2022 年 5 月， A5 判， 388 頁， 6,400 円＋税＞

［かせ　ゆうこ　産業技術総合研究所活断層・火山研究部門主任研究員］

● 第 2フェーズの活断層
　 地震対策に向けて
鈴木康弘・竹内裕希子・奈良由美子  
編著
熊本地震の真実　語られない「8
つの誤解」
評者 宮内崇裕　
　災害関連死を含め 200 人以上の人命が失われ，40,000
戸以上の建物が破損・倒壊した 2016 年熊本地震から早
7年が経った．1995 年阪神・淡路大震災を教訓として，
推し進めてきた活断層調査と地震予測の高度化，建造物
の耐震化，防災対策・教育は熊本地震に対して有効で
あったのか，その方向性ははたして適切であったのか？　
そのような問いかけに対し，本書は 8つの疑問（誤解）
を設定し検証を試みている．
　本書は放送大学の番組として制作された「"科学"か
らの招待状『熊本地震 6年目の真実と教訓』（前編・後
編）」を母体とし，研究者，報道関係者の総勢 19 名が著
者として参加し，8つの疑問（誤解）に対する解を導く．
本書が熊本地震の備忘録となり，活断層防災対策が第 2
フェーズへ進展する契機となることを謳う．以下，各章
の内容を紹介する．
　第 1章「活断層地震の予測と防災の課題」では熊本地
震の謎を活断層と地震の関係，および強震動の観点から
紐解く．とくに二度の震度 7は既知の布田川-日奈久断
層北部が立て続けに 2度の地震を起こした結果であると
解く．震度 7を経験した益城町には地震断層が出現し，
活断層を見落としていたことを反省する．建物被害から
知られる「震災の帯」は，地震の揺れが地震断層近傍の
浅い部分からも発生することを示唆し，その発生要因の
解明が待たれる．地震断層の直上にあった東海大学旧校

舎が断層のずれにより大破した様子も紹介される．これ
らを通して，震災の帯はきわめて局地的であることがわ
かる．第 2章「熊本地震から学ぶ大地震との向き合い 
方─"できるしこ"─」では，被災した研究者が共助と災
害伝承の手法を模索するために立ち上げた活動（デジタ
ルアーカイブ「ひのくに災史録」とましきラボ）と，ア
ンケートや聞き取りによる意識調査の結果が紹介され
る．地震前に布田川-日奈久断層の存在を周知していた
回答が約 6割，大地震はまず起こらないという回答が約
6割，地震対策を実施していなかった回答が約 7割で
あった．熊本地震は「寝耳に水」ではなかったが備えて
いなかったということである．防災対策・教育において
は，主体的に活動した自治会長の声を通して，"できる
しこ"（熊本弁で，できることをできるだけ無理をしな
いでやる）をベースにした共助を復興に結びつけていく
ことの重要性に触れる．
　第 3章「熊本地震を詳しく知ろう」は 17 の節からな
り，アラカルト的ではあるが，それぞれが話題性のある
トピックをもつ．熊本地震の地学的背景や専門用語など
の解説と課題，活断層地震対策の現状と課題，住民アン
ケートの詳細分析，熊本復興支援プロジェクトの全容，
8K空撮の実効性，防災番組の役割などの多角的な視点
から熊本地震を洞察する．第 4章では国土地理院の活断
層図を用い，地震断層の見所が生々しい現地写真ととも
に紹介される．地震断層が活断層にほぼ沿って出現した
事実は，活断層の位置を正確に知ることが地震防災上き
わめて有効であることを改めて示す．
　8つの疑問（誤解）に対する本書の解をまとめると，
　1） 熊本地震の前震と本震は布田川-日奈久断層北部が

二度活動したことによる．
　2） 不確かなデータに基づく地震発生の事前予測はた

またま当たった．
　3） 住民の備えが不足したのは備えるための十分な情

報提供がなかったから．
　4） 被害が大きくなったのは 2度の震度 7のためでは

なない．
　5） 地震断層（活断層の浅い場所）に沿って強震域が

発生した可能性がある．
　6） 活断層地震対策は震度 7を伴う「震災の帯」の局

地性に留意した第 2フェーズへ進むべきである．
　7） 被災者を災害からいち早く立ち直させる活動は共

助である．
　8） 災害伝承は身近な大切な人を守るためのものであ

る．
　放送番組をベースとしているので全体として平易な文
章で書かれており，一般読者でも読みやすい．建物被害
分布図，ハザードマップ，アンケート集計図などはカ
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ラー印刷にしたほうが理解を助けたと思う．本書の主張
や解に対してはいろいろな意見や議論があろう．防災対
策に完全な正解はないので，一読し自分自身の問題とし
て読者なりの見解を深めてほしい．
  ＜明石出版，2022 年 8 月，A5判，182 頁，1,600 円＋税＞

  ［みやうち　たかひろ　千葉大学大学院理学研究院教授］

● 活断層・地震災害を
　 フィールドで体感する
熊本大学くまもと水循環・減災研究教
育センター減災型社会システム部門 編
熊本地震の痕跡からの学び
評者 石山達也　
　本書は 2016 年に発生した熊本地震（M7.3）およびそ
の前震（M6.5）に際して広汎に生じた地表地震断層や
地すべり・斜面変動等の地表変状・被害について，調査
後の詳細な調査研究の結果をもとに，豊富なカラー写
真・イラストや詳しい解説を地点ごとにまとめたもので
ある．表紙に「この本を持って出かけてみよう」とある
ように，読者がこの本を手に取りながら現地を見て回る
ことを想定して作成されている．本の大きさもコンパク
トで持ち運びやすい．また，各地点の詳細な位置情報や
地図のQRコードが掲載されており，読者は各地点に容
易にアクセスすることができるように配慮されている．
図面・写真はカラーで美しく，ページを眺めるだけでも
十分に知的興味を満たす本である．本書の著述は，地震
以降に調査研究を行った研究者・技術者を中心に，専門
的な知見を踏まえて行っており，研究者・一般読者がと
もに参考書として活用できる内容となっている．特に多
くの露頭写真は，復旧の過程で行われた工事で出現した
もので，地元をはじめとする大学の研究者や技術者の貢
献によるところが大きい．
　内容を簡単に振り返る． I「地震と断層のきほん」で
は，熊本地震の地震学的な背景や，活断層との関係，地
震と断層岩の関係が解説される．熊本地震では，震源分
布やメカニズムなどから破壊した断層面の詳細な形状や
広域応力場との関係が明らかにされた．また，顕著な地
表地震断層が出現したほか，InSARで詳細な地殻変動
が捉えられ，それ以前の地震に比べて遥かに詳細で複雑
な地表変位の実態が明らかになった．これを踏まえて，
地震直後から大学・研究機関によって多くのトレンチ調

査が行われ，過去の断層活動や地震時の破壊範囲などが
明らかになった．このような最新の研究成果を取り入れ
ながら，熊本地震の背景がまとめられている．II「熊本
地震の痕跡」では，阿蘇地区，大津・西原・益城地区，
熊本市内・県南地区に大別され，合計 35 カ所の地表地
震断層や天然・構造物の災害の痕跡と災害の背景となる
地質等が紹介されている．上述のように読者自身が痕跡
を自ら訪れて実感できるような内容と構成である．阿蘇
地区では，地震前には顕著な活断層が認識されていな
かったが，阿蘇カルデラ内に地表地震断層が出現したほ
か，外輪山やカルデラ内のスコリア丘を始めとして，火
山地域の地形・地質条件に特徴的な斜面災害が多数発生
した．このように熊本地震は火山地域で発生したことが
大きな特徴である．これを反映して，解説には地表地震
断層やトレンチ調査に加えて火山地質の情報が多くの資
料とともに盛り込まれており，地震災害の複雑な様相を
理解できるようになっている．また，博物館の被災の様
子や，断層変位による被害を軽減する工法を取り入れた
新阿蘇大橋も丁寧に紹介されるほか，神社の被害や水前
寺池の水涸れ，益城町市街地を通過する活断層など身近
な現象や，地震前後における住民の災害の取り組みや変
化など，自然災害と人間活動の関わりや課題を読者に考
えさせる内容となっている．
　このように，本書は多数の研究者・技術者の調査研究
の成果を簡潔にまとめた良書である．何よりも，変動地
形学を専門とする立場としては，本書は巡検案内書とし
てたいへん優れている．多く掲載された地形・地質の写
真は貴重な研究資料でもある．惜しい点としては，本の
サイズの関係からか，文字が小さく読みにくいものが散
見されることである．この点を割り引いても，熊本地震
の地形・地質学的な痕跡を肌で実感するための有用な
ツールとして，一般の読者や研究者が本書を活用するこ
とをおすすめする．地表地震断層や断層などの地質露頭
は復旧の過程で速やかに消失することがつねである．こ
のことは当然のこととして，自然現象・災害の実相や教
訓を伝えていくとの立場からすれば，理想と現実の間で
つねに思い悩む課題である．編者・執筆者は，復興が進
行する中での調査研究を通じてさまざまな葛藤を経験さ
れた上で，本書の内容や形態を採用したものと想像す
る．本書の取り組みは 1つの答えとして十分に成功して
いると感じた．
＜熊日出版，2022 年 3 月 31 日，A5判，164 頁，1,800 円＋税＞

［いしやま　たつや　東京大学地震研究所 

地震予知研究センター准教授］
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●新刊紹介 

江戸遺跡研究会　編
災害と江戸時代 （オンデマンド版）
吉川弘文館，紙版，2022 年 10 月，A5判，242 頁，8,500
円＋税

鎌田浩毅　著
揺れる大地を賢く生きる 京大地球科学教授の最
終講義
KADOKAWA，紙版・電子版，2022 年 10 月，新書判，
288 頁，940 円＋税

神沼克伊　著
地震と火山の観測史
丸善出版，紙版・電子版，2022 年 10 月，A5判，168 頁，
3,000 円＋税

古田　均・北原武嗣・野村泰稔・宮本　崇・一言正之・
伊藤真一・広兼道幸・高橋亨輔　著
AI ×防災 データが紡ぐ未来の安心・安全
電気書院，紙版，2022 年 10 月，B5 判，209 頁，2,500
円＋税

鈴木浩三　著
地形で見る江戸・東京発展史
筑摩書房，紙版，2022 年 11 月，新書判，292 頁，1,000
円＋税
　　　　　電子版，2022 年 11 月，850 円＋税

立木茂雄　著
災害と復興の社会学 増補版
萌書房，紙版，2022 年 12 月，A5判，298 頁，3,500 円＋ 
税

鎌田浩毅　著
知っておきたい地球科学 ビッグバンから大地
変動まで
岩波書店，紙版・電子版，2022 年 11 月，新書判，268 頁，
880 円＋税

松岡俊二・阪本真由美・寿楽浩太・寺本　剛・秋光信佳　
著
未来へ繫ぐ災害対策 科学と政治と社会の協働
のために
有斐閣，紙版，2022 年 12 月，四六判，316 頁，2,700 
円＋税

北原糸子　著
震災復興はどう引き継がれたか 関東大震災・
昭和三陸津波・東日本大震災
藤原書店，紙版，2023 年 1 月，A5判，512 頁，5,300 
円＋税

吉田晶樹　著
大陸はどのように動くのか 過去と将来の大陸
移動
技術評論社，紙版・電子版，2023 年 2 月，四六判，216
頁，2,200 円＋税

佐伯琢磨　著
はじめての災害学
神戸学院大学出版会，紙版，2023 年 3 月，B5 判，92 頁，
1,800 円＋税

酒井治孝　著
ヒマラヤ山脈形成史
東京大学出版会，紙版，2023 年 3 月，B5 判，240 頁，7,200
円＋税

『科学』編集部　編
富士山噴火に備える
岩波書店，紙版，2023 年 2 月，B5 判，160 頁，2,900 
円＋税
　　　　　電子版，2023 年 3 月，160 頁，2,900 円＋税

石井正己　著
震災を語り継ぐ 関東大震災の記録と東日本大
震災の記憶
三弥井書店，紙版，2023 年 3 月，A5判，312 頁，2,800
円＋税
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公益財団法人 地震予知総合研究振興会（ADEP）の人事異動について

採用
　　榎原　雅治　本部地震防災調査研究部 副首席主任研究員  23.  4.  1

退職
　　櫻井　清人　本部事務局 参事  23.  3. 31
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　今年は1923年

関東地震から

ちょうど 100 年にあたることから，

特集号を組むこととなった．昨年の

かなり早い段階から執筆者の選考を

行ったこともあって，関東地震を大

きな研究テーマとして研究してこら

れた，日本を代表する諸先生方に執

筆をしていただけることとなった．

論文は 5編，寄書が 3編で，これに

加えて囲み記事を 1編の合計 9編と

なった．また，東京都総務局総合防

災部長の保家 力氏から巻頭のエッ

セイをいただいた．論文では，まず

関東地震をライフワークとして取り

組んでこられた武村雅之先生に 30

年以上に及ぶご研究の集大成として

の関東地震について総合的なお立場

からご執筆いただいた．松浦充宏先

生からは理学のお立場から，関東地

震の断層モデルに関する研究のレ

ビューとプレートテクトニクスに基

づくさまざまな研究の展開につい

て，また，翠川三郎先生からは工学

のお立場から東京・本郷での地震動

記録に関する最近の研究成果をご紹

介いただいた．廣井 悠先生からは

関東地震の火災災害について，各種

の統計資料などに基づいて現代に通

じる教訓や課題についてご執筆いた

だいた．また，北原糸子先生には社

会学的なお立場から関東地震のあと

の復興の過程を，復興事業に尽力し

た池田 宏氏の足跡を追う形で，ご

執筆いただいた．これらの論文に続

いて，津村建四朗先生には関東地震

の少し後に今村明恒によって書かれ

た「地震の征服」という著書を囲み

記事としてご紹介いただいた．寄書

には関東地震に関連して取得された

地震のデータについて浜田信生先

生・津村建四朗先生から，また測地

データについて鷺谷 威先生から，

それぞれのお立場で関東地震のデー

タの意義についてご紹介していただ

いた．最後に，現在の話題としての

首都直下地震に関連して平田 直先

生から最近発表された東京都の首都

直下地震の被害想定についてご紹介

いただいた．

　次の関東地震はまだしばらく先の

こととして，現時点ではまだそれほ

どの緊迫感は生じていないようであ

るが，首都圏の防災という観点から

すると今からでも来るべき関東地震

を見据えた長期的視点での防災力向

上に努めていく必要がある．次の関

東地震が襲来したときに“もっと早

くから対策を取っておくべきだっ

た”と後悔しないように，早めに

“南関東を襲うM8クラスの地震”

への備えを，次第に声を大きくして

取り組んでいく必要があるだろう．

　さて，本題のほかに，本誌が今号

より J-Stage に登載を開始したこと

をご報告したい．J-Stage というの

は科学技術振興機構（JST）が運営

する電子ジャーナルプラットフォー

ム「科学技術情報発信・流通総合シ

ステム」のことである．日本地震学

会の雑誌「地震」や日本測地学会の

雑誌「測地学会誌」なども登載され

ているので，本誌の読者の多くはお

なじみであろう．J-Stage への登載

で重要なのは登載された記事に対し

てDOI（Digital Object Identifier）

が付与されることである．こちらも

本誌の読者にはおなじみの方が多い

と思うが，論文などの学術文献等に

付与される固有の識別子である．本

誌はすでに印刷後すみやかに振興会

のホームページ上で公開されてはい

るが，DOI が付与されることによ

り，本誌に掲載される記事は検索や

引用等が容易になり，より多くの

方々に読んでいただけるようになる

と期待される．ささやかではある

が，ご多忙の中記事を執筆くださっ

た諸先生方のためにも少しでも多く

の方に記事を読んでいただければと

期待している．

　最後になったが，74 号で「全球

統合測地観測システム（GGOS）社

会と科学を支える位置の基礎」をご

執筆くださった宮原伐折羅先生が，

このGGOS の活動に対して日本測

地学会から今年度の坪井賞（団体

賞）を受賞された．まことにおめで

とうございます．

  （T.K.）

編集後記
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